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第 1章

序論

1.1 はじめに
原子核物理学は、原子核の構造を調べるところから始まり、殻構造、軌道、魔法数などを発見してきた。そ
して、現在は、陽子や中性子の過剰領域では、魔法数が変化することまでわかってきた。原子核の構造のこと
がわかってくると、詳しい核反応の仕組みがわかってくる。新しい反応の仕組みが、新しい構造の発見につな
がるというように、原子核の構造研究と核反応研究が交互に進んでいる。

1.2 超重元素合成の現状
超重元素、それは原子番号が 104以上の元素を指しており、すべて天然に存在しない放射性元素である。ま
た、半減期が数マイクロ秒から数秒程度の非常に短寿命な核種が多いため、化学的性質があまり明らかにされ
ていない元素である。昨今では、2015年に日本の理化学研究所で合成された 113番元素が正式にその発見が
認められ、研究グループからの提案通り元素名 Nihonium (ニホニウム)、元素記号 Nh と国際純正応用化学
連合（IUPAC）によって正式に命名された。最初の超ウラン元素（原子番号 93から 103の総称）である Np

（ネプツニウム）の発見以来、新元素発見のペースは 10年間あたり平均わずか 3元素であり、合成の困難さ
が窺える。113番元素発見により、日本初・アジア初の元素が周期表に誕生することとなった。その後、115、
117、118番元素も新元素として認定され、ロシアとアメリカの共同研究グループがそれぞれMoscovium (元
素記号Mc)、Tennessine (元素記号 Ts)、Oganesson (元素記号 Og) と命名した。これで、元素周期表は第 7

周期まですべて埋まることとなった（図 1.1参照）。次は、人類未踏の第 8周期である。その新元素の発見は
一段と困難であると予想されるが、既にその発見に向けて研究が開始されている。
さて、超重元素（新元素）合成の現状としては Z=118番元素の成功にとどまっているが、ここからさらに
重い（新元素）を生成することができれば、周期表の第 8周期に足を踏み入れることになる。そして、その前
人未到の周期表第 9周期への挑戦は“安定の島”（核図表の Z = 114, N = 184付近を指す超重元素領域でも
比較的長寿命な核種が存在する領域）が存在するかの議論に新しい知見を与えることになる。ゆえに、さらに
重い超重元素を合成できるかどうかは化学的・物理的性質を明らかにする上で非常に注目されている。
今現在も世界各国多くの研究者たちが新しい超重元素発見のために知恵を絞り、好奇心に駆られるままに研
究に力を注いでいる。しかし、118番元素の合成成功後、未だに新しい超重元素は発見されてきていない。こ
の事実から、これまで合成された超重元素の生成手法と違って、新元素合成に有効的な生成方法が確立されて
いないと言える。ゆえに、理論計算によって最適な実験条件や新たな生成メカニズムを発見し、明らかにする
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図 1.1 元素周期表

ことが新たな超重元素の合成成功に必要不可欠である。

1.3 重イオン融合反応の歴史
自然界に存在する元素で、最も重い元素は 92番元素のウランである（厳密には、プルトニウムがウラン鉱
石中にごく微量存在することが知られている）。これよりも重い元素は、宇宙での元素合成過程で作られてい
たとしても半減期が短く、地球ができ 45億年という長い年月のうちに崩壊して別の元素（半減期が比較的長
い元素）となってしまっている。ゆえに、自然界ではその存在が現在観測できない。そこで、人類は人工的に
重い元素を合成することを試みた。現に周期表の 93番から 118番元素までは人工的に合成されている。
まず、93番から 100番までの元素はウランに中性子を連続で吸収させ、β 崩壊（核内の中性子が陽子に変化
し電子と反ニュートリノを放出する反応）を次々と誘発させることで、作られた。この方法は、中性子照射の
特徴を生かした方法と言えよう。中性子はクーロン力の影響を受けないため、どんなに大きな標的原子核にも
近づくことが可能であるからである。この方法で重い元素を作るために肝となるのは、中性子を次々と吸収さ
せることを可能とする強い中性子線束が必要だという点である。この条件を満たす環境が原水爆実験にはあっ
たため、99番元素アインシュタニウム、100番元素フェルミウムはそこで発見された。原子炉内も同じ環境に
あり、それらの元素まで生成できるが、94番元素プルトニウム以降の元素の生成量は原子番号が大きくなる
につれて少なくなり、それらの元素の総称としてマイナーアクチノイドと呼ばれている。

101番元素以降の元素は原子核同士を衝突させる方法で作られる。原子核同士の衝突では、クーロン斥力に
よって入射核が標的核への接近を妨げるため、大きなエネルギーで衝突させることができるサイクロトロンが

2



必要であった。アメリカは最初に手にしたサイクロトロンによって、比較的長寿命な様々なアクチノイド原子
核（原子番号 89のアクチニウムから 103のローレンシウムの総称）を標的核として、α粒子をそこに衝突さ
せることで、101番元素までの超ウラン元素（原子番号 93から 103までの元素）を次々と合成した。102番
元素から 106番元素は、ホウ素、炭素などのより原子番号の大きな原子核をアクチノイド原子核に衝突させる
ことで作られた。
これまで原子番号の足し算だけを考慮し、目的の元素を作ってきた。しかし、入射核と標的核の電荷の積が
大きくなるにつれて新元素の生成断面積が指数関数的に小さくなることが明らかとなった結果、107番元素以
降の合成には新たな生成手法が必要であると考えられた。この著しい断面積の低下は、2つの原子核を接触さ
せるのに必要なエネルギーが大きくなった結果、2つの核が融合し、形成された複合核の励起エネルギーが高
いために核分裂確率が増え、超重元素として検出する前に違う核種になってしまうことが原因である。

107番元素からは、上記の課題を克服するために衝突させる際の標的核の選択に着目した 2つの特徴的な生
成手法が利用された。まず 1つ目は冷たい核融合反応（Cold fusion reactions）と呼ばれる生成手法である。
この手法は Pb（鉛）や Bi（ビスマス）といった魔法核を標的核とすることで複合核の励起エネルギーを抑え
ることができる。この手法を用いて、ドイツにある重イオン科学研究所（GSI）が 107番元素から 112番元素
までの元素を合成してきた。その後、Cold fusion法を用いた新元素合成成功の報告は長らく途絶え、最後の
Cold fusion法を使った新元素合成の報告から 8年後に日本がこの手法を用いて 113番元素を合成することに
なる。Cold fusion法を用いた新元素合成成功の報告が長らく途絶えた理由は、Cold fusion法のデメリット
にある。Cold fusion法は、複合核を形成できれば、言い換えると入射核と標的核が融合できれば、複合核の
励起エネルギーを抑えることができるため核分裂確率の低下につながるメリットを持つ一方で、入射核と標的
核の電荷の積（クーロン反発力）が大きくなるため、融合断面積が小さくなるデメリットを持つ。融合断面積
は、入射核の原子番号が大きくなるほど指数関数的に減少する。つまり、Cold fusion法は融合するまでが山
場である。この問題を避けるために考えられた手法が 2つ目の手法：熱い核融合反応（Hot fusion reactions）
である。この手法のメリットとしては、2点挙げられる。1点目は、標的核にアクチノイド原子核を用いるこ
とで電荷の積が大きくならず、融合断面積を上げることができる。2点目は、中性子が多くかつ魔法核である
48Caを入射核に用いることで、形成された複合核は多くの中性子を含むことになり、粒子蒸発過程において
複合核から多くの中性子が抜けることで、励起エネルギーが大きくなりすぎない。デメリットとしては、自発
核分裂が生じやすく崩壊系列が特定できないため、合成成功の確実な証拠が得られないことである。この Hot

fusion法を用いて、アメリカとロシアが共同研究を行い、114番元素から 118番元素の合成を成功させてきた。

1.4 超重元素合成過程における課題
超重元素の合成が困難を極める理由をこれから述べる。超重元素を合成するには適当な入射核と標的核を衝
突させて、一つの原子核（複合核）を作り、その原子核が超重原子核として生き残る必要がある。この概要を
示したものが図 1.2である。
合成過程の段階は大きく 3つに分けられる。まず 1つ目の段階として、入射核と標的核がクーロン反発力に
打ち勝ち、接触するまでの過程である。2つ目の段階は接触後、系の平衡が進み、複合核形成を成し遂げるま
での融合過程である。この過程で、複合核を形成する前に強いクーロン反発力によって再分離（準核分裂）を
起きれば、超重元素は合成できない。また、融合後に再分離（融合核分裂）が起きても同様である。最後 3つ
目の段階は、、合成される。まとめると、接触過程-融合過程-蒸発過程それぞれに課題が存在する。本論文は、
接触過程-融合過程におけるダイナミ励起した超重複合核が粒子放出の際に再分裂との競合をかいくぐり、生
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図 1.2 超重元素合成過程の概要図

き残る蒸発過程である。超重元素はこれら 3つの段階をすべてクリアすることで生成が確認される。

1.5 多核子移行反応
近年、融合過程における課題を避けるために、重イオンを用いた多核子移行反応手法が注目されている。こ
の手法は、入射核と標的核を一つの核として融合させることを目的としていない。図 1.3 に示すように二つ
の核を衝突させ、接触面で核子（陽子や中性子）を移行させることで目的の原子核を作る手法である。この
手法は、核図表の安定の谷から遠く離れた中性子過剰核の生成手段として有効であると実験的にも明らかに
されている [1]。未知の中性子過剰核の崩壊過程などの情報は宇宙で起こる超新星爆発、特に rapid neutron

capture(r過程)の天体起源を探るために重要であり、この課題は 21世紀に持ち越された基礎物理重要課題の
一つとされている。中性子過剰核を生成することは、宇宙に存在する元素の起源および宇宙の化学進化等を理
解するために非常に重要な基礎研究となっている。ここで、原子核と超新星爆発との関わりに触れておこう。
自然界には酸素や鉄、ウランなど、さまざまな元素が存在している。観測された太陽系の元素の存在比分布か
ら、元素が比較的多く存在するものと少ししか存在しないものがある。なぜこのようなことが起きるのか。そ
れは次のように考えられている。宇宙の中で中性子が多く存在する場所が存在すれば、そこでは安定な原子
核が周りの中性子をたくさん吸収し、安定な原子核に比べて中性子の多い原子核 (中性子過剰核)が生成され
る。不安定な中性子過剰核は中性子が陽子に変わる β 崩壊を起こして別の元素となる。このように中性子の
吸収と β 崩壊を次々と繰り返してウランまでの元素が生成されたと考えられている。この元素合成過程は速
い (rapid)中性子捕獲過程 (r過程)と呼ばれるものである。r過程では不安定な中性子過剰核が生成されるが、
原子核を構成する中性子数が魔法数の 126となる原子核では、比較的安定となるため、それ以上中性子を吸収
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図 1.3 多核子移行反応の概要図

できずに β 崩壊が起こるのを待つ状態になると考えられている。β 崩壊を起こして、原子番号が一つ増え、中
性子数が一つ減った原子核も再び中性子を吸収して中性子数が 126となり、次の β 崩壊が起こるのを待つこ
とになる。このような状況が繰り返されて中性子数が 126 で構成された原子核が多く溜まるようになる。中
性子が減少すると原子核が中性子を吸収できず、ｒ過程は終了する。その後、中性子数が 126の多くの中性子
過剰核は次々と β 崩壊を起こして、最終的に安定な金や白金が生成されたと考えられている。
さて、ここまで多核子移行反応手法が中性子過剰核の生成に有効であることを述べてきたが、超重核領域に
は中性子過剰な未知核がまだ多く存在しているため、超重核の生成に対する多核子移行反応手法の有効性が議
論されてきている。特に中性子過剰かつ超重核領域の中でも比較的長寿命な原子核が存在していると提唱され
ている領域“安定の島”への到達に期待がされている。しかし、この点に関しては未だ有効である証拠は報
告されていない。これまでは、超重核を合成するための手法として Cold fusion法や Hot fusion法が主流で
あったが近い将来、超重核に対する多核子移行反応手法の有効な手立てが見つかり、多核子移行反応手法を用
いた新元素合成が成功するかもしれない。はたまた、新しいメカニズムが発見されることで、新しい別の合成
手法によって成功を収める可能性もある。ゆえに、今後の超重元素合成の動向は注目すべきである。
本論文では、超重元素合成過程における反応機構を幅広く解析した結果を論じており、本論文の成果は、す
べて新元素合成に有益な情報を与えるものである。
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1.6 本論文の背景と目的
各章に対する研究の背景と目的を、その章の冒頭に具体的に述べることにし、ここでは、本論文全体に通ず
る背景と目的を述べる。まず本論文は、入射核が無限遠から標的核に近付く過程から相互作用を起こし、核分
裂を終えるまでの全融合分裂過程において、これらの全反応を統一的に記述することができる理論模型を用い
て、融合反応機構や準核分裂反応機構に関する詳細な解析および結果を論じている。本論文で一貫して用いた
動力学模型 (二中心殻模型とランジュバン方程式)の最大の特徴は、反応過程中の原子核の形状を相互作用時
間ごとに追うことができる点である。原子核の形状を追うことは、核反応ダイナミクスを明らかにする上で非
常に重要である。原子核衝突実験では理論計算とは対照的に、反応過程中の原子核の形状変化を直接確認する
ことができない。したがって、反応後の物理量 (分裂片の質量、運動エネルギー、放出角度等)を観測し、それ
らの観測量から反応過程において原子核がどのような形状変化を辿ったのかを推察することになる。つまり、
実験では間接的にしか原子核の形状変化を明らかにすることができない。観測量の相関から新たな物理を見出
すことも可能だが、ある程度の制約の下で明らかにするため、実験からの現象の理解には限界が存在する。理
論と実験、両者の目的は原子核の形状変化を調べ、反応過程におけるダイナミクスを解明しようとする目的は
同じであるが、圧倒的な違いとして前者には直接原子核の形状変化を視覚的に容易に理解できる利点がある。
本論文の最終的な目的は、実験では直接視認することができない原子核の形状変化にともなう核反応ダイナミ
クスに対し、反応過程における多くの物理現象を多角的に議論し、実験で得られる様々な物理量や実験では解
析できない融合反応機構や準核分裂反応機構に関する興味深い結果を明らかすることである。また、本論文で
扱う理論模型は原子核が十分離れている状態からの融合も扱うため、反応における不定性や複雑な問題が一体
の反応 (核分裂現象だけ)を扱うよりも多く存在している。ゆえに、理論模型の特徴や不定性、抱える問題を
明らかにすることを副次的な目的としている。

1.7 本論の構成
本論文の構成は以下のようになっている。第 2章では本論文で一貫して使用されるランジュバン型アプロー
チモデルの理論諸概念を記述する。第 3章から第 6章までは、[序言-モデルの枠組み-計算結果および議論-結
言]の構成で研究内容ごとにまとめている。最後の章は本研究全体の総括とし締めくくる。
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第 2章

本論文に用いる理論

2.1 原子核構造に関する理論
2.1.1 原子核の構成
原子自身は 10−8 cmと非常に小さなものであるが原子核はさらにその 105 分の 1くらいの大きさの粒子で
ある。その小さな原子核は陽子及び中性子と称する 2種の粒子 (核子)から成立している。陽子は正に帯電し、
その電気量は電子のそれと同じで符号が反対である。すなわち、電気素量に等しい。質量は電子の 1840倍で
あり、中性子は電気的には中性で帯電していない。質量は陽子とほとんど同じであるが、わずかに大きい。原
子核は、一般に複数個の陽子 (proton：p)と中性子 (neutron：n)からできている。陽子の数を原子番号 Z、
陽子の数 Z と中性子の数 N の和を質量数 Aと呼ぶ。すなわち質量数 Aは、

A = Z + N, (2.1)

で与えられる。また、原子核をほぼ球形と仮定してその半径 R は、その半径 R と質量数 (核子の数)A の間
には、

R = r0A
1
3 , (2.2)

r0 = 1.2 (fm), (2.3)

の関係がある。これは、原子核の体積が核子の数に比例し、原子核の密度は原子核の大きさによらずほぼ一定
であることを意味している。

2.1.2 結合エネルギー
結合エネルギー B(A,N)は核子がばらばらに存在する場合に比べ、結合して原子核を形成することによっ
て得をするエネルギー量で

B(A,Z) = ZMpc
2 + (A− Z)Mnc

2 −M(A,Z)c2, (2.4)

で定義される。ここで、Mp,Mn,M はそれぞれ陽子の質量、中性子の質量、核子の質量であり、cは光速を表
す。また、結合エネルギーと並んで、分離エネルギーも重要な物理量であり、分離エネルギーは原子核から核
子やアルファ粒子などを取り出すために必要なエネルギーで、中性子の分離エネルギーは、結合エネルギーを
用いて、

Sn(N,Z) ≈ B(N,Z) −B(N − 1, Z), (2.5)
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で与えられる。
図 2.1に核子当たりの結合エネルギーを示す。図 2.1の黒丸は、各質量数に対して最も安定な偶-偶核の核子
当たりの結合エネルギー (B/A)の実験値を、白丸は、質量数が奇数の場合の最も安定な原子核の核子当たり
の結合エネルギーをそれぞれ示したものである。この図 2.1から結合エネルギーには次の特徴がみられる。
・質量数が小さな領域では、質量数の増加と共に結合エネルギーが急激に増大する。
・軽いアルファ核で B/Aは鋭い極大値をとる。
・軽い核を除いて、核子当たりの結合エネルギー (B/A)は約 8MeVである。これは軽い核で顕著に効く表面
効果が、重い核では十分に効かなくなるためである。この性質を結合エネルギーの飽和性と呼ぶ。
・(B/A)は原子番号 26の Feの領域まで質量数の増加と共に増大し、B/Aが最大値をとる原子核は 62

28Niで
あり、その後、質量数と共に徐々に減少する。
・質量数が大きな領域では、Z = 50 など特定の陽子数あるいは中性子数のとき、(B/A) は局所的に大きく
なる。

図 2.1 核子当たりの結合エネルギー [2]。

2.1.3 液滴模型と質量公式
液滴模型とは、原子核の密度が原子核の大きさ (質量)によらないことや、核子当たりの結合エネルギーが軽
い核を除いてほぼ一定の値をとることなど、原子核の性質を液体のもつ飽和性と類似していることから考えら
れた原子核模型である。軽い核の結合エネルギーが小さいことは液滴の表面張力に対応して、表面にある核子
の結合エネルギーが小さいためであると説明できる。そして、重い核では表面の影響が相対的に小さくなり、
核子当たりの結合エネルギーは飽和値に近づく。この模型からWeizsäckerによって提唱された原子核の結合
エネルギーの半経験的公式 [3] は

B(A,Z) = avA− asA
2
3 − acZ

2/A
1
3 − asym(A− 2Z)2/2A− δ(A), (2.6)

と与えられる。パラメータ av 等は既知の原子核の質量から決められるが、使われる既知核数によって少し異
なる値になる。また、第 1項は体積エネルギー、第 2項は表面エネルギー、第 3項はクーロンエネルギー、第
4項は対称エネルギー、第 5項は偶奇補正エネルギーであり以下にそれぞれの説明を示す。
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・第 1項 (体積エネルギー)

原子核を水滴と見立てた場合、その液体 (核子)の凝集エネルギーは液体 (核子)の量に比例する。原子核にお
ける、凝集エネルギーに相当するエネルギーは核子の間に働く核力である。結合エネルギーの飽和性から核子
間に働く強い相互作用が短距離力であることが示唆される。そのうえで、１つの核子に着目すると，短距離力
によってすぐ近くにいる少数の核子としか相互作用を起こさない。したがって、隣接同士の核子のみと強く引
き合っているとすると、その引き合う力は核子数 (=質量数)Aに比例する。体積エネルギーは結合エネルギー
の増加を意味するため、式 2.6右辺の他の項と符号が異なっている。
・第 2項 (表面エネルギー)

液滴の表面では表面張力がはたらいているので表面エネルギーが生じると考えられる。単位面積あたりの表
面張力を σ とすると，半径 R の球状液滴の表面エネルギーは表面張力 σ と表面積 4πR2 の積で与えられる
(4πR2σ)。ここで、原子核の半径 Rが式 2.3で表されることから、表面エネルギー項は

4πR2 = 4πr0
2σA

2
3 = asA

2
3 (2.7)

と表せる。表面にある核子はその外側に核子がないため、内部にある核子より引き合う力が小さくなり、その
エネルギーは表面積 A

2
3 に比例する。質量数とともに，体積は R3 に従って増加し，表面積は R2 に従って増

加する。図 2.1のように、軽い原子核から重い原子核にいくに従ってゆるやかに増していくのは、体積エネル
ギーの表面エネルギーに対する比が増すためである。
・第 3項 (クーロンエネルギー)

一般に陽子数と中性子数が同数の時に結合エネルギーが高くなるが、重い核では陽子の電気的反発力に打ち勝
つために中性子数が多くなり不安定となる。正電荷を持つ陽子間にはクーロン斥力が働くため、Zeの電荷を
持った原子核のクーロン斥力（静電エネルギー）は半径 Rの球に電荷 Zeが一様に分布しているとすると、

Z(Z − 1)

2

∫∫
ρ0drρ0dr′

|r− r′|
, ρ0

4πR3

3
= e (2.8)

を解くことで計算できる。積分の前の因子 Z(Z － 1)/2は Z 個の陽子から 2個の陽子を取り出す組合せの数
である．rと r′ について、それぞれ半径 Rの球の内部にわたって積分を実行すると

Z(Z − 1)e2

2

6

5

1

R
=

3

5

e2

r0

Z(Z − 1)

A
1
3

≈ acZ
2/A

1
3 (2.9)

を得る。ここで、Z(Z － 1)/2は Z2 で近似している。図 2.1において、B(A,Z)が Aの十分に大きいところ
でゆるやかに下降することは、このクーロンエネルギーのために重い核の安定性が減ること（結合エネルギー
の減少）を意味している。
・第 4項 (対称エネルギー)

クーロン相互作用を除くと、原子核は同数の陽子と中性子を持とうとする傾向がある。この傾向は質量数が小
さい領域で顕著に見られる。質量数が大きい領域では、クーロンエネルギーの寄与が顕著になるが、この傾向
は無視される訳ではない。この傾向に対応した対称エネルギーは

asym

(
N − Z

N + Z

)2

A = asym

(
A− 2Z

A

)2

A = asym
(A− 2Z)2

2A
, (2.10)

と表される。N/Z の比の値が同じで２倍の核子があれば，対称エネルギーも２倍になるはずである。した
がって、対称エネルギーは質量数 Aに比例すると考えられる。
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・第 5項 (偶奇補正エネルギー)

δ(A)は、陽子や中性子が偶数か奇数かによる核の安定性の差を表す項である。核子の角運動量 (スピン)の影
響によって量子力学的に核子に安定性が異なり、陽子及び中性子が偶数である場合が最も安定であり、ともに
奇数である場合が最も不安定で、その他の組み合わせの場合は中間にある。この効果は、以下の式で表されて
いる：

δ(A) =
12√
A

(陽子および中性子ともに偶数), (2.11)

= − 12√
A

(陽子および中性子ともに奇数), (2.12)

= 0 (その他の組み合わせ), (2.13)

この式の質量数依存性と大きさは図 2.2に示すように、偶奇補正エネルギーの実験値 [4] から経験的に決めら
れたものである。

図 2.2 質量数に対する陽子および中性子数それぞれの偶奇補正エネルギー、曲線は 12/
√
A。

以上の結合エネルギーを表す項で用いられているパラメータの値は Green [5] によって求められた。その
後、多くの原子核の質量が測定され、実験値を再現するパラメータとして、以下の組が用いられている：

av = 15.56, as = 17.23, ac = 0.697, asym = 23.29. (2.14)

ここで、単位はMeVとしている。
この液滴モデルによって、原子核の安定性の一般的な傾向を説明できることが分かった。液滴モデルは、核
内では核子は互いに衝突し合い、エネルギーを交換しあっており、核子が原子核に捕獲されるとすぐに、その
エネルギーは原子核全体に分配され、熱平衡に達するという考えに基づく。原子核を水滴と見なすことで原子
核構造を理解する液滴モデルは、核分裂反応の現象論的説明に大いに力を発揮している。
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2.1.4 殻模型
原子核において、陽子あるいは中性子の分離エネルギーに原子の場合ほどではないが魔法数が存在すること
が知られている。原子核の魔法数は 2、8、20、28、50、82、126である。魔法数と一致すると、原子核の結合
エネルギーが特に大きくなり、原子核は特別に安定な性質を示すことが実験的にわかっている。これは原子核
の内部にも原子の電子軌道と同様の軌道（殻）があり、核子の集団が重心を中心にして、その周りに核力によ
る一定のポテンシャルを形成しており、魔法数は１つの核が完全に閉じた場合の核子数に相当し、次の軌道と
のエネルギー差が大きいためと考えることができる。これは、1950年にアメリカのメイヤーやドイツのイェ
ンゼンらによって示された。以下に原子核の魔法数の導出について簡単に示す。
原子核中での核子間の力は、その到達距離が原子核の大きさより短い短距離力であるので、平均ポテンシャ
ルの形状はおよそ核子の密度分布、すなわち原子核の形に近いものになる。これは軽い核ではガウス型であ
り、重い核ではウッド‐サクソン型になる。ここでは数学的に厳密な解を得ることができる 3次元の調和振動
子型ポテンシャルで近似する。解くべきシュレディンガー方程式は式 2.15のようになる：[

− h̄2

2m
∆ + U (r)

]
Ψ (r) = EΨ(r) (2.15)

ここで、ポテンシャルは半径の大きさのみに依存する中心力とすると、極座標表示のもとに波動関数を
Ψ(r) = R(r)Y m

i (θ, φ)というように動径成分と角度成分に分離することができ、
[

1
sinθ

∂
∂θ

(
sinθ ∂

∂θ

)
− 1

sin2θ
∂2

∂ϕ2

]
Y m
i (θ, ϕ) = l (l + 1)Y m

i (θ, ϕ) ,[
d2

dr2 + 2
r

d
dr + 2m

h̄2 (E − U (r))
]
R (r) = l(l+1)

r2 R (r) ,
(2.16)

となる。l は軌道角運動量の量子数であり、磁気量子数 m は −l から l までの 2l + 1 個の状態をとる。
U (r) = Mω2r2/2という調和振動子ポテンシャルをとると、エネルギー固有値は lと主量子数 nによって

Enl =

(
2n + l − 1

2

)
h̄ω. (2.17)

と現れる。このエネルギー準位を図 2.3に示す。図 2.3では等間隔に準位が並び、2n = 1となる準位同士が
エネルギー的に縮退している。よって魔法数を調べると、2、8、20、40、70、112、168となりほしい魔法数
が得られない。ここで、次式 2.18のようにスピン軌道相互作用を導入するとする。

U (r) → U (r) + W (r) l · s (2.18)

l および sは核子の軌道角運動量とスピンの演算子である。原子核の場合には、核子間の力にスピン軌道相互
作用が含まれており大きな影響を与える。核子の全スピンは j = l + sというベクトル和で表せるので

l · s =
1

2
[j (j + 1) − l (l + 1) − s (s + 1)]h̄2, (2.19)

と表せる。核子のスピンは 1/2 なので、上向きと下向きの場合のそれぞれで全スピンは j = l + 1/2 また
は j = l − 1/2となる。よって、スピン軌道相互作用の効果により同じ lを持つ軌道がスピンの向きによって
二つに分離し、そのときのエネルギーは{

1
2 lh̄

2W, j = l + 1
2 ,

− 1
2 (l + 1) h̄2W, j = l − 1

2 ,
(2.20)
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図 2.3 エネルギー準位 (左から調和振動子、ウッドサクソン型、ウッドサクソン型＋スピン軌道相互作用） [6]。

で表される。エネルギー準位の間隔は (2l + 1) h̄2W/2となる。実際には、j = l + 1/2のエネルギー準位の方
が l − 1/2のエネルギー準位より低くなっているので、W < 0でなければならない。W の大きさを調節する
ことにより、調和振動子ポテンシャルの準位は図 2.3の右端のようになり、エネルギー準位の縮退が解け、魔
法数が 2、8、20、28、50、82、126となる。

2.1.5 Strutinsky殻補正法
本節では、1粒子運動の準位分布の性質から、殻構造の概念を一般的に定義するだけでなく、Strutinsky殻
補正法の詳細も記述する。まずは、軸対称変形した調和振動子ポテンシャルの場合 1粒子準位エネルギーを考
える（図 2.4）。(x′, y′, z′)軸方向の振動数を (ω′

1, ω
′
2, ω

′
3)とし、(ω1 = ω2,≡ ω⊥)とすると、固有エネルギーは

e(n1, n2, n3) = h̄ω⊥(n1 + n2 + 1) + h̄ω3(n3 + 1/2) (2.21)

で表される。球対称 (δ = 0)の時は、同じNosc = n1 +n2 +n3 を与える異なる (n1, n2, n3)の組が縮退し、閉
殻を作る粒子数 40, 70, 112などが魔法数となる。変形によりこの縮退は解けるが、ω⊥ と ω3 の比が 2：1とな
る変形度 (δ = 0.6)で再び顕著な縮退が起こる。これは、同じ 2(n1 + n2) + n3 の値を持つ異なる (n1, n2, n3)

の組み合わせが可能となるためである。この閉殻に対応する粒子数 69, 80, 110, …を ω⊥/ω3 = 2での変形魔
法数と呼ぶ。以上から魔法数が準位の縮退と関係していることがわかる。
次に、上述した準位の縮退の概念が、一般の平均ポテンシャルに対してどのように拡張されるかを記述す
る。エネルギー間隔 (e, e + de)に含まれる固有状態数を g(e)deと書き、g(e)は 1粒子準位密度と呼ばれる。
固有値を ei とすれば、

g(e) =

∞∑
i=1

δ(e− ei), (2.22)

である。A個の核子が Fermiエネルギー λまでこれらの順位を満たしていると

A =

∫ λ

−∞
g(e)de, (2.23)
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図 2.4 軸対称調和振動子ポテンシャルの 1粒子エネルギー準位。エネルギーは h̄ω0(δ)を単位として、変
形度 δ = (ω⊥ − ω3)/ω0 の関数として描かれている。図中の矢印は、ω⊥ : ω3 が整数比となる変形度を示
す。また変形魔法数が図中に示されている (文献 [7]から借用)。

であり、1粒子エネルギーの総和は、

E =

∫ λ

−∞
eg(e)de, (2.24)

と書ける。一般の平均ポテンシャルでは準位数 g(e)deの多い領域と少ない領域があり、固有値分布に粗密が
できる。この粗密が規則的なパターンを示す時、1粒子準位に殻構造があるということである。図 2.5に示す
ように、準位数 g(e)deがエネルギー eとともに振動する時、準位が密に集まった領域は準位が「近似的な縮
退」を起こしていると見なせる。
そこで、殻構造が A核子系のエネルギーに与える効果は、適当なエネルギー平均を行い、g(e)の振動部分
を消し、滑らかな準位密度 g(e)を導入することで説明できる。この g(e)を用いて、A個の核子が平均 Fermi

エネルギー λまで g(e)の準位を満たしているとすれば

A =

∫ λ

−∞
g(e)de, (2.25)

であり、滑らかなエネルギーは

E =

∫ λ

−∞
eg(e)de, (2.26)
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図 2.5 殻構造の概念図 [7]。

と定義される。そして、この 2.26式で表される E と式 2.24で表される E との差
Eshell = E − E, (2.27)

が殻構造によるエネルギー、つまり、殻構造エネルギーと呼ばれるものである。Eshell は核子数 Aの振動関数
で、λが図 2.5(a)の位置①を示す準位の密な領域の上端にあるとき極小、中心付近（位置②）で極大となる。
ここで、g(e)を定義するには、Strutinsky法が用いられる。

Strutinsky殻補正法による滑らかな準位密度（平均準位密度）g(e)がどのようにして定義されるかを、こ
れから述べる。まず無限の 3次元井戸（ポテンシャル）内の殻模型によって準位密度が与えられたときに適切
な数学的方法で平均準位密度を定義する必要がある。ここで、無限のポテンシャルを使うことを仮定している
が、有限ポテンシャルに対して一般化できることに注意されたい。この Strutinsky殻補正法の難しさは、3次
元ポテンシャルの場合、準位密度が 1粒子エネルギーとともに非線形に増加する事実から生じる。そして、増
加はスムーズに進むわけではなく、準位はおおよその間隔でグループ化されている。ここで、その様子は（準
位密度が幅≪ h̄ω0 のガウス分布で塗りつぶされていると仮定すると）簡易的な図 2.6で表している。このよ
うな準位密度分布の平均部分 g(e)と振動部分 g(e)はいかにして分離できるかをこれから示す。
まずは、畳み込み法によって与えられる平均準位密度 g(e)を考える：

g(e) =
1

γ

∫ −∞

+∞
g(e′)f

(
e′ − e

γ

)
de′. (2.28)

ここで、f は γ ≃ h̄ω0 のガウス分布であると考えることができる。しかし、これでは不十分でありる。なぜ
なら、適切な平均化手順であれば、同じ手順で再度平均化しても平均準位密度 g(e)は変化しないからである。
つまり、

g(e) =
1

γ

∫ −∞

+∞
g(e′)f

(
e′ − e

γ

)
de′, (2.29)
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図 2.6 図式化された無限の 3次元ポテンシャルにおける準位密度 [8]。

ガウス分布を表す f と gが定数でない場合は、式 2.29は明らかに満たされない。一般的に、与えられた任意の
g に対して正確にこの条件を満たすことは困難である。たとえ満たせたとしても、f はデルタ関数でなければ
ならないため、この条件を満たすことは意図していない。ここで、デルタ関数は関数 f(x)と掛け算して積分し
たときに x = 0での値 f(0)を取り出すような仮想的な関数を指している。ただ、式 2.29は滑らかな関数 gを
満たす必要がある。式 2.29の本質的な寄与は点 e′ = e付近から得られるため、g(e)は 2M(2M = 2, 4, or 6)

次の多項式によって局所的に表現できると仮定する。そして、次の方法で f を構築すると、式 2.29の条件を
満たすことができる:

f(x) = P (x)w(x), (2.30)

ここで、P (x)は 2M 次の偶数多項式そして、w(x)はガウス関数またはローレンツ関数のような重み付け関
数である。
式 2.29は以下の近似 [9]

P (x) =

M∑
n=0

Q2n(x)Q2n(0), (2.31)

によって満たされ、ここで、直交多項式の組み合わせ Qm(x)は以下の条件：∫ +∞

−∞
w(x)Qm(x)Qm′(x)dx = δmm′ , (2.32)

によって決まる。もし w(x)に対してガウス関数をとるのであれば、

w(x) =
1√
π
e−x2

, (2.33)

この場合、P (x)は一般化されたラゲール多項式 [9] によって以下のように与えられる：

P (x) =

M∑
n=0

(22n · (2n)!)−1 ·H2n(x)H2n(0) = L
1/2
M (x2). (2.34)
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ここで、H2n(x)はエルミート多項式である。したがって、2M 次の多項式によって局所的に近似される g の
条件式 2.29を満たす平均関数 f を明示的に構築が可能である。実際の応用のために、M = 0, 2, 4, 6（表 2.1）
の多項式 L

1/2
M (x2)の係数を与えると、

L
1/2
M (x2) =

M∑
n=0

a2nx
2n. (2.35)

表 2.1 最小の 4つのラゲール多項式の係数。

M a0 a2 a4 a6

0 1 – – –

0 3/2 -1 – –

0 15/8 -5/2 1/2 –

0 35/16 -35/8 7/4 -1/6

残りは γ とM の正確な値をどのようにして決定させるかの問題である。一般的に、結果はこれらのパラ
メータに依存する。近似周波数 h̄ω0 から振動 g(e)を取り出すために用いるこの方法は特定な間隔での妥当な
γ の値 (γ ≃ 1.0 − 1.5 h̄ω0)とその範囲内に対応するM 値（この依存性は実際には無視できる。）を得ること
ができる場合のみ意味がある。したがって、結果は平均化手順から独立している。より正確には、平均化され
た 1粒子エネルギーは固定したM で γ の関数として “プラトー条件” [10]

∂Esh

∂γ
= 0, (2.36)

を満たさなければならない。単一粒子レベルの任意の分布では、そのようなプラトーは存在しないが、ある条
件の場合、およそ h̄ω0 の頻度で一定のレベルの束が常に存在するため、プラトーがあることが予想できる。
以上の Strutinsky 法から殻構造エネルギー Eshell は定義される。ここで、A をある値に固定したときの

Eshell の振る舞いを、プロレート変形を仮定したポテンシャルの変形度 δ の関数として示した概念図を図 2.7

に示す。ここで、Eshell は A だけでなく δ に対しても振動関数となる（影響する）。図 2.7(b) の極小点は図
2.4の δ = 0.6に対応している。Eshell と液滴模型のエネルギー Eliquid(= −Bliquid)の和

Etotal(δ) = Eliquid(δ) + Eshell(δ), (2.37)

が原子核の全エネルギーを表す。図 2.7 から Eliquid(δ) の極大付近で Eshell(δ) が極小となり、両者の和
Etotal(δ)もこの付近で極小となる。
殻構造エネルギーは平均ポテンシャルの表面の形の変化に応じて敏感に変化し、特定の形で顕著な殻構造が
形成される。したがって、殻構造エネルギー極小の実現が平衡変形を決定する主な要因となる。

2.1.6 BCS理論
まず BCS理論とは、ジョン・バーディーン （John Bardeen）、ロバート・クーパー （Robert Cooper）、
および J. Robert Schrieffer (ロバート・シュリーファー)によって 1957年に提案された超伝導現象を説明す
るための理論である。BCS理論は、超伝導の現象を説明するように、核子（陽子や中性子）が（クーパー）対
を形成することで原子核内に超流動が生じると考えられている。そして、この超流動性が原子核の特性や振る
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図 2.7 (a) 変形ポテンシャル内の 1 粒子エネルギー準位の分布。円で囲まれた領域に Fermi 面があると
殻構造エネルギー Eshell が大きくなる。(b) Eshell, Eliquid および全エネルギー Etotal の変形度 δ 依存性
の概念図。文献 [11]から借用。

舞いに影響を与え、核子のペア形成によって引き起こされる超流動現象が核構造に影響を及ぼすというもので
ある。まずは、電子間の相互作用の際のエネルギー項を表現した相互作用ハミルトニアンを電子がアップスピ
ン (↑) およびダウンスピン（↓) の二つのスピン状態を持つことを考慮し

Hint =
∑
k,k′,q

V (k − k′) c†k+q↑c
†
−k−q↓c−k′−q↓ck′+q↑, (2.38)

と書き表し、クーロン相互作用による電子間の反発を取り入れる。ここで、c†kσ および ckσ は、それぞれ電子
の生成および消滅演算子である。また、k は電子の運動量、σ はスピンを表している。V (k − k′)は相互作用
ポテンシャルを表しており、ここではクーロンポテンシャルを表している。q は相互作用の伝播するベクトル
である。この相互作用ハミルトニアンは、電子が相反するスピンを持つ他の電子と相互作用する項を表現して
いる。ここで、相互作用項において、各電子が他の電子と平均して相互作用すると見なし、平均場近似を適用
し、新たな変数である超電導ギャップ∆k：

∆k = −
∑
k′

V (k − k′) ⟨c−k′−q↓ck′+q↑⟩, (2.39)

を導入して、相互作用項を平均場で置き換えることで（平均場変換による）新たなハミルトニアン：

HMF =
∑
k,σ

(ξk − µ) c†kσckσ +
∑
k

(
∆kc

†
−k↓ck↑ + h.c.

)
−
∑
k

|∆k|2

V (k)
, (2.40)

が得られる。ここで、ξk および µは電子の運動エネルギーとフェルミエネルギーを表している。この式に対
して以下の Bogoliubov変換 (

ak↑
a†−k↓

)
=

(
uk −vk
vk uk

)(
ck↑
c†−k↓

)
(2.41)

を用いることで、平均場ハミルトニアンから Bogoliubov変換された新しいハミルトニアンが得られる。ここ
で、uk と vk は以下のように求められる Bogoliubov変換係数：

u2
k =

1

2

(
1 +

ξk
Ek

)
, v2k =

1

2

(
1 − ξk

Ek

)
, (2.42)
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であり、次の条件：

u2
k + v2k = 1. (2.43)

を満たす。また Bogoliubov変換の際に導入した ak↑, a†−k↓ であるが、これらは一種のフェルミオンの生成・
消滅演算子と考えることができるため、Bogoliubov準粒子（ボゴロン）とも呼ばれている。
さて、平均場ハミルトニアンから Bogoliubov変換された新しいハミルトニアンは式 2.41と式 2.40から

HBog =
∑
k

Ek

(
a†k↑ak↑ + a−k↓a

†
−k↓

)
−
∑
k

|∆k|2

V (k)
, (2.44)

と書き表すことができる。Ek は Bogoliubov準粒子のエネルギーであり、Ek =
√

ξk − µ2 + |∆k|2 で表され
る。Bogoliubovハミルトニアンは、各 k に対するエネルギー固有値が Ek として対角化されている。この対
角形式により、Bogoliubov 準粒子が非相互作用的な形で振る舞う。次に、Bogoliubov 変換によって得られ

図 2.8 殻模型による準位に対して BCS理論を考慮した場合の基底状態の準位の変化を表す概要図（120Sn） [12]。

た対角形式のハミルトニアン（式 2.44）を用いて、エネルギー最小化条件を考える。まず、Bogoliubov-de

Gennes（BdG）方程式は通常、以下の形をしている：

En

(
un

vn

)
=

(
Ĥ0 ∆̂

−∆̂⋆ −Ĥ⋆
0

)(
un

vn

)
(2.45)

ここで、Ĥ0 は正常な（超伝導でない）状態のハミルトニアン、∆̂は超伝導のペアポテンシャル行列、un と vn

はれぞれ第 nのエネルギー準位に対する波動関数の成分、En はエネルギー固有値である。式 2.45の特徴か
ら Bogoliubov変換によって得られた対角形式のハミルトニアンに対する Bogoliubov-de Gennes（BdG）方
程式が

Ek

(
uk

vk

)
=

(
ξk ∆k

−∆′
k −ξk

)(
uk

vk

)
(2.46)
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と得ることができる。
超伝導ギャップ ∆k は上記の式 2.46の解から得られ、Bogoliubov変換係数 uk と vk を用いて

∆k = −
∑
k′

V (k − k′)
∆k′

2Ek′
tanh

(
Ek′

2kBT

)
(2.47)

と得られる。ここで、kB はボルツマン定数である。この式が BCS 理論から導かれる BdG 方程式を用いた
超伝導ギャップを表す基本的な数式となる。図 2.8は、殻模型による準位 (配位)の理解そしてそこから BCS

理論を導入した際の配位変化の理解の概要を表している。式 2.47 による対相互作用を反映することで、図
2.8(c)で示されるように配位が変化する。

BCS理論は、その後の超伝導研究や応用において大きな成功を収め、様々な超伝導現象や新しい超伝導材
料の理論的な枠組みとなっているだけでなく、原子核物理学においても重要な役割を果たしている。特に原子
核内の核子相互作用やエネルギー構造などの理解において、BCS理論は重要な道具となっている。

2.1.7 原子核の形状の定義
二中心殻模型は原子核の形状を 2つの核分裂片の中心の周りに用意した調和振動子型ポテンシャルを用いて
表現する模型である。ただし 2つの核分裂片の間では調和振動子が滑らかに接続するように調整されており、
この点について後述する。まずは、基本的な原子核の形状をどのように定義するかを説明する。
原子核反応における融合および核分裂過程における原子核の形状を精度良く記述するには、一般には多くの
数のパラメータが必要である。本研究では、原子核の形状の時間発展、すなわち各々のパラメータの時間発展
を記述する動力学模型で必要になる原子核の形状を表すパラメータとして、二中心間模型による 3つの変形パ
ラメータ {z, δ, α}を採用しており、図 2.9はそれぞれの変形パラメータを記述するために二中心媒介変数表示
化させた原子核の形状を示している。3つの変形パラメータ（二つの原子核の重心間距離に相当する z、フラ

図 2.9 二中心媒介変数化させた原子核の形状のイラスト。

グメントの変形度 δ、質量非対称度 α）はそれぞれ図 2.9に示す媒介変数を用いて、

z0 = |z1| + |z2| , (2.48)

δ =
3(a− b)

2a + b
, (2.49)

α =
A1 −A2

A1 + A2
, (2.50)
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と定義できる。ここで A1 および A2 はそれぞれのフラグメントの質量数を表している。また、フラグメント
の変形度は、独立に各々のフラグメントの変形度 δ1, δ2 として取り扱うことは可能であるが、ここでは、計算
を簡略化するために各々のフラグメントの変形度は同じ (δ1 = δ2)として扱い、δ として記述している。ここ
で計算時間を短縮するために z0 に対して以下のスケーリングを行い、z0 は重心間距離 z として再定義して
いる：

z =
z0
BR

, (2.51)

ここで、スケーリングパラメータ B は

B =
3 + δ

3 − 2δ
, (2.52)

として表される。Rは球形時の複合核の半径であり、複合核の質量数 Aを用いて、以下のように表される：

R = 1.2A
1
3 , (2.53)

上記の原子核の形状を表す 3つのパラメータ以外にも、本研究ではもう 1つ原子核の形状を表す変形パラ
メータを導入している。それは、ネックパラメータ ϵと呼ばれるものである。その役割は、本節冒頭に述べた
調和振動子を滑らかに接続するように調整する役割を担っている。現象論的には、核分裂片をつなぐ架橋の役
割であり、その架橋を介して核子の移行（系の平衡）が進むとされる。
二中心殻模型において、ネックパラメータ ϵは各々のフラグメントの接続断面の大きさ、すなわちネックの
大きさを表しており、ϵは図 2.10に示されている E′ および E0 を用いて

ϵ =
E0

E′ , (2.54)

と定義される。ここで E′ は二つの調和振動子の接続点において、接続点をそのままつないだ場合のポテン
シャルの高さである。また E0 は接続点を滑らかにつないだ場合のポテンシャルの高さである。滑らかに接続
する場合は、二つの調和振動子が接続する点と z1 あるいは z2 を通過する 4次関数を用いて接続している。こ
のネックパラメータ ϵは、現実的な原子核の形状を記述するため、融合過程と分裂過程でそれぞれ異なった値
を用いるのが適切である。現実的な原子核の形状を記述するために、融合過程では ϵ = 1.00、分裂過程におい
ては ϵ = 0.35を用いる形がよく使われている [13, 14]。

図 2.10 調和振動子を滑らかに接続するように調整するネックパラメータ ϵの定義。
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2.1.8 断熱ポテンシャルエネルギー
この項では、二体反応で用いられる核子-核子間ポテンシャルについて述べる。入射核と標的核が衝突した
初期段階では、個々の原子核同士との熱のやり取りが行われない。言い換えると、反応の超初期では反応の進
行が速すぎるため、独立した個々の原子核間での平衡化が追いつかない。この状態の相互作用を記述したもの
が断熱ポテンシャルエネルギーである。断熱ポテンシャルエネルギー Vdiab は以下のように定義される。

Vdiab = V12 + M (A1, Z1, δ1) + M (A2, Z2, δ2) −M (AT , ZT , δg.sT ) −M (AP , ZP , δg.sP ) (2.55)

まず、V12 は原子核同士の相互作用エネルギーを表している。M (A1,2, Z1,2)は、反応後の各フラグメント質
量に対応した結合エネルギーであり、M (AT , ZT , δg.sT ) +M (AP , ZP , δg.sP )は、入射核と標的核それぞれの
基底状態での結合エネルギーの合計値であり、原子核間の距離が無限である場合の入口チャネルにおけるポテ
ンシャルエネルギーの基準値（ゼロ値）を決定するものである。有効核子-核子間相互作用の総和で構成され
る相互作用エネルギー V12 を計算するためには、二重畳み込み法 [15] を用いる。畳み込み法に従って、2つの
原子核の相互作用エネルギーは

V12 =

∫
V1

ρ1 (r1)

∫
V2

ρ2 (r2) vNN (r12) d3r1d
3r2 (2.56)

によって与えられる。ここで、vNN (r12 = r + r2 − r1)は有効核子-核子間相互作用であり、ρi (ri)は、それ
ぞれの原子核（i = 1, 2）における核密度分布である。原子核の密度は、通常 Fermiタイプ関数によって

ρ(r) = ρ0

[
1 + exp

(
r −R (Ωr)

a

)]−1

(2.57)

と与えられる。ここで、R (Ωr)は原子核の中心から原子核の表面までの距離であり（※ Ωr は rの球面座標で
ある）。そして、ρ0 の値は ∫

ρid
3r = Ai (2.58)

の標準条件から決定される。パラメータ aは原子核密度の広がりに関わっている。
有効核子-核子ポテンシャルは、クーロン部分と核力部分の構成: vNN = v

(N)
NN + v

(C
NN で表される。核反応

理論で最も頻繁に使われる核子-核子ポテンシャルの一つは、M3Yポテンシャル [16, 17, 18] である。これは
3つの湯川関数の和であり、直接部分と交換部分から構成されている。M3Yポテンシャルのパラメータは原
子核散乱における実験データをうまく合うようにように決められた。このポテンシャルを用いて、適切な原子
核半径と原子核密度の広がりを決めると融合障壁の再現は可能である。
同時に、M3Yポテンシャルを用いると、パウリの排他原理により斥力 (クーロン反発力)が現れる原子核同
士が重なる領域でかなり強い引力 (核力)が働く。この問題を解決する方法は文献 [19] で提案されている。こ
のアイデアは、オリジナルのM3Yポテンシャルに、斥力を考慮するゼロ距離項を加えることだった。詳しく
は文献 [19] を参照されたい。ここで、この拡張M3Yポテンシャルのデメリットを述べておく。拡張M3Yポ
テンシャルを用いた折りたたみ表現には、5つの自由パラメータがあるため、融合障壁のデータだけでは、こ
の 5つのパラメーターの体系性を明らかにすることは非常に困難であり、不可能でさえあるといえる。
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それゆえに、A. B. Midgalが提案した他の核子-核子間ポテンシャル [20, 21] を使うことが好ましいとされ
る。Midgal核子-核子ポテンシャルはゼロ距離密度依存ポテンシャルであり、

V
(N)
NN (r1, r2) = C

[
Fex + (Fin − Fex)

ρ1 (r1) + ρ2 (r2)

ρ00

]
δ (r12) = veff (r1, r2) δ (r12) , (2.59)

Fex(in) = fex(in) ± f ′
ex(in), (2.60)

(2.61)

ここで、“+” は陽子-陽子または中性子-中性子のような同一粒子の相互作用に対応し、“−” は陽子-中
性子の相互作用に対応している。標準的な定数値 C = 300 MeV fm3 に対しては、以下の振幅の値：
fin = 0.09; fex = −2.59; f ′

in = 0.42; f ′
ex = 0.54が推奨されている [20, 21]。ρ00 は原子核の中心における平

均核密度であり、入射核と標的核それぞれの核密度 ρ01, ρ02 を用いて

ρ00 = (ρ01 + ρ02) /2 (2.62)

で表される。式 2.59のポテンシャルは、振幅の値によって決定づけられる。この式に導入されている振幅は
以下の役割を持つ。

1. 振幅 Fex(“ex”は外部の意味)は自由な核子 (すなわち、ρ01 (r1) + ρ02 (r2) ≃ 0)である核密度分布の裾か
らの核子）の相互作用を考慮している。

2. 振幅 Fin(“in”は内部の意味)は自由な核子と原子核内部 (ρ01 (r1) + ρ02 (r2) ≃ ρ00)の核子との相互作用を
考慮している。

3. (2Fin − Fex)の値は、両方の核子が原子核内部 (二重核密度領域)に存在する場合を考慮したものである。

Midgalpotポテンシャルは、以上の場合を考慮して決定づけられている。核物質の密度 ρi=1,2 は陽子と中性
子の密度の総和 ρ

(p)
i + ρ

(n)
i である。そして、最終的に得られる V12 は

V12 =

∫
V1

ρ
(p)
1 (r1) d3r1

∫
V2

ρ
(p)
2 (r2)

e2

r12
d3r2 (2.63)

+

∫
V1

{[
ρ
(p)
1 (r1) ρ

(p)
2 (r1 − r) + ρ

(n)
1 (r1) ρ

(n)
2 (r1 − r)

]
v
(+)
eff (r1, r1 − r)

+
[
ρ
(p)
1 (r1) ρ

(n)
2 (r1 − r) + ρ

(n)
1 (r1) ρ

(p)
2 (r1 − r)

]
v
(−)
eff (r1, r1 − r)

}
d3r1 (2.64)

と表される。v
(+)
eff および v

(−)
eff は式 2.60の “+”と “−”にそれぞれ対応している。陽子と中性子の密度が原子

核の中心で等しい (ρ
(p)
i0 = ρ

(n)
i0 = ρi0)と仮定して、式 2.57によって、様々な原子核の半径を使うことで陽子

および中性子の密度が得られる。したがって、この畳み込みモデルではたった 2つの自由なパラメータ（原子
核内の陽子の半径 R(p) = r

(p)
0 A1/3 と密度の広がり a）の考慮だけですむ。中性子半径に対応する r

(n)
0 は中性

子密度の正規化から導かれるが、r
(p)
0 に対しては、すでに対応する実験データ [22, 23] をフィッティングする

方法で以下の関係式が導かれている：

r
(p)
0 (Z) = 0.94 +

32

Z2 + 200
(2.65)

文献 [13] の中の図 5を見れば、炭素よりも重いすべての原子核を用いた際の式 2.65と電荷数 Z の関係が確
認できる。パラメータ aの値については、原子核の融合障壁の実験値 (または、Bassによる経験的な値 [24])

を再現するために調整された値が使用される。球形核 (16O, 40Ca, 48Ca, 60Ni, 90Zr, 124Sn, 144Sm 208Pb)の
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異なる組み合わせの研究結果から、aの適切な値を得る関係式は

a(Z) = 0.734 − 150

Z2 + 500
(2.66)

で与えられる。この関係式は衝突核の組み合わせ A1,2 ≥ 16の原子核-原子核畳み込みポテンシャルの計算に
推奨されている。
断熱ポテンシャルエネルギーの最大の特徴は、2つの核が重なる (原子核間の距離が小さい)部分では核子密
度が大きい高密度領域を示すことから、系は斥力の影響を受ける。この影響は壁のように立ち上がる断熱ポテ
ンシャル Vdaiab の様子に反映されている（図 2.11の破線参照）。次項では、図 2.11でも示されている非断熱
状態のポテンシャルエネルギーについて述べていく。

図 2.11 48Ca+248Cm系の断熱状態（破線）および非断熱状態（実線）のポテンシャルエネルギーの概要図 [13]。

2.1.9 非断熱ポテンシャルエネルギー
ここでは、二中心殻模型によって計算される系のポテンシャルエネルギーを簡素化された形で記述する。詳
細は 3 章以降のモデルの枠組みで参照されたい。まずは、液滴模型による巨視的なポテンシャルエネルギー
VLDM(q)に温度依存を考慮した微視的効果が入った殻補正エネルギー VSHE(q, T )と原子核を剛体とみなした
場合の角運動量 Lに対する遠心力ポテンシャルを付与した複合ポテンシャル（これが非断熱ポテンシャルエ
ネルギー Vadiab である）：

Vadiab (q, L, T ) = VLDM (q) + VSHE(q, T ) +
h̄2L(L + 1)

2I(q)
, (2.67)

を定義する。ここで I(q)は原子核を剛体とみなした場合の形状 q に対する剛体の慣性モーメントである。液
滴模型を考慮したポテンシャルエネルギー VLDM(q)、温度依存を考慮した殻補正エネルギー VSHE(q, T )は以
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下の式で表される。

VLDM (q) = Es (q) + Ec (q) , (2.68)

VSHE(q, T ) = E0
shell(q)ϕ(T ), (2.69)

ϕ(T ) = exp

(
−E∗

Ed

)
. (2.70)

ここで、Es (q) は表面エネルギーで Ec (q) はクーロンエネルギーである。また、E0
shell (q) は原子核の温度

T = 0における殻補正エネルギーを表しており、ϕ (T )は Ignatyukによって導入された殻補正エネルギーの
温度依存因子である [25]。Ed は殻補正エネルギーが消滅するエネルギー (shell damping energy)であり、一
般に Ed

∼= 20 [MeV] が用いられている。また、励起エネルギー E∗ は原子核の温度 T と次式の関係がある。

E∗ = aT 2, (2.71)

ここで aは準位密度パラメータと呼ばれ、複合核の質量数 Aを用いて近似的に

a = A/10, (2.72)

で表される。式 2.69-式 2.72により、原子核の温度が高い場合、関数 ϕ (T )の値はゼロに近づくため、殻補正
エネルギーは消滅し、逆に温度が低い場合、関数 ϕ (T )の値は 1に近づき、殻補正エネルギーは復活する。

2.1.10 Folding method (畳み込み法)

本研究では、畳み込み法を用いてポテンシャルが定義されるが、本項では最も基本的な構造だけを記してお
く。具体的な計算手法は、その都度参考文献を参照されたい。畳み込みポテンシャル法では、核子間の相互作
用ポテンシャル U(r − r′)を密度分布関数 ρ(r′)と畳み込むことで、有効的な相互作用を得る。まず、ある位
置 r と r′ に対して畳み込まれたポテンシャル V (r)は

V (r) =

∫
ρ(r′)U(r − r′)dr′ (2.73)

と定義される。ここで、V (r)は有効相互作用ポテンシャル、ρ(r′)は核子密度分布関数、U(r − r′)は核子間
の実際の相互作用ポテンシャルである。次に、核子密度分布関数の一般形は

ρ(r′) =
∑
i

ρi(r
′ −Ri) (2.74)

と書ける。ここで、ρi(r
′ −Ri)はそれぞれの核子 iの密度分布関数であり、Ri は核子 iの位置ベクトルを表

している。通常、密度分布はガウス型やウッド・サクソン型などの関数形を仮定している（本研究では調和振
動子型を仮定している）。式 2.74を式 2.73に代入すると、有効相互作用ポテンシャルは

V (r) =
∑
i

∫
ρi(r

′ −Ri)U(r − r′)dr′ (2.75)

と表され、この積分を各核子の位置に対して行うことで、具体的な値が得られる。畳み込み法（積分）とは、
核子密度分布と相互作用ポテンシャルの積が全体のポテンシャルに寄与することを意味している。ここで、具
体的な相互作用ポテンシャル U(r − r′)を例えば、クーロン相互作用とすれば U(r − r′)は

U(r − r′) =
1

|r − r′|
(2.76)
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で表される。
入射原子核と標的原子核との相互作用 Vdoub(r)をモデル化するために使用される二重畳み込み法では、以
下のように入射原子核と標的原子核間のポテンシャル U12(r′)をそれぞれの密度分布 ρ1(r′)と ρ2(r− r′)で畳
み込むことによって得られる：

Vdoub(r) =

∫
ρ1(r′)ρ2(r − r′)U12(r′)dr′ (2.77)

二重畳み込み法は、相互作用が畳み込みポテンシャルとして表現できると仮定するため、核子間の効果的な相
互作用を包括的かつ効率的にモデル化する手法の一つといえる。ここで、畳み込みポテンシャルを使用する主
なメリットをいくつか挙げておく。

1. 物理的な透明性
畳み込みポテンシャルは、物理的な意味を持つ要素として理解がしやすく、畳み込みによって一つの系
における異なる原子核間の相互作用を表現できるため、物理的な透明性向上につながる。

2. 物効率的な計算
畳み込みの数学的操作は、計算機上で効率的に行えるため、数値計算において都合が良い。畳み込み積
分を計算することは、一般的には他の複雑な相互作用形式に比べて数値的に安定している。

3. 物理的な直感
畳み込みポテンシャルは、密度分布と相互作用ポテンシャルとの畳み込みとして表現されるため、物理
的な直感を提供できる。入射粒子（原子核）や散乱過程における物理学的な理解を深めるのに役立つ。

4. 多体相互作用の組み込み
畳み込みポテンシャルは、多体相互作用を自然に組み込むことができる。複数の核子（原子核）が異な
る密度分布を持っている場合でも、畳み込みポテンシャルはこれらの相互作用を効果的に取り込むこと
ができる。

5. 実験的なデータへの適合
畳み込みポテンシャルは、実験的なデータや観測結果に適合させやすい特性を持ち、畳み込みの形式を
取ることで物理的なパラメータを調整することによって実験との一致を向上させることが可能である。

2.2 集団運動を記述する運動方程式に関する理論
2.2.1 ブラウン運動
原子、分子、高分子、コロイド粒子などのランダムな熱運動は止めることのできない普遍的な運動様式であ
り、ソフトマターの分子運動論にとって本質的に重要である。気体や液体の分子は常に熱運動をしており、気
体中や液体中にある微粒子もこれらの分子に衝突され続けている。その結果、微粒子は不規則に動かされるこ
とになる。この現象は 1827年にイギリスの植物学者ロバート・ブラウンによって発見され、ブラウン運動と
名付けられた。きっかけは、植物学者ならではの発見である。植物の花粉を水に浮かべて顕微鏡で観察してい
たところ、花粉から出た微粒子が不規則に動いていたことが事の始まりである。ここで、花粉の大きさは数
10ミクロン（杉花粉の大きさは 30-40ミクロン）なので、当時の光学顕微鏡でも十分観察可能であった。こ
の現象を確認したブラウンは、外から何も力が働いていなくても微粒子がランダムに勝手に動き回っていた点
に興味を持った。生き物である植物由来の花粉が自ら動くことは、なんら不思議ではない。生命の力はミクロ
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な世界でも確認できるのだと、当初はそのような理解がなされた。しかし、岩石や金属といった無生物の微粒
子を観察してみると同様の運動を示した。さらに水以外の液体でも微粒子のランダムな運動が起こることを確
認したブラウンは、この運動が普遍的であると確信した。そして、この運動の普遍性を確立したブラウンの名
をとって「ブラウン運動」と名付けられた。今日ブラウン運動は微粒子の運動のみならず、あらゆる物体の熱
揺らぎの議論の基本となるものであり、空気中のけむりの運動や電気回路における熱雑音、株価変動にまで、
分野を問わずランダムな過程が全体の動向を支配している全ての事象に関わっていることが今では良く知られ
ている [26]。

2.2.2 アインシュタインの関係式
さて、ブラウン運動はブラウンによって発見されたが、理論的にこの現象を説明するまでには至らなかっ
た。ここで、この現象を理論的に説明しようとした科学者がいる。その科学者はかの有名なアルバート・アイ
ンシュタインである。ブラウン運動の発見から約 80年後の 1905年にアルバート・アインシュタインは、「静
止液体中に懸濁した微粒子の熱の分子運動論から要求される運動について」という論文 [27] を発表した。彼
の理論の示すところは、分子論熱の分子運動論によれば液体中の浮遊物の運動は観測可能だということであっ
た。この同じ年、アインシュタインはブラウン運動の理論の他に特殊相対性理論と光電効果の理論も合わせて
発表した年であり、アインシュタインの奇跡の年といわれている。その理論によれば微粒子の変位に注目し
て，その 2 乗平均 ⟨x2⟩ は時間 t に比例することを導いたものであった。そこで、⟨x2⟩ = 2Dt と表すとする
と、比例定数 D は熱運動のエネルギー RT と

D =
RT

NA

1

γ
=

kBT

γ
, (2.78)

の関係にあると導かれた。ここで、定数 D は拡散定数と呼ばれる。NA はアボガドロ数、γ は摩擦係数、kB

は気体定数 Rと NA の比 R/NA がボルツマン定数であることを用いた。もし、半径 r の剛体球粒子が溶媒中
を運動する場合は、並進運動の摩擦係数は

γ = 6πrη, (2.79)

となることが流体力学の計算で知られている。η は溶媒の粘性率を表している。そして、この法則はストーク
スの抵抗則として知られている。
その後、このブラウン運動に関する理論を 1908年に実証したジャン・ペランという科学者がいるが、ここ
では、紹介だけに踏みとどめておく。同年、1908年にフランスの物理学者ポール・ランジュバンはブラウン
運動の数学的記述を試み、ランジュバン方程式とよばれる確率微分方程式を定式化した [28]。その後 1914と
1917年にフォッカーとプランクはランジュバン方程式を確率過程の視点から数学的に整備し、粒子の位置や
速度の分布関数に対する方程式（フォッカー・プランク方程式）を導出した [29, 30]。1940年にはクラマース
が、外力の作用しているブラウン粒子の位置と速度（運動量）の結合分布関数に対する方程式（クラマース方
程式）を導き、ポテンシャルの谷からの遷移確率を計算した [31]。この結果は化学反応に関する遷移状態理論
の分子論的な基礎付けとなっているだけでなく、原子核の反応を理解するためにも応用されてきた。

2.2.3 ブラウン運動の記述
第 2.2.1項では、ブラウン運動について簡易的な説明に留まったが、ここではブラウン運動を数式を用いて
説明することにする。まずは、液体中に浮遊する微粒子の質量 mが，液体分子の質量 m0 と比べると十分に
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大きいような場合を考える。微粒子はまわりの液体分子の衝突によって不規則な力を受け，無秩序なブラウン
運動をする。この不規則なブラウン運動を記述する運動方程式は、時刻 tにおける粒子の速度ベクトルを v(t)

とすると

m
dv

dt
= −ζv + R(t), (2.80)

で表される。ここで右辺の第１項は、液体が微粒子におよぼす粘性抵抗力で、速度に比例して逆向きに作用す
る。比例係数 ζ は抵抗（摩擦）係数である。右辺の第２項は、熱運動により液体分子がたえず粒子に衝突する
ことから生じるランダムな力で、決まった方向性がない。したがって、長時間平均をとると任意の時刻で

⟨R(t)⟩ = 0, (2.81)

が成立する。R(t)は、時間の関数として一意的に決まった値をとる変数ではなく、ある値をとる確率が定まっ
ているだけの変数である。
ここで、ランダムな力R(t)の確率分布関数がどのようにして与えられるのかを考える。まずは、式 2.80を
１次元に射影した方程式

dv

dt
= − ζ

m
v +

R(t)

m
, (2.82)

を γ ≡ ζ/mと f(t) ≡ R(t)
m で置き換え

dv

dt
= −γv + f(t), (2.83)

とした方程式を用意する。ランダム力 f(t)は、衝突のたびに加わる微小な力の和で与えられる。例えば、時刻
tから t + ∆tまでの微小時間 ∆tの間には、粒子は溶媒中で非常に多くのランダムなパルス的微小力 fmic(t)

を受けており、区間∆tが溶媒分子の衝突時間 τc より十分に長ければ、ランダム力 f(t)は多くのパルスの和

f(t) =
1

∆t

∑
mic∈∆t

fmic(t), (2.84)

となる。確率論の中心極限定理により、その確率分布はガウス分布となる。このようにガウス分布に従う確率
過程をガウス過程といい、ガウス過程は平均値が

⟨f(t)⟩ = 0, (2.85)

となる性質を持ち。また、ブラウン粒子の単位質量に作用するランダム力 (揺らぎ力)f は、時間的に完全にラ
ンダムであるとすると、f(t1)f(t2)の平均は t1 = t2 以外ではゼロとなり、ディラックのデルタ関数を使って、
ある時刻 t1 から t2 の時間相関関数は

⟨f(t1)f(t2)⟩ = Sδ(t1 − t2), (2.86)

で表される特徴を持つ。相関の強さを表す定数 S はランダム力 f(t)のパワースペクトルと呼ばれる。
次に、ブラウン粒子の速度相関関数を調べることにする。まずは、式 2.83の開始時刻 t0 から現在の時刻 t

までの同次解を求めることで、式 2.83の一般解を求める。式 2.83の同次解は f(t) = 0と置いた場合の解

v(t) = v(t0)e−γ(t−t0) (2.87)
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で与えられる。これを使うと、一般解は、

v(t) = v(t0)e−γ(t−t0) +

∫ t

t0

e−γ(t−t′)f(t′)dt′, (2.88)

と得られる。
ここで、十分に永い間放置された系に対しては、初期時刻 t0 を t0 → －∞とできるので、

v(t) =

∫ t

t0

e−γ(t−t′)f(t′)dt′ (2.89)

と表すことができる。ここで、f(t)の平均 ⟨f(t)⟩ = 0より、速度 v(t)の時間平均は

⟨v(t)⟩ = 0, (2.90)

となることがわかる。ここで、時間相関は

⟨v(t1)v(t2)⟩ =

∫ t1

−∞
dξe−γ(t1−ξ)

∫ t2

−∞
dηe−γ(t2−ζ)⟨f(ξ)f(η)⟩, (2.91)

となるが、力の相関を Sδ(ξ − η)に置換して積分変数を t1 − ξ ≡ τ1, t2 − η ≡ τ2 と置換することにより

⟨v(t1)v(t2)⟩ = S

∫ ∞

0

dτ1e
−γ(τ1)

∫ ∞

0

dτ2e
−γ(τ2)δ(t1 − τ1 − t2 + τ2), (2.92)

と変換できる。ここで、t1 > t2 と仮定すると、

⟨v(t1)v(t2)⟩ = Seγ(t1+t2)

∫ ∞

t2−t1

dτ1e
−2γτ1 =

S

2γ
e−γ(t1−t2), (2.93)

さらに、t1 < t2 の時も同様に

⟨v(t1)v(t2)⟩ =
S

2γ
e−γ(t2−t1), (2.94)

で表されるので、式 2.93と式 2.94を考慮すると、

⟨v(t1)v(t2)⟩ =
S

2γ
e−γ|t2−t1|, (2.95)

となり、これがブラウン粒子の速度相関関数である。

2.2.4 揺動散逸定理への拡張
速度相関関数の式 2.95において t1 = t2 とおくと、同時刻の相関は

⟨v2⟩ = S/2γ, (2.96)

で与えられることになる。ここで、式 2.96を使ったエネルギーの等分配則
1

2
m⟨v2⟩ =

1

2
m

S

2γ
=

1

2
kBT, (2.97)

からパワースペクトル S は

S =
2γkBT

m
, (2.98)
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でならなければならないことが分かる。この式はランダム力の相関の強さが、摩擦抵抗によるエネルギー散逸
に関係した摩擦係数 γ と結びついていることを示唆している。また、式 2.98を

S

kBT
=

2γ

m
, (2.99)

のように式変形してみると、注目すべきことがわかる。この式の右辺には、力学的運動を特徴づける物理量の
みで表されているのに対して、左辺には、ランダム力 (揺らぎの力)の大きさを表す S と、熱の運動の大きさ
を表す kBT で表されており、S と kBT はいずれも粒子の運動にランダム性 (揺らぎ)を与え、ブラウン運動
という形で顕在化させる要因であると言える。つまり、式 2.99は系の「揺らぎを特徴づける量」と「力学的
性質を特徴づける量」とを結びつけている関係式となっている。そして、この式はアインシュタインの関係式
を別の表現で書いたものとなっている。
さらに γ について言及するとすれば、相関関数を用いることで

γ =
m

2kBT

∫ ∞

−∞
⟨f(t0)f(t0 + t)⟩dt, (2.100)

と書きなおせる。
式 2.100のようにエネルギーの散逸と熱による揺動力（ゆらぎ）の相関を結びつけた式は今日の揺動散逸定
理と呼ばれるものであり、久保亮五によって確立された [32]。
次節に移る前に、本節の理論が次節のどこに用いられているかの参照をここで行っておく。まず、関係式

2.99は式 2.103に用いられている。他には、式 2.85および式 2.98と式 2.86は式 2.104に用いられている。

2.2.5 多次元ランジュバン方程式への拡張
次式 2.102で表されるランジュバン方程式はニュートン方程式の一種であり、常微分方程式によって軌道一
つ一つの（原子核の変形を一般化座標として）時間発展を追うために式 2.80を拡張したものである。この方
程式は、摩擦項 (散逸項)とランダム力項 (揺動項)があることが特徴である。

dqi
dt

=
(
m−1

)
ij
pj , (2.101)

dpi
dt

= −∂V

∂qi
− 1

2

∂

∂qi

(
m−1

)
jk

pjpk − γij
(
m−1

)
jk

pk + gijRj (t) . (2.102)

ここで qi は原子核の形状を表す変数であり、{z, δ, α} を示している。pi は qi の共役運動量である。また V は
ポテンシャルを示している。mij と γij はそれぞれ原子核の形状に依存する慣性質量および摩擦係数である。
慣性質量の計算にはWerner-Wheeler 近似による流体力学的模型 [33, 34]、摩擦係数には wall-and-window

形式による一体散逸 [35]、または流体力学的な模型から得られる二体散逸（広く一般的に扱われている粘性係
数を扱った散逸）[33]を用いて計算される。ランダム力の大きさを示す gij は

γijT =
∑
k

gikgjk, (2.103)

で表されており、これはアインシュタインの関係式とも呼ばれている。ここで T は一体の原子核の内部エネ
ルギー (あるいは励起エネルギー E∗) から計算される複合核の温度であり、式 2.71 の関係を満たしている。
また、R(t)はガウス分布に従う規格化されたランダム変数を示しており、

⟨R(t)⟩ = 0,

⟨R(t)R(t′)⟩ = 2δ(t− t′), (2.104)
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の関係を満たしている。
上記のランジュバン方程式は一体の反応（核分裂反応や入射核と標的核が接触してからの融合反応）を記述
する際には特段問題はない。しかし、無限遠から入射核が標的核に接近する場合では、二体反応からの相互作
用を記述しなければならない。そこで、式 2.102は V. I. ZagrevaevとW. Greinerによって二体反応から一
体反応までを統一して記述可能な方程式に拡張された。その統一ランジュバン方程式の詳細は、第 3章以降の
モデルの枠組みを参照されたい。

2.2.6 Werner-Wheeler approximation

本研究で計算される原子核の慣性質量は、流体力学的な模型から得られる二体散逸を仮定した Werner-

Wheeler approximation [33] によって得られる。本項では、そのWerner-Wheeler approximationによって
どのように慣性質量が得られるかを数式を用いて辿っていくことにする。まずWerner-Wheeler 法によるア
プローチは非圧縮性流体を対象に考えられている。したがって、原子核を液滴模型の概念と同様、非圧縮性流
体として扱っている。さて、連続の方程式により、非圧縮性流体の速度場 v⃗ が以下を満たすことから始めて
いく。

∇ · v⃗ = 0 (2.105)

系の全運動エネルギーは次式で与えられる：

T =
1

2
ρm

∫
v2d3r (2.106)

ここで、質量密度 ρm は一定であり、以下の形状の体積にわたって行われる積分によって与えられる：

ρm = M0/

(
4

3
πR0

3

)
(2.107)

ここで、流体要素の位置ベクトル r⃗ が時間を明示的に含まない形で T を表現するには、

r⃗ = ˙⃗r(q) =
∑
i

∂r⃗

∂qi
q̇i (2.108)

の関係を式 2.106に代入して体積積分を行うと、T が

T =
1

2

∑
i,j

Mij(q)q̇iq̇j (2.109)

で表すことができる。ここで、q ≡ q1, q2, · · ·, qN であり、N は原子核の形状に対応する一般化された座標で
ある。q̇ は時間微分であり、系の全運動エネルギー T の形状依存性は慣性テンソルMij(q)に含まれている。
次に反応軸に対して対称な形状に特化し、速度 v⃗ を考えてみる。その場合は円筒座標において

v⃗ = ρ̇êρ + żêz (2.110)

と与えられる。ここで、êρ および êz は ρ軸と z 軸方向の単位ベクトルをそれぞれ示している (ρ軸と z 軸は
原子核を上から見た時の縦軸と横軸に相当)。Werner-Wheeler法は、z が ρに依存せず、ρが ρ̇に線形に依存
すると仮定することと等価であることから、

ż = G(z; q, q̇) =
∑

iAi(z : q)q̇i, (2.111)

ρ̇ = ρB(z; q, q̇) =
ρ

P

∑
iBi(z : q)q̇i, (2.112)
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と表される。ここで、P = P (z; q)は z の位置における形状表面上の ρの値である。膨張係数 B は膨張係数
Aに関連しており、内部関係式 2.105を用いて、次のように求められる：

B = −1

2

∂G
∂z

, (2.113)

Bi = −1

2
P
∂Ai

∂z
, (2.114)

そして、式 2.110-式 2.112、式 2.114を式 2.106に代入し、式 2.109と比較すると、慣性テンソルの要素Mij

が

Mij = πρm

∫ zmax

zmin

P 2

(
AiAj +

1

8
P 2Ai

′Aj
′
)
dz (2.115)

ここで、A′ については z に対しての微分を表していることに注意されたい。
Mij を計算するためには膨張係数 Aが必要となる。膨張係数 Aは、非圧縮性流体では、流体体積の（対流）
時間微分の総和が消滅しなければならないという条件から決定される。したがって、まずは流体の体積を以下
のように定義する：

V +(z; q) = π

∫ zmax

z

P 2(z′; q)dz′, (2.116)

V −(z; q) = π

∫ z

zmin

P 2(z′; q)dz′, (2.117)

式 2.116および式 2.117はそれぞれ、点 z における対称軸に垂直な平面の右側と左側の流体の体積である。そ
して、次のようになれば膨張係数 Aが決定できる：

d

dt
V +(z; q) =

∂V +

∂z
ż +

∑
i

∂V +

∂qi
q̇i (2.118)

= π

{
−P 2(z; q)ż +

∑
i

[
∂

∂qi

∫ zmax

z

P 2(z′; q)dz′
]
q̇

}
(2.119)

= 0 (2.120)

この条件を満たすためには、ż が

ż =
1

P 2(z; q)

∑
i

[
∂

∂qi

∫ zmax

z

P 2(z′; q)dz′
]
q̇ (2.121)

となればよい。この関係式と式 2.111を比較すると、左側の流体に対して Ai が

Ai(z; q) =
1

P 2(z; q)

∂

∂qi

∫ zmax

z

P 2(z′; q)dz′ (2.122)

と与えられ、左側の流体の Ai も同様の方法で

Ai(z; q) =
1

P 2(z; q)

∂

∂qi

∫ z

zmin

P 2(z′; q)dz′ (2.123)

と与えられる。したがって、式 2.122と式 2.123を式 2.115に代入すれば、慣性テンソル (質量)Mij を計算で
きる。以上の手順をWerner-Wheeler approximationと呼び、原子核の慣性質量の計算に役立っている。
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2.2.7 wall-and-window (one-body) dissipation

wall-and-windowモデルの基本的な概念について、まずは述べる。原子核が核分裂の過程で経験する特定の
ポテンシャルエネルギーの曲面または障壁が関係している。「wall(壁)」は、原子核が核分裂を起こすために乗
り越えなければならない（相互作用するための）ポテンシャルバリアを表し、「window(窓)」は、原子核がそ
のバリアを通過できる領域を表している。原子核のポテンシャルエネルギー V (r)を、壁と窓の領域で異なる
形状を持つ二つの領域に分けて表現してみると、

V (r) =


Vwall for r < Rwall

Vwindow for Rwall ≤ r ≤ Rwindow

0 for r > Rwindow

ここで、Rwall は壁と窓の境界、Rwindow は窓の外側の境界に対応している。ここで、原子核反応および核分
裂反応過程で起こるエネルギー損失に対して、一体散逸を取り入れた wall-and-windowモデルで理解する場
合、上式が以下のように書き直される：

V (r) =


Vwall for r < Rwall

Vdissipation for Rwall ≤ r ≤ Rdissipation

Vwindow for Rdissipation ≤ r ≤ Rwindow

0 for r > Rwindow

ここで、Vdissipation は散逸領域のポテンシャルエネルギー、Rdissipation は散逸領域の外側の境界である。
wall-and-windowモデルの基本的な概念がわかったところで、具体的に一体散逸をどのようにして扱うかを
述べていこう。一体力学問題に対する巨視的な近似の 1つは、wall formulaを使用して散逸を記述することで
ある [36]。まずは、wall formulaについて述べていく。平均場の境界に当たる粒子の速度が原子核の平均ドリ
フト速度の周りに等方的に分布していると仮定すると、ドリフト速度に対する平均場壁の動きは、次の速度で
平均場内部の粒子にエネルギーを失わせる：

dE

dt
= ρv

∮
ṅ2dS (2.124)

ここで、ρは原子核の質量密度、v はドリフト速度に対する平均核子速度である。ṅはシステムのドリフト速
度に対する壁の相対法線速度であり、積分はシステムの境界または壁全体にわたるに適用されている。この
wall formulaは、原子核に適切な ρと v の値を備えており、慣性効果が重要ではないほど高い散逸率を意味
する。
式 2.124を原子核に適用する際の重要な問題は、原子核のドリフト速度に対する粒子の運動の等方性を仮定
することである。等方性を仮定する際に考慮すべき少なくとも 2つの異なる問題がある。まず、この仮定は、
分裂直後の核分裂中の原子核では明らかに満たされない。この仮定では、wall formulaを分裂直後に適用する
と、フラグメントの分離が強く減衰され、フラグメントの運動エネルギーがゼロになることが予測される。こ
れでは非現実的であり、分離されたフラグメントの場合は wall formulaを各フラグメントに対して個別に適
用する必要がある。しかし、核が大きく変形し、壁に衝突する粒子が原子核の重心に対して等方的に移動して
いない場合、切断前にどのように粒子が移動するかは決定しづらい。

2番目の問題は、可逆性の問題に関連している。wall formulaによって散逸されるエネルギーは、実際には
ゼロ音エネルギー (フェルミ面の歪み)になることから、ある時点で壁のある部分に衝突する速度分布は、そ
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れ以前の他の場所での壁に衝突する運動により等方的でなくなる。壁に衝突する粒子の速度分布の形状の変化
は、非常に異なる散逸率をもたらし、場合によっては、ゼロ音からのエネルギーを集団運動または壁に衝突す
る運動に戻すことになる。原子核形状がかなり対称的な状況では、正味のエネルギー損失率は、式 2.124で予
測されるものより大幅に減少する可能性がある。これらの問題があるため、原子核の散逸問題に対して wall

formulaを適用することは、非現実的である。そこで、Arnold J. Sierkと J. Rayford Nixらはかなり変形し
た形状で核分裂する際の wall formulaに修正をいれた。それこそが、wall-and-window formulaである。

wall-and-window formulaは、核分裂片として認識される初期のフラグメントや衝突する原子核など、小さ
な窓によって接続された 2 つのほぼ別個のシステムが存在する場合に適用できる。2つのシステムが相対運動
している場合、小さな窓を通過する粒子は、システム間で伝達される運動量により運動を減衰させる。2つの
システムの相対速度を u⃗として定義し、それらの間の窓の面積を ∆σ として定義すると、散逸率は

dE

dt
=

1

4
ρv∆σ(2u∥

2 + u⊥
2) (2.125)

と表される。ここで、u∥ は窓の法線に沿った u⃗の成分であり、u⊥ は窓の面に沿った u⃗の成分である。
壁全体の速度分布を時間の関数として計算することはできないため、まずはネックが臨界のサイズより小さ
くなるまでは wall formulaによる散逸（以降、壁散逸とよぶ）を仮定し、臨界のサイズからは両端の相対運動
に対する window formulaによる散逸（以降、窓散逸とよぶ）に切り替え、それぞれの質量中心に対するフラ
グメントの壁の相対運動については壁散逸を適用する。
まずは、円筒座標で表された軸対称形状を曲面関数

ρs = ρs(q, z) (2.126)

で考える。ここで、q = {qi}は原子核の形状を表す集団座標値を示している。wall formulaに適用される量
ṅは

ṅ ≡ v⃗s · n̂ =
∂ρs
∂t

[
1 +

(
∂ρs
∂z

)2
]−1/2

(2.127)

=
∑
i

q̇iρs
∂ρs
∂t

[
ρs

2 +

(
ρs

∂ρs
∂z

)2
]−1/2

(2.128)

となる。ここで、n̂は表面に垂直な外側の量、v⃗s は表面上の速度である。
散逸テンソル（摩擦係数）ηij は

dE

dt

∑
i,j

ηi,j q̇iq̇j (2.129)

で定義される。したがって、wall formulaの場合、次のように与えられる：

ηii =
πρv

2

∫ zmax

zmin

dz
∂ρs

2

∂qi

∂ρs
2

∂qj

[
ρs

2 +
1

4

(
∂ρs

2

∂z

)]−1/2

(2.130)

反射対称形状に適用される wall-and-window dissipation (壁と窓の散逸) については、式 2.124 の ṅ を
n̂ · (v⃗ − 1

2 Ṙêz)で置き換える必要がある。ここで、n̂は対称軸に沿った単位ベクトルであり、Ṙは 2つの分裂
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片の重心相対速度である。さらにここで、dE/dtに式 2.125から計算できる ηwindowR̂の項を加えることで、

ηij =
1

2
ρv

{
∂R

∂qi

∂R

∂qj
∆σ + π

∫ zmax

zmin

dz

(
∂ρs

2

∂qi
− 1

2

∂ρs
2

∂z

∂R

∂qi

)
×
(
∂ρs

2

∂qj
− 1

2

∂ρs
2

∂z

∂R

∂qj

)

×

[
ρs

2 +

(
1

4

∂ρs
2

∂z

)2
]−1/2}

(2.131)

と表される。この式から wall-and-window modelによる一体散逸を仮定したテンソル（摩擦係数）が計算さ
れる。wall formulaと window formula個々のさらに詳しい解説は文献 [35, 36]を参照されたい。

2.3 古典力学による Rutherford散乱に関する理論
ここでは、α粒子が Coulombポテンシャルによって、どのように散乱されるかを例にとり、Rutherford散
乱について古典力学的に記述する。

2.3.1 衝突係数
標的の原子は全体として電気的に中性であるから、電荷をもった α 粒子が遠くから標的原子に近づいてい
くときには電気的な力を受けない。しかし、α粒子が原子を構成する電子群を突き抜けていくに従い、原子核
からの Coulomb斥力

f (r) =
a

r2
, a = 2Ze2, (2.132)

を感じるようになる。ここで、r は標的核と α粒子の距離、a = 2Ze2 は標的核と α粒子の電荷の積である。
標的核に座標原点をとり、極座標を用いると、α粒子の運動方程式は動径方向と角度方向に分けて次のように
書ける：

m

[
d2r

dt2
− r

(
dφ

dt

)2
]

= f (r)
1

r

d

dt

(
mr2

dφ

dt

)
= 0, (2.133)

ここで、mは α粒子の質量である。Coulomb力は中心力であるので式 2.133の第 2式

mr2
dφ

dt
= L, (2.134)

から角運動量 Lは保存する。そして、式 2.134を動径方向の運動方程式である式 2.133の第 1式に代入する
と、r だけに関する微分方程式

m
dr2

dt2
− L2

mr3
= f (r) =

a

r2
, (2.135)

が得られる。ここで、rが十分大きい遠方では Coulomb力 f (r)は無視できて、α粒子は力を受けずに等速直
線運動している。この時の速度を v とすると、α粒子のエネルギーは

E =
1

2
mv2, (2.136)
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である。Coulomb力は中心力であり、従って、保存力であるのでエネルギー E は保存する。α粒子の運動量
を p = mv とすると、角運動量の大きさは

L = pb = mvb, (2.137)

と表される。ここで、bは Coulomb力がないときに、等速直線運動する α粒子が標的核に最も近づく距離で
あり、衝突径数と呼ばれる。(図 2.12参照)。衝突係数 bは式 2.136で表される α粒子が持つエネルギーと角
運動量の式 2.137から v を消去して以下のように得られる：

b =
L√

2mE
. (2.138)

つまり、衝突係数 bの値は α粒子が持つエネルギ-E と角運動量 Lにより決まる。

図 2.12 衝突係数

2.3.2 最近接距離
ここでは、α粒子が標的原子核に最も近付く距離を求めることにする。まずは、動径方向の運動方程式 2.135

に、dr/dtをかけて時間 tについて積分すると、力学的エネルギー E の保存を表す

1

2
m

(
dr

dt

)2

+ W (r) = E (2.139)

が得られる。ここで、有効ポテンシャルW (r)は

W (r) = V (r) +
L2

2mr2
, V (r) =

a

r2
, (2.140)

V (r) は真の力のポテンシャル (Coulomb ポテンシャル) で、第 2 項は遠心力ポテンシャルである。式 2.139

の第 1項は正であり、有効ポテンシャルW (r)も正であるので、エネルギー E も正である。運動が許される
範囲は、(dr/dt)2 ≥ 0より

E −W (r) ≥ 0, (2.141)

で決まる。Rには最小値 rmin があるが、上限はない。rmin は座標原点 (原子核)への最接近距離であり、次
の式で決定される：

W (rmin) = E. (2.142)
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Coulombポテンシャルの具体的な形を代入すると、rmin は

r2 − a

E
r − L2

2mE
r2 − 2b0r − b2 = 0, (2.143)

の解である。ここで、b0 という長さの次元を持つ量を

b0 =
a

2E
, (2.144)

と定義すると、rmin > 0より、式 2.142の解

rmin =
a

2E
+

√( a

2E

)2
+

L2

2mE
= b0 +

√
b0

2 + b2, (2.145)

が得られる。

2.3.3 散乱粒子の軌道
次にアルファ粒子の軌道 r (φ)を求める。まず、r に対して変数変換

r =
1

u
r =

1

u
, (2.146)

をし、式 2.135の第 1項の微分を計算すると
dr

dt
=

dr

dφ

dφ

dr
= −r2

du

dφ

L

mr2
= − L

m

du

dφ
, (2.147)

となり、時間について再度微分すると

d2r

dt2
d

dt

(
− L

m

du

dφ

)
= − L

m

[
d

dφ

(
du

dφ

)]
dφ

dt
= − L2

m2

d2u

dφ2
u2, (2.148)

この式を、変数変換した運動方程式に代入すると、

d2u

dφ2
+ u = −am

L2
, (2.149)

が得られる。
上の非斉次の微分方程式の一般解は、右辺を 0とした斉次方程式の一般解と、もとの方程式の特解の和であ
る。前者は単振動解であり、後者の 1つは u = −am/L2 である。従って、式 2.149の解は、Aと φ0 は積分
定数として

u = Acos (φ− φ0) − am

L2
, (2.150)

である。偏角 φ → +0 で r → ∞, φ = φ0 で r が最小値をとるとすると、求める解、すなわち、α 粒子の軌
道は

r (φ) =
L2

am

1

εcos (φ− φ0) − 1
ε =

1

cosφ0
> 1, (2.151)

で与えられる。この軌道は偏角 φ = φ0 の半直線に対して対称である。なお、ここでは図 2.13に示すように、
入射方向を偏角 φ = 0とし、φは紙面上で時計回りに増加するとした。座標原点 (標的核)に最接近するのは
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図 2.13 Rutherford 散乱（θは散乱角）

φ = φ0 の時であり、このときの距離は

rmin =
L2

am (ε− 1)
, (2.152)

である。また、衝突径数 bは定義から

b = lim
φ→0

r (φ)sinφ =
L2

am

1

ε sinφ0
=

L2

am tanφ0
, (2.153)

と表される。L2 = 2mEb2 であることを考慮すると、これは、散乱角の項で示す衝突径数 bの表式 2.166と一
致する。

2.3.4 クーロン散乱角
アルファ粒子のエネルギーと衝突径数が与えられると、散乱角は一意的に決まる。以下に導出を示す。エネ
ルギーと衝突径数から散乱角を決める関係式を求めるには

dφ

dr
=

dφ

dt

dt

dr
, (2.154)

を rについて積分すればよく、右辺の第 1因子は式 2.134を用いて、第 2因子はエネルギー保存の式 2.139を
用いて書き直す。その結果、

dφ

dr
= ± L

mr2
1√

2
m (E −W (r))

= ± L√
2m

1

r2
√
E −W (r)

, (2.155)

が得られる。ここで、± の符号は dr/dt の符号に由来し、− 符号は α 粒子が標的核に近づいてくるとき、
+ の符号は遠ざかるときに対応する。入射してくる α 粒子が十分遠方にあるときの偏角は φ = 0 であり、
Coulombポテンシャルに散乱された後、十分遠方に遠ざかったときの偏角は φ = 2φ0 であるから (図 2.13参
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照)、2φ0 は上の式を r について +∞ → rmin → +∞と、dr/dtの符号に注意して積分すると、

2φ0 =

∫ rmin

∞
− L√

2m

dr

r2
√
E −W (r)

+

∫ ∞

rmin

L√
2m

dr

r2
√
E −W (r)

, (2.156)

=
2L√
2m

∫ ∞

rmin

dr

r2
√
E −W (r)

. (2.157)

ここで、衝突径数 bを用いて変数変換する。

r =
b

u
→ dr = − b

u2
du. (2.158)

このとき、上の積分の被積分関数の中で

E −W

(
b

u

)
= E − L2u2

2mb2
− au

b
= E

(
1 − u2 − a

bE
u
)
, (2.159)

= E

(
1 − u2 − 2b0

b
u

)
, (2.160)

となる。従って積分は

2φ0 =
2L√
2mE

(
−1

b

)∫ ∞

b
rmin

du√
1 −

(
2b0
b

)
u− u2

, (2.161)

= 2

∫ b
rmin

0

du√
1 −

(
2b0
b

)
u− u2

, (2.162)

と書き直せる。この式 2.162の積分を実行すると

2φ0 = 2

 u + b0
b√

1 −
(
2b0
b

)
u− u2

 b
rmin

0

= π − 2tan−1 b0
b
, (2.163)

を得る。ここで、rmin の式 2.145を用いた。図 2.13に示すように、偏角 φ = 0から標的核に近づいてくる α

粒子の (十分遠方での)速度の向きは φ = π である。このα粒子が偏角 φ = 2φ0 の向きに散乱されたとき、散
乱角 θ は

θ = π − 2φ0, (2.164)

である。従って、散乱角は

θ = 2tan−1 a

2Eb
, (2.165)

で与えられる。このように散乱角 θ はエネルギー E と衝突径数 bよって決定される。クーロン散乱角の式は

b =
a

2E

1

tan
(
θ
2

) , (2.166)

と書き直せる。エネルギー E と既知の α粒子の散乱角 θ を測定すると、衝突径数 bが得られる。また、最接
近距離 rmin 散乱角 θ の関数として表すことができ

rmin (θ) =
a

2E

(
1 +

1

sin θ
2

)
, (2.167)

の関係式が成り立つ。
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第 3章

超重元素合成における２つの準核分裂
モード

3.1 序言
重い原子核を用いた重イオン衝突反応では、融合核分裂（Fusion-Fission; FF）および準核分裂（QuasiFission;

QF）過程が存在するとして、ここ数十年でかなりの注目を集めてきた [37, 38, 39, 40, 41, 42]。この反応で
は、入射核を標的核に衝突させる際の角運動量に応じて、複合核（Compound Nucleus; CN）を形成する完全
融合（CN）、CNを形成する前に核分裂を起こす QF、運動エネルギーが入射エネルギーに比べ大幅に失われ
る深部非弾性散乱（Deep Inelastic Collision; DIC）、比較的非弾性度が小さい反応である準弾性散乱（Quasi

Elastic Collision; QEC）など、様々な現象が確認される。これらの現象の理論的な特定は、古くから入射チャ
ネルの角運動量に対応する衝突係数の幾何学的な差異に基づいて行われてきた。衝突係数が小さい場合は完全
融合が優勢であり、多くの QFイベントは低～中程度の衝突係数での反応に含まれている。そして、中程度か
ら高程度の衝突係数の場合は主な反応過程は DICを示す。最後に、衝突係数が高い場合は QECが確認され
る。これらの理解の概要図を図 3.1に示す。量子ベースの dinuclear system modelを使った QFに関する理
論研究では、衝突系の質量非対称性は核子の拡散に基づいて記述されている [43]。DIC過程における多核子
移行はランジュバン型アプローチによって、しばしば研究されている [44]。

QF過程はかなりの相対運動エネルギーが熱エネルギーに変換される DICと完全融合との間の橋渡しであ
ると考えられている [39]。つまり、QF過程の詳細な解析によって、完全融合とのダイナミクスの違いを明ら
かにすることは信頼できる融合確率の推定につながる。超重核領域では、融合確率の評価は理論モデルによっ
て、様々な値を示す。ゆえに、超重核領域における信頼できる融合確率の推定が可能となれば、蒸発残留核断
面積（超重元素の合成確率）の推定も信頼できるものになる。今後、超重核領域における融合確率の不定性を
明らかにしていくことは、新元素合成への挑戦において非常に意味がある。
したがって、QFの反応機構、詳しくは QFの動的特性および QFと FFを分離する研究は、超重元素の合
成確率の信頼できる推定値を得るために重要である。特に QF過程のダイナミクスの研究は質量移行や殻構造
と関連しているため、超重核領域における反応機構の新たな分野を開くことが期待できる。
これまで、QFの特徴については、長年の課題であった核分裂片の運動エネルギーへのエネルギー移行を含
んだ核分裂片の全運動エネルギー (Total Kinetic Energy; TKE)に関する文献や、質量対称方向への質量ド
リフトのタイムスケールの調査によって議論されてきた [37]。
本研究では、統一されたランジュバン方程式モデル [13] を用いた動的ランジュバン軌道の解析により、QF
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図 3.1 入射時の角運動に応じた反応過程の断面積（確率）概要図。衝突係数 b と角運動量 L の関係は
b = L/

√
2mLで表される。mは質量。垂直線境界は sharp cutoff近似によるもの。

過程の動力学的特徴を示す。このランジュバン型アプローチは、Zagrebaevら [13] が核分裂過程を含む重イ
オン衝突の入り口から融合系までの解析のために開発したものである。本研究の目的は、ランジュバン方程式
をベースとした動力学模型を用いて、48Ca入射核とアクチノイド標的核系を選択した反応に QFのモードが
存在することを明らかにする。これらの QFに現れるモードについて、その時間スケール、核分裂片の変形分
布、ネック形成の時間発展との関連で調べるとともに、QF過程の軌道解析の観点から、モード出現の理由を
示す。
次節では、ランジュバン型アプローチについて簡単に説明する。Ec.m. = 213.05 MeVにおける 48Ca+249Bk

系の動的な QF特性については第 3.3節で述べ、QFモードの性質とその出現理由についての詳細な解析を行
う。最後に結言を述べる。

3.2 モデルの枠組み
3.2.1 ポテンシャルエネルギー
本研究では統一模型 [45] に類似した動力学模型を採用する。まず、核子が移行する反応の初期段階は 2つ
の部分から構成される。(1) 反応が速すぎて核子が単一粒子状態を再構成できないため、系は入射核と標的
核の基底状態で計算される。(2)その後、前者の系は複合系全体の基底状態に緩和され、ポテンシャルエネル
ギーは非断熱的なものに変化する。そこで、断熱的なポテンシャルエネルギー Vdiab(q)から非断熱的なポテン
シャルエネルギー Vadiab(q)への時間発展を考える。ここで、q は原子核の形状を表す集団座標を表す。断熱
ポテンシャルは有効な核子-核子相互作用を用いた折りたたみ法によって計算される [46, 45, 13]。ただし、系
の非非断熱ポテンシャルエネルギーは二中心間模型を用いて計算される　 [13]。次に、断熱ポテンシャルエネ
ルギーと非断熱ポテンシャルエネルギーを時間依存の重み付け関数 f(t)を用いて以下のように接続する：

V = Vdiab (q) f (t) + Vadiab (q) [1 − f (t)] , (3.1)

f (t) = exp

(
− t

τDA

)
. (3.2)
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ここで、tは相互作用時間、τDA は断熱ポテンシャルエネルギーから非断熱ポテンシャルエネルギーへの遷移
における緩和時間である。本研究では、文献 [47, 48, 49]で提案されている緩和時間 τDA = 10−22 sを用いる。
原子核の変形を表現する座標として二中心媒介変数表示（two-center parametrizations）を用いる [50, 51]。
動力学方程式を数値的に解き、膨大な計算時間を避けるため、形状を表す自由度の数を厳しく制限し、以下
の 3 つのパラメータを採用した： z0 (2 つのポテンシャルの中心間の距離), δ (核分裂片の変形), α (衝突す
る原子核の質量非対称度); α = (A1 − A2)/(A1 + A2)。 ここで、A1 と A2 はそれぞれ標的核と入射核の質
量数を表すだけでなく、2つの核分裂片の質量数を表すために使用される。ACN は複合核の質量数です。文
献 [50] の図 1に示すように、δ は δ = 3(a− b)/(2a + b)と定義され、ここで aと bはそれぞれ z0 方向と z0

に直交する方向の楕円軸の半分の長さを表す。これらのパラメータ化は 4.2節で詳しく説明する。ここでは、
2つの核分裂片は同じ変形をすると仮定する。さらに、計算時間を最小化するために z0 に対してスケーリン
グを使用し、z = z0/(RCNB) として定義される座標 z を使用する。ここで球形時の複合核の半径 RCN は
RCN = 1.2A

1
3 と表され、スケーリングパラメータ B は B = (3 + δ)/(3 − 2δ)として定義される。

断熱ポテンシャルエネルギーは次のように定義される。

Vadiab (q, L, T ) = VLDM (q) + VSH (q, T ) + Vrot (q, L) , (3.3)

ここで、VLDM と VSH はそれぞれ Finite Range Droplet模型（液滴模型）によるポテンシャルエネルギーと
温度依存性を考慮した微視的なエネルギーである。簡略化した VLDM と VSH は次のように記述される。

VLDM (q) = ES (q) + EC (q) , (3.4)

VSH (q, T ) = E0
shell (q) Φ (T ) , (3.5)

E0
shell (q) = ∆Eshell (q) + ∆Epair (q) . (3.6)

ES と EC は、それぞれ一般化された表面エネルギー [52] とクーロンエネルギーを表す。E0
shell は T = 0で

の微視的エネルギーを表し、殻補正エネルギー ∆Eshell と対相関補正エネルギー ∆Epair の和として計算され
る。T は複合核の内部エネルギーから計算した複合核の温度である。∆Eshell は、二中心殻模型ポテンシャル
[50, 53, 54] の一粒子準位から Strutinsky法 [11, 55] により、占有状態の一粒子エネルギーの和と平均化され
た量との差分として計算される。∆Epair は文献 [55, 4] に記述されているように BCS近似で評価される。対
相関エネルギーの平均化部分は、単一粒子状態の密度がペアリングウインドウ上で一定であると仮定して計算
される。ペアリング強度定数は同じ近似でギャップ方程式を解くことにより、平均ギャップパラメータ ∆̃に
関連し、偶奇質量差に関する経験的結果 [56] を考慮し、文献 [4] で提案された ∆̃ = 12/

√
Aを採用する。温度

依存係数 Φ (T ) = exp
(
−E∗

Ed

)
は文献 [57] で説明されている。ここで E∗ は複合核の励起エネルギーを示す。

E∗ は E∗ = alevT
2 で与えられ、alev は準位密度パラメータである。殻効果減衰エネルギー Ed は 20MeVと

する。この値は Ignatyuk達 [25] によって与えられている。Vrot は以下に示す全角運動量 Lから発生する遠
心力ポテンシャルエネルギー

Vrot (q, L) =
h̄2ℓ (ℓ + 1)

2I (q)
+

h̄2L1(L1 + 1)

2ℑ1(q)
+

h̄2L2(L2 + 1)

2ℑ2(q)
. (3.7)

である。ここで、I (q)と ℓはそれぞれ原子核の形状 q に依存した剛体の慣性モーメント相対角運動量を表す。
重い核分裂片と軽い核分裂片の慣性モーメントと角運動量それぞれは ℑ1,2 と L1,2 で表される。
二中心媒介変数表示に含まれるネックパラメータ ϵは、反応の入口チャネルと出口チャネルで異なる値を仮
定し、利用可能なデータを再現するように調整されてきた [58]。本研究でも文献 [58] に従い、入口チャネル
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には ϵ = 1、出口チャネルには ϵ = 0.35を用いる。式 3.4の時間依存性を、ネックの特性緩和時間 t0 と分散
∆ϵ で表すと次のようになる：

VLDM(q, t) = VLDM(q, ϵ = 1)fϵ(t) + VLDM(q, ϵ = 0.35)[1 − fϵ(t)], (3.8)

fϵ(t) =
1

1 + exp( t−t0
∆ϵ

)
. (3.9)

3.2.2 動力学方程式
多次元ランジュバン方程式 [46, 57, 59] を用いて、時間に依存する統一されたポテンシャルエネルギー

[46, 45, 57] を解くことで原子核の形状進化を追う。ポテンシャルエネルギー面を軌道が移動する様子から反
応過程における詳しいダイナミクスを解析する。多次元ランジュバン方程式以下のように示される：

dqi
dt

=
(
m−1

)
ij
pj ,

dpi
dt

= −∂V

∂qi
− 1

2

∂

∂qi

(
m−1

)
jk

pjpk − γij
(
m−1

)
jk

pk + gijRj (t) ,

dϑ

dt
=

ℓ

µRR2
,

dφ1

dt
=

L1

ℑ1
,

dφ2

dt
=

L2

ℑ2
,

dℓ

dt
= −∂V

∂θ
− γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
R + RgtanRtan (t) ,

dL1

dt
= − ∂V

∂φ1
+ γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a1 − a1gtanRtan (t) ,

dL2

dt
= − ∂V

∂φ2
+ γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a2 − a2gtanRtan (t) . (3.10)

集団座標 qi は z, δ, and α, を表し、pi は qi と共役な運動量を表し、V は多次元ポテンシャルエネル
ギーを表す。ϑ は原子核の相対的な向きを表す。φ1 と φ2 は反応面における原子核の回転角度を表し、
a1,2 = R

2 ± R1−R2

2 は 2つの原子核それぞれの中心からそれぞれの核表面の中間点までの距離を表し、R1,2 は
原子核の半径を表す。Rは 2つの原子核間の距離である。全角運動量 L = ℓ + L1 + L2 は保存される。µR は
換算質量、γtan は衝突する原子核の接線方向の摩擦力である。ここではすべり摩擦と呼ぶことにする。分離し
た状態の原子核の現象論的摩擦力の影響は、すべり摩擦 γtan と半径方向の摩擦 γR が存在する。これらの影響
は文献 [46] に記載されているWoods-Saxon型の半径方向の形成因子を用いて表される。
すべり摩擦と半径方向の摩擦は、それぞれ γtan = γ0

tF (ξ) と γR = γ0
RF (ξ) として記述される。ここで、

半径方向の半径方向の形成因子 F (ξ)は、F (ξ) =

(
1 + exp

ξ−ρF
aF

)−1

と表される。モデルパラメータである
γ0
t と γ0

R はそれぞれ 0.1 × 10−22 MeV s fm−2 と 100 × 10−22 MeV s fm−2 を採用した。ρF ≈ 2 fm と
aF ≈ 0.6 fmも文献 [46] で決定されたモデルパラメータである。ξ は核表面間の距離、ξ = R−Rcontact、こ
こで Rcontact は、Rcontact = R1 + R2 として表される [46]。半径方向の現象論的摩擦は二つの核が一つの核
になった段階で一体摩擦に切り替えられている。γR は二体反応での表面摩擦モデル [60] に従ったエネルギー
散逸を考慮するために用いられている。一体の反応へ切り替わる際の半径方向の摩擦は γzz = γone

zz + θ (ξ) γR

として計算される。一体系の場合、摩擦テンソルには wall-and-window形式による一体散逸模型による γone
zz

を採用する [36, 61, 62, 63, 64, 65, 66, 67]。θ (ξ) は現象論的な摩擦を一体系の摩擦に切り替える平滑化関数
θ (ξ) =

(
1 + exp− ξ

0.3

)−1

を表している [46]。mij と γij はそれぞれ原子核の形状に依存する慣性質量および
摩擦係数である (これらを輸送係数と呼ぶ)。慣性質量の計算にはWerner-Wheeler近似 [33, 34] による流体
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力学模型から得られる二体散逸、摩擦係数には wall-and-window形式による一体散逸模型 [62, 35] を採用し
ている。ガウス分布に従う正規化されたランダム力 Ri (t) は白色雑音であると仮定し、⟨Ri(t)⟩ = 0 および
⟨Ri(t1)Rj(t2)⟩ = 2δijδ(t1 − t2) の関係を満たす。アインシュタインの関係式に従い、ランダム力の強さ gij

は γijT =
∑

k gijgjk として与えられる。
以上が本研究で用いた理論模型の枠組みである。次節ではこのモデルを用いて実際に計算した結果を示すと
ともにそれらの結果に対する議論を行う。

3.3 計算結果および議論
3.3.1 準核分裂に対応する軌道の軌道角運動量依存性
準核分裂（QF）過程の軌道角運動量 L 依存性を調べるために、Ec.m. = 125.00 MeV における 26Mg +

230Th (α = 0.78)反応におけるいくつかの軌道角運動量について、ポテンシャルエネルギー曲面の z − δ 平面
に投影したサンプル軌道を図 3.2に示す。軌道は {z, δ} = {2.85, 0.20}の地点から始まる。L = 10h̄の場合、
軌道が融合領域に侵入していることがわかる。融合領域の詳細については文献 [57] を参照されたい。今回の
計算では、融合領域を {|α| < 0.3, δ < −0.5z + 0.5}と定義している。L = 10h̄の軌道は、計算終了後も基底
状態のポケットに閉じ込められるため、核分裂の方向 (+z 方向)には進まない。しかし、L = 20h̄の場合は ×
が示す入射核と標的核の接触点を通過した後、融合領域には入らず、最終的に核分裂方向 (+z 方向)に移動す
る。このような軌道の振る舞いを QF反応と呼ぶ。L = 30h̄の軌道も QF過程の軌道である。Lの値が大き
くなると、遠心力ポテンシャルエネルギーが大きくなるため、灰色の領域で示されるポテンシャルエネルギー
の障壁が大きくなり始める。それに伴い、Lが 30h̄よりさらに大きい軌道は接触点に近づきにくくなる。こ
のような軌道の振る舞いは QECまたは DICに属する。本研究では QF過程の軌道の振舞いに着目する。

3.3.2 変形空間上の軌道分布
融合核分裂過程のダイナミクスを議論するために、変形空間における系の確率分布を導入する。この目的の
ために、∆z = 0.01,∆δ = 0.025,∆α = 0.001で座標空間を分割する。この分布をランジュバン計算の軌道の
アンサンブルとして定義する。相互作用時間の関数として軌道の変化を追い、軌道が分割した座標空間のセグ
メントを通過するときに、各セグメントでイベント数を増加させる。多数の軌道を生成することで、変形空間
上のイベント分布を構築する [14]。
図 3.3は、48Ca + 244Pu, 48Ca + 249Bkおよび 74Ge + 208Pb系の反応におけるそれぞれ Ec.m. = 206.91

MeV, Ec.m. = 213.05 MeVおよび Ec.m. = 286.82 MeVを用いた z − δ 平面内の全軌道分布を示している。
ここで、ランジュバン計算によるすべての軌道は t = 10−19 sで計算を終了させている。L = 0h̄, 50h̄および
100h̄のヒストグラムとして、核分裂時の核分裂片の変形度を δ 分布として図 3.3に加えている。軌道計算は
★印の点から始まる。48Ca + 244Puと 48Ca + 249Bk系では {z, δ} = {2.85, 0.20}、74Ge + 208Pb系では
{z, δ} = {2.85, 0.00}に対応している。球形核の場合は初期変形度の値は δ = 0とした。接触点を ×で表し
ている。
図 3.3(a) と図 3.3(b) の正面衝突 (L = 0h̄) に対応する核分裂点の変形度は δ ≈ 0.4 付近に集中している。
しかし、L = 50h̄では分布が 2つのピークを持つ構造になっている。これが意味することは、この角運動量領
域では異なる 2つの準核分裂モードが現れているということである。48Ca + 249Bk系では、48Ca + 244Pu

系とは対照的に小さな L領域でも δ分布の 2つの構造が現れ、軌道の分岐が明瞭に見られる。この系ではクー

43



0 1 2 3
-0.3
0.0
0.3
0.6

d

Z
0 1 2 3

-0.3
0.0
0.3
0.6

d
Z

L=10 L=20

L=50 L=70 L=100

0 1 2 3
-0.3
0.0
0.3
0.6

d

Z

L=30

0 1 2 3
-0.3
0.0
0.3
0.6

d

Z

10.0015.0020.0025.0030.0035.00

0 1 2 3
-0.3
0.0
0.3
0.6

d

Z
0 1 2 3

-0.3
0.0
0.3
0.6

d

Z
図 3.2 26Mg + 230Th反応における各軌道角運動量（L）のサンプル軌道と z − δ 平面のポテンシャルエ
ネルギー (α = 0.78)。計算開始点は {z, δ} = {2.85, 0.20}である。×は接触点を示す。

ロン反発力による相互作用が強いため、軌道の融合領域への接近が妨げられる。δ 分布に現れた 2 つの成分
は、後述するがタイムスケールが異なる。一方、74Ge + 208Pb系では、平衡化が進む過程で球形標的核であ
る 208Pbの強い殻効果の記憶が残りやすく、準核分裂経路の分岐は見られない。軌道計算開始地点 (★)から、
核分裂片の変形度は 208Pbの剛性により δ ≈ 0.6までしか増加しない。従って、軌道は異なる変形をする分裂
経路を辿りづらく、δ ≈ 0.4付近で同じような変形をする。ここで、図 3.3(b)から QF経路分岐の典型的な例
を選び、さらなる解析を行う。
図 3.4は 48Ca + 249Bk系（L = 50h̄）の軌道分布の拡大図である。軌道はまず★印で示した計算開始地点
から δ が 0.8 に向かって移動する。そこでは、核分裂を起こす準備のために原子核が引き伸ばされる。その
後、分裂経路は {z, δ} = {1.3, 0.8}付近を指す ◦で 2つに分かれ始め、それぞれ矢印に沿った経路で軌道が
進展していく。δ = 0.8を維持する軌道を実線の矢印で示し “path1”と呼び、破線の矢印に沿ったもう一方の
軌道を “path2”と呼ぶことにする。興味深い点は 2つの経路の時間スケールであり、次項で示すように異な
る核分裂片の質量分布に影響を及ぼす。
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図 3.3 持ち込まれる軌道角運動量 L = 0, 50, 100h̄ごとの z − δ 平面に描いた全軌道分布と分裂点での核
分裂片の変形度 δ 分布。入射核と標的核の接触点と軌道計算開始地点はそれぞれ ×と★で示す。

3.3.3 2つの核子移行モードの解析
図 3.5は “path1”と “path2”の核分裂片の質量分布を示している。“path1”と “path2”の成分は、それぞ
れ裂時の変形範囲 0.6 < δ < 0.8と 0.4 < δ < 0.6に対応する。核分裂片の質量分布の主なピークはどのモー
ドも ACN/2±20uの質量対称領域のはるか外側に位置している。さらに、Shenら [37] によって定義された質
量対称領域への質量ドリフトの度合いを正規化した指標∆A/∆Amaxは∆A/∆Amax = (At−⟨A⟩)/(At−As)

の関係式からどちらのモードも ≈ 0.3未満の値を示す。したがって、これから質量ドリフト（核子移行）の些
細な違いを議論することに注意されたい。ここで、⟨A⟩ は重い核分裂片の質量数の平均値を表している。As

は As = (Ap + At)/2で表される対称な質量数である。Ap と At は入射核の質量数および標的核の質量数で
ある。どちらの QF モードも大きく引き伸ばされた原子核の形状をしており、Pbのような球形 (δ = 0.0)の
核分裂片が顕著に生まれている形跡は見られない。したがって、強い殻効果によって 2つの準核分裂モードが
生まれている訳ではない。しかし、質量分布においても微妙な違いが見られることから 2つの準核分裂モード
は他の原因から生まれていると考えられる。“path2”の質量分布のピークは、“path1”と比べて質量対称領域
にシフトしているが z − α平面の軌道分布においてもその違いは見られる。
図 3.6に z − α平面の軌道分布を示す。この結果から “path2”の軌跡分布は質量非対称度 αの小さい値ま
で分布が広がっており、“path1”よりも質量ドリフトが大きくなることは推察できる。2つのモードが生まれ
る起源を明らかにするため、δ = 0.8付近の 2つのモードの分岐点 (Buranching Point; BP)付近のダイナミ
クスを調べる。詳しい解析を行うため、“path1”と “path2”のサンプル軌道を取り出した軌道の分岐の特徴
と BPでの原子核の形状を図 3.7に示した。“path1”と “path2”の BPでの核分裂片の形状をそれぞれ赤と
青で区別した。各経路のネック半径の役割に注目されたい。“path1”のネック半径が小さいと、BP通過後の
質量ドリフトが抑制されている一方、“path2”に対応する形状はネック半径が大きく、BPを通過した後も質
量ドリフトが持続している。その結果、“path2”の核分裂片の質量分布は “path1”と比べて、質量対称領域
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図 3.5 Ec.m. = 213.05 MeVの 48Ca + 249Bk系の核分裂片質量分布。“path1”と “path2”の分布をそ
れぞれ赤線と青線に対応している。パネル (a) は L = 0h̄ の場合、(b) は L = 50h̄ の場合の計算結果で
ある。

にさらにシフトする傾向にあるということである。これらの違いは、揺らぎの影響による反応のタイムスケー
ルに由来することをこれから明らかにする。図 3.8(a)に示すように、“path2”は “path1”に比べて BPへの
到達に時間がかかる軌道に属している。各経路の変形度の変化として先ほどのサンプル軌道に対応した結果を
示している。“path1”と “path2”のサンプル軌道が BPに到達する時間はそれぞれ ≈ 5.6 zsと ≈ 10.8 zsで
ある。図 3.8(c)に各経路が BPに到達するまでの時間分布を示す。ポテンシャルエネルギー曲面 (PES)と組
み合わせる軌道のランダムな揺らぎの影響のため、BPへ到達する時間も分散している。さらに、図 3.8(b)の
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“path2”の軌道分布。軌道計算開始地点は★で示す。

ネックパラメータ ϵの時間変化の振る舞いが重要なポイントである。“path1”の軌道は ϵ値が十分に緩和する
前に重要な BPに到達しており、その後式 3.8の最終的な ϵの推奨値 ϵ = 0.35 [58] に向かって緩和している。
図 3.8では、式 3.9において t0 = 9.0× 10−21 s and ∆ϵ = 1.0× 10−21 としている。図 3.8(b)に示すように、
各経路のネックパラメータは BPで異なっている、つまり “path1”では ϵ ≈ 1.0、“path2”では ϵ ≈ 0.55であ
ることがわかる。核分裂点近傍（BP）のネック半径は、上述した軌道のタイムスケールに強く関係しており、
ネック半径の緩和が質量ドリフトをさらに加速することが推測される。BPに到達するまでに時間がかかる軌
道、すなわち “path2”では、BP到達時点で 0.55に緩和しているため質量ドリフトがその後も進むが、一方
で、短時間で BPに到達する軌道、すなわち “path1”では、BP到達時点でネックの緩和が不完全であり、質
量ドリフトはその時点で停止する。この状況は図 3.9を見れば一目瞭然である。図 3.9は z − δ 平面上にネッ
ク半径 r からネック断面積に相当する r2 の等高線を計算し、各経路の軌道を投影した結果である。“path1”

のネック断面積は軌道が分岐し始める BP付近で微小な値をしているが、“path2”のネック断面積は十分な核
子移行ができるほど存在していることがわかる。つまり、図 3.8に示すように揺らぎの影響によって “path2”

は “path1” と比べて BP までの到達時間が遅れたことで ϵ 値がその間に緩和（ネック断面積を十分に獲得）
し、BP到達後もまだネックを通じて核子の移行が行われるということである。
ここで、実験的に 2つのモードの存在を明らかにするためにも、実験によって測定できる核分裂時の核分裂
片の全運動エネルギー（Total Kinetic Energy; TKE）による 2つのモードの差異を調べる。TKEは核分裂
時の形状に大きく依存しているため、2つのモードを区別する妥当な方法である。まず、本研究での TKEの
計算方法について述べる。核分裂点の判断基準は接触後ネック半径が 0より小さい値を示した場合と定義する

47



0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.00.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

d

z

-120-90-60-300

V (MeV)

a=0.60

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.00.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8

a

z

-150-100-500

V (MeV)

d=0.82
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分岐の特徴と分岐前の原子核の形状。軌道の分岐点と計算開始地点をそれぞれ ◦と★で示す。　

[68]。そして、TKEは次式で表される。

TKE = Vcoul + Epre, (3.11)

Vcoul = e2
Z1Z2

dsci
, (3.12)

Epre =
1

2

(
m−1

)
ij
pipj , (3.13)

ここで、Epre と Vcoul はそれぞれ核分裂点の運動エネルギーと核分裂点のクーロンエネルギーを表し、
e2 = 1.44 MeV fmと、dsci は核分裂点における軽い分裂片と重い分裂片の中心間の距離である。Z1, Z2 は入
射核と標的核の電荷を足し合わせた複合系の電荷 Z に核分裂片の質量比 A1/(A1 + A2), A2/(A1 + A2)を乗
ずることで、各断片の電荷を求めている。すべての核分裂イベントの Epre の平均は 7.03 MeVに等しい。し
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図 3.8 Ec.m. = 213.05 MeV、L = 50h̄の 48Ca + 249Bk系における軌道の時間発展 (a)とネックパラ
メータの変化 (b)および異なる経路ごとの BPに到達する時間の分布 (c)。すべてのパネルにおいて、垂直
点線はパネル (a)で定義した BP到達時間を示す。

たがって、TKEへの主な寄与は核分裂片のクーロン斥力によるものである。図 3.10は L = 50h̄における各
経路の TKE の計算結果である。図 3.6 より 2 つのモードの核分裂片の質量差が顕著でないことから、各経
路の TKEは dsci 値に大きく依存していると考えられる。各経路の平均 TKE値は ⟨TKEpath1⟩ = 119 MeV

と ⟨TKEpath2⟩ = 145 MeV である。TKE が低いほど細長い分裂形状 (“path1”) に対応する。“path1” と
“path2”が示す TKE値は異なっており、QFには明らかに 2つのモードが存在する。
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3.4 結言
この研究では、核分裂後の核分裂片の質量数が ACN/2 ± 20u より外側の質量数範囲の QF 過程と、いく
つかの核子移行を伴う深部非弾性衝突（DIC）過程にも配慮しつつ、揺動散逸定理をベースとした動力学模
型を用いて、超重元素合成における準核分裂（QF）過程の動力学的特徴を調べた。解析例としては、48Ca +
249Bk系をも選択し、ランジュバン計算における QFを示す軌道の詳細な動的解析を行った。その結果、核分
裂の質量数と変形がともに異なる 2つの QFモードが存在することがわかった。さらに軌道解析の結果、それ
ぞれのモードの特徴は異なる反応時間スケールに由来し、その違いは質量対称に向かう質量移行を制御する
ネック（原子核のくびれ）の緩和モードの違いから生じることが明らかとなった。ネックパラメータ ϵの緩和
は QFの核分裂片の質量分布の変化に敏感であることから、今後ランジュバン型アプローチに適用する ϵの時
間依存関数の詳細な解析が必要不可欠であると考えられる。また、ϵの時間依存関数の妥当性を検討するため
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にも、原子核の形状を表すパラメータの一つである ϵ を自由度として、計算を行うことでその違いを議論す
る必要がある。2つの準核分裂モードはともに非常に細長い原子核形状で核分裂を起こすが、2つのモードの
うち一方は、より細長い形状で核分裂を起こす。この 2つの QFモードの特徴は実験的な QFの解析におい
て、非常に重要である。実験では、核分裂時の原子核の形状の違いを議論する際、核分裂時の全運動エネル
ギー（TKE）が一般的に測定される。実験的に融合核分裂と準核分裂の分離が可能となれば、中程度の軌道
角運動量 (衝突係数)領域における QF成分の TKEの違いが議論可能となる。ゆえに、Hot fusion法による
Z ≥ 114を形成する衝突系で、将来的に QF成分実験的な TKEの違いが確認できることを期待する。
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第 4章

ネック形成のダイナミクスから推定される
核粘性

4.1 序言
我々が自然現象でよく遭遇する液滴の合体や破裂は注目されてきた。これらの現象を解明する研究は、流体
力学の分野では 19世紀からの長い歴史がある [69]。それ以来、合体に関する知識は産業機器に応用されてき
た。液滴の性質は、原子核のような微視的な物質の分野でも広く研究されている。原子核物理学では、核子か
らなる原子核の性質を予測するために液滴モデルが広く用いられてきた。例えば、Weizsäckerの質量公式 [3]

や、Bohr-Wheelerによる核分裂予測のための transient state method [70] などである。
近年の流体力学の研究において、巨視的な液滴の合体初期におけるネック形成のメカニズムは、近年の実験
技術の発達に伴い、広く解明されつつある [71, 72, 73]。これらの研究から、接触後短時間では、ネック領域
の流れは粘性力が支配的であり、ネック半径はネック開口からの時間 tに比例して変化するが、その後、非粘
性極限では、慣性毛細管力（inertial capillary force）によって支配される運動の影響により、ネック半径は
t1/2 に比例して増加することが示された。この 2つの領域間のクロスオーバーポイントは明確に特定され、定
量的に研究されている [72, 73]。
原子核衝突で成長するネックの動力学的性質は、ネックの自由度に対する質量パラメータの観点から研究さ
れており [74]、微視的な質量パラメータと巨視的なWerner-Wheelerのものではネック形成の違いがあること
を示している [75, 33]。本研究では、巨視的な質量パラメータを用い、接触直後のネック形成過程を議論する。
これまで核の粘性は巨大双極子共鳴（GDR）の実験データ [76, 77, 78, 79, 80] から決定されており、その値
は 0.025 TP（1 TP = 1012 P = 6.24×1022 MeV s/fm3）程度に散らばっている。P （ポアズ: poise）は粘
性の単位である。核分裂片の運動エネルギーや融合断面積、中性子放出多重度の関係において、実験結果を
フィットさせるためには様々な粘性の値が必要とされた [66]。核分裂過程の解析では、微視的散逸エネルギー
と巨視的散逸エネルギーの比較から、粘性は 0.04 TP - 0.08 TPの範囲にあることが示されている [81, 82]。
最近の深部非弾性衝突 (DIC)、準核分裂 (QF)、核融合核分裂 (FF)の理論解析 [46, 83] では、一般に粘性
や摩擦力がモデルパラメータとして扱われている。重イオン衝突における QF過程の理論解析に関連して、粘
性や摩擦力の不確かさを明らかにするために、原子核同士の衝突の接触段階におけるネック形成のダイナミク
スと核粘性の関係を調べる必要がある。
本研究の目的の一つは、衝突のごく初期にネック形成がどのように進行するかを調べ、巨視的な液滴で確認
される粘性-慣性クロスオーバー現象が原子核のような微視的な液滴でも起こることを確認することである。
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同時に、ネック形成の進展から核の粘性を推定する新しい方法を検討する。
次節では、本研究で使用したランジュバンモデルの説明を行う。そして、巨視的な液滴の場合と比較しなが
ら、衝突の初期段階におけるネック形成のダイナミクスを解析した結果および議論内容を 4.3節に示す。最後
の節は結言とする。

4.2 モデルの枠組み
4.2.1 ポテンシャルエネルギーとネック半径の計算方法
原子核と原子核の衝突におけるネック形成の初期段階は、巨視的な液滴のようには直接見ることができない
ため、衝突する核の形状変化を 3次元変形空間で計算するランジュバン方程式アプローチ [46, 45, 57] による
シミュレーションを用いる。ランジュバン方程式アプローチでは、まず衝突する 2つの原子核が十分に離れて
いる状態から計算を開始する。その後、2つの原子核が接触し、QFと FFに向かってネックを形成し始めま
す。そこで、3次元空間のポテンシャルエネルギーについて、断熱的なポテンシャルエネルギー Vdiab から非
断熱的なポテンシャルエネルギー V adiabへの時間発展を考えます。断熱ポテンシャルは有効核子-核子相互
作用を用いた畳み込み法によって計算され [46, 45, 13]、非断熱ポテンシャルエネルギーは二中心殻模型を用
いて計算される [13]。次に、断熱ポテンシャルエネルギーと非断熱ポテンシャルエネルギーを時間依存の重み
付け関数 f(t)を用いて以下の様に接続する。

V (q, t) = Vdiab (q) f (t) + Vadiab (q, t, L, T ) [1 − f (t)] , (4.1)

f (t) = exp

(
− t

τDA

)
. (4.2)

ここで q は核形状を表す集団座標を表す。tは相互作用時間、tauDA は断熱ポテンシャルエネルギーから非断
熱ポテンシャルエネルギーへの遷移における緩和時間である。Lと T は複合系の内部エネルギーから計算さ
れる全角運動量と原子核の温度を表す。文献 [47, 48, 49] で提案されている緩和時間 τDA = 0.1 zsを本研究
では用いる。原子核の変形を表現する座標として、二中心媒介変数表示を使用する [50, 51]。数値的に力学方
程式を解き、膨大な計算時間を避けるため、自由度の数を厳密に制限し、以下の 3 つのパラメータを採用し
た： z0 = |z1| + |z2| (2つのポテンシャルの中心間の距離)、δ(フラグメントの変形)、α(衝突する原子核の質
量の非対称性); α = A2−A1

ACN
、ここで A1 と A2 はそれぞれ発射体と標的の質量数を表すだけでなく、2つの核

分裂片の質量数を表す。ACN は複合核の質量数である。図 4.1は、二中心媒介変数表示で記述した原子核の
形状の例である。パラメータ δ は δ = 3(a−b)

2a+b と定義され、aと bはそれぞれ z0 と z0 に直交する方向の楕円
軸の半分の長さを表す。ここでは、2つの分裂片は同じ変形をすると仮定する。ここで、RCN は球形の複合核
の半径を表し、パラメータ B は B = 3+δ

3−2δ と定義される。次に、非断熱ポテンシャルを以下の様に定義する。

Vadiab (q, t, L, T ) = VLDM (q, t) + VSH (q, T ) + Vrot (q, L) , (4.3)

ここで VLDM と VSH はそれぞれ Finite Range Droplet模型（液滴模型）によるポテンシャルエネルギーと温
度依存性を考慮した微視的エネルギーである。原子核の形状を表すパラメータの一つにネックパラメータ ϵが
ある。原子核の形状に関連する 2つの調和振動子ポテンシャルは z = 0でネックパラメータによって滑らか
に接続される (図 4.2参照)。ネックパラメータは次のように定義され

ϵ = E/E0, (4.4)
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a1 a2z1 z2

b2b1 Rneck

A1
A2

図 4.1 二中心媒介変数表示で説明される原子核形状の例。

E0

E

z1z2 0

V(z)

z

図 4.2 原子核の形状に対応する 2つの調和振動子ポテンシャル。2つの調和振動子ポテンシャルはネック
パラメータ ϵ = E/E0 で滑らかに接続される。

ϵの値が小さくなるにつれて、ネック領域は広がる。ここで、二中心媒介変数表示を用いたネック半径 Rneck

は以下のように計算される。

Rneck =

√
b21 −

(
z1
B

)2
ϵ

1 + G1
≈

√
b21 −

(
z2
B

)2
ϵ

1 + G2
, (4.5)

G1 =
z1

z2 − z1

[
1 −

(
b2
b1

)2
]
, G2 = − z2

z2 − z1

[
1 −

(
b1
b2

)2
]
. (4.6)

ネックパラメータ ϵ は二中心媒介変数表示に含まれ、非断熱ポテンシャルエネルギーが計算される。ネッ
クパラメータ ϵ の値は核分裂過程では 0.35 が推奨されている [58]。本研究では、ϵ = 1 を入口チャネル、
ϵ = 0.35を出口チャネルとして扱い、ϵの時間依存性を以下の様に仮定する。

VLDM (q, t) = V ϵ=1
LDM (q) fϵ (t) + V ϵ=0.35

LDM (q) [1 − fϵ (t)], (4.7)

fϵ (t) =
1

1 + exp
(

t−t0
∆ϵ

) . (4.8)

ϵの時間依存形式は一般的に用いられており [13, 84, 85, 44]、本研究ではネックの特徴的な緩和時間 t0 = 0.35

54



zsと分散 ∆ϵ = 0.1 zsを採用した。簡略化された VLDM および VSH は

VLDM (q) = ES (q) + EC (q) , (4.9)

VSH (q, T ) = E0
shell (q) Φ (T ) , (4.10)

E0
shell (q) = ∆Eshell (q) + ∆Epair (q) , (4.11)

として記述される。ES と EC は、それぞれ一般化された表面エネルギー [52] とクーロンエネルギーを表す。
E0

shell は T = 0での微視的エネルギーを表し、殻補正エネルギー ∆Eshell と対相関補正エネルギー ∆Epair の
和として計算される。T は複合核の内部エネルギーから計算した複合核の温度である。∆Eshell は、二中心
殻模型ポテンシャル [50, 53, 54] の一粒子準位から Strutinsky法 [11, 55] により、占有状態の一粒子エネル
ギーの和と平均化された量との差分として計算される。∆Epair は BCS近似で評価される [55, 4]。対相関エ
ネルギーの平均化部分は、単一粒子状態の密度がペアリングウインドウ上で一定であると仮定して計算され
る。ペアリング強度定数は同じ近似でギャップ方程式を解くことにより、平均ギャップパラメータ ∆̃に関連
し、偶奇質量差に関する経験的結果 [56] を考慮し、文献 [4] で提案された ∆̃ = 12/

√
Aを採用する。温度依

存係数 Φ (T ) = exp
(
−E∗

Ed

)
は文献 [57] で説明されている。ここで E∗ は複合核の励起エネルギーを示す。

E∗ は E∗ = alevT
2 で与えられ、alev は準位密度パラメータである。殻効果減衰エネルギー Ed は 20MeVと

する。この値は Ignatyuk達 [25] によって与えられている。Vrot は以下に示す全角運動量 Lから発生する遠
心力ポテンシャルエネルギー

Vrot (q, L) =
h̄2ℓ (ℓ + 1)

2I (q)
+

h̄2L1(L1 + 1)

2ℑ1(q)
+

h̄2L2(L2 + 1)

2ℑ2(q)
. (4.12)

である。ここで、I (q)と ℓはそれぞれ原子核の形状 q に依存した剛体の慣性モーメント相対角運動量を表す。
重い核分裂片と軽い核分裂片の慣性モーメントと角運動量それぞれは ℑ1,2 と L1,2 で表される。

4.2.2 動力学方程式
ランジュバン型の方程式は、図 4.3 に模式的に示すように、7 つの自由度 {R, δ1, δ2, α, ϑ, φ1, φ2} を持つ。
ただし、本研究では δ1 = δ2 とする。以下に示す多次元ランジュバン方程式 [46, 45, 57] を用いて、統一され
たポテンシャルエネルギー [46, 45, 57] を時間ごとに解く：

dqi
dt

=
(
m−1

)
ij
pj ,

dpi
dt

= −∂V

∂qi
− 1

2

∂

∂qi

(
m−1

)
jk

pjpk − γij
(
m−1

)
jk

pk + gijΓj (t) ,

dϑ

dt
=

ℓ

µRR2
,

dφ1

dt
=

L1

ℑ1
,

dφ2

dt
=

L2

ℑ2
,

dℓ

dt
= −∂V

∂ϑ
− γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
R + R

√
γtanTΓtan (t) ,

dL1

dt
= − ∂V

∂φ1
+ γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a1 − a1

√
γtanTΓtan (t) ,

dL2

dt
= − ∂V

∂φ2
+ γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a2 − a2

√
γtanTΓtan (t) . (4.13)

集団座標 qi は z, δ, and α, を表し、pi は qi と共役な運動量を表し、V は多次元ポテンシャルエネル
ギーを表す。ϑ は原子核の相対的な向きを表す。φ1 と φ2 は反応面における原子核の回転角度を表し、
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図 4.3 モデルで使用されている自由度を示す幾何学図。

a1,2 = R
2 ± R1−R2

2 は 2つの原子核それぞれの中心からそれぞれの核表面の中間点までの距離を表し、R1,2 は
原子核の半径を表す。Rは 2つの原子核間の距離である。全角運動量 L = ℓ + L1 + L2 は保存される。µR は
換算質量、γtan は衝突する原子核の接線方向の摩擦力である。ここではすべり摩擦と呼ぶことにする。分離し
た状態の原子核の現象論的摩擦力の影響は、すべり摩擦 γtan と半径方向の摩擦 γR が存在する。これらの影響
はWoods-Saxon型の半径方向の形成因子 [46] を用いて考慮される。
すべり摩擦と半径方向の摩擦は、それぞれ γtan = γ0

tF (ξ)と γR = γ0
RF (ξ) として記述される。ここで、半

径方向の半径方向の形成因子 F (ξ)は、F (ξ) =

(
1 + exp

ξ−ρF
aF

)−1

と表される。モデルパラメータである γ0
t

と γ0
R はそれぞれ 0.1 × 10−22 MeV s fm−2 と 100 × 10−22 MeV s fm−2 を採用した。ρF ≈ 2 fmと aF ≈

0.6 fmも文献 [46] で決められたモデルパラメータである。ξ は核表面間の距離、ξ = R − Rcontact、ここで
Rcontact は、Rcontact = R1 + R2 として表される。半径方向の現象論的摩擦は二つの核が一つの核になった
段階で一体摩擦に切り替えられている。γR は二体反応での表面摩擦モデル [60] に従ったエネルギー散逸を
考慮するために用いられている。一体の反応へ切り替わる際の半径方向の摩擦は γzz = γone

zz + Ω (ξ) γR とし
て計算される。一体系の場合、摩擦テンソルには wall-and-window one-body-dissipation modelによる γone

zz

を採用する [66, 36, 61, 62, 63, 64, 65, 67]。Ω (ξ)は現象論的な摩擦を一体系の摩擦に切り替える平滑化関数
Ω (ξ) =

(
1 + exp− ξ

0.3

)−1

[46]を表している。mij と γij はそれぞれ原子核の形状に依存する慣性質量および
摩擦係数である。慣性質量の計算にはWerner-Wheeler近似 [33, 34] による流体力学模型から得られる二体
散逸、摩擦係数には wall-and-window形式による一体散逸模型 [62, 35] を採用した。ガウス分布に従う正規
化されたランダム力 Γi (t)は白色雑音であると仮定し、⟨Γi(t)⟩ = 0 および ⟨Γi(t1)Γj(t2)⟩ = 2δijδ(t1 − t2)の
関係を満たす。アインシュタインの関係式に従い、ランダムな力の強さ gij は γijT =

∑
k gikgjk として与え

られる。
以上が本研究で用いた理論計算枠組みである。次節では計算結果および議論を示す。
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4.3 計算結果および議論
4.3.1 衝突初期段階のネックの成長
重イオン衝突の初期段階におけるネック形成のダイナミクスを解析するために、136Xe + 136Xe 反応にお
けるネック半径 Rneck の時間に対する揺らぎを計算した。入射エネルギーを Ec.m./Vbass = 1.01, 1.10 およ
び 1.20と変えて計算した接触からの時間 tと Rneck の関係を図 4.4に示す。ここで Vbass は Vbass = 299.56

MeVと計算される [24]。ネック半径は計算の各時間ステップから抽出し、20000試行の結果を足し合わせた。
ネック半径の値は図 4.4 の等高線図のように分布し、分布の尾根は黒線で示されている。計算結果の表示は
0.2 zs (zs = 10−21 s)までの衝突初期に限定した。ネック半径の成長率は、Ec.m./Vbass = 1.01, 1.10および
1.20の場合、それぞれ t ≈ 0.01, 0.03および 0.04 zsを超えると減少する。ここで、ネックが直線的に成長す
る領域を粘性領域、それ以降の領域を慣性領域と定義する。
なお、まずは巨視的な水滴合体のネック形成との類似性を確認するために、原子核衝突系では軌道角運動量
を 0（正面衝突）としている。後節で粘性を見積もる際には、QFあるいは DIC現象に対応する軌道角運動量
の有限値を計算に用いる。
図 4.4(a)では、入射エネルギーの減少に伴い DIC成分が増加するため、ネック半径が直線的に成長した後
に急激に衰退するため、分布が下側に大きく広がっている。図 4.4(b)の細い線は揺らぎの影響がない場合の
結果である。揺らぎがない場合ネック半径は一意に決まる。図 4.4(a)-(c)の黒線からわかるように、Rneck は
各入射エネルギーに対して 0.01、0.03、0.04 zs まで直線的に成長する。この Ec.m. 依存性は、接触後の入射
核が持つ余分な運動エネルギーによって入射核が標的核により押し込まれるためである。衝突する 2つの原子
核の相対速度は 3つの入射エネルギーに対応して、29, 31, 32 fm/zsを示す。
一方、Rneckの成長率は慣性領域で減少を示す。この傾きの変化は、水滴の研究 [71, 72, 73, 86, 87, 88, 89, 90]

で徹底的に議論されたようにダイナミクスの遷移を意味する。ここで、たとえ式 4.8に含まれる t0 と ∆ϵ が
0.1 zs ≤ t0 ≤ 1 zsと 0.1 zs ≤ ∆ϵ ≤ 10 zsの範囲で変化する場合でも、衝突初期段階でこのような特徴が確
認されることは確認済みである。。

4.3.2 粘性-慣性クロスオーバー現象
粘性領域では、毛細管力が粘性に逆らってネックを成長させる。時間 t に対するネック半径の関数

Rneck(t) ≈ C0σt/η は、表面エネルギーの減少量が粘性によって散逸されるという理解から導かれる
[73, 91, 87]。この研究では、係数 C0 の値は 1.5（= 3/2）である。ここで、σ は単位面積あたりの表面張力を
示し、二中心殻模型によって与えられる。 η は核物質の粘性係数を示す。
一方、十分な時間が経過すると、表面エネルギーの減少は運動エネルギーに変換され、ネック領域での核
子の運動が始まる。運動エネルギーと表面エネルギーのバランスを考慮すると、慣性領域ではネック半径は
Rneck(t) ≈ D0(σR0/ρ)1/4

√
t [92, 91] で表される。R0 = 1.2A1/3 は衝突前の入射核または標的核の質量数 A

での原子核半径を表し、ρ は原子核の密度であり、2.5 × 1017 kg/m3 と仮定する。係数 D0 は本研究では約
1.19 (∼ 21/4)である。C0 と D0 はともに 1のオーダーであり、これらの値は文献 [72, 73, 92] で報告されて
いるように、我々の結果の解析にも妥当な値である。
これら 2 つのネック半径関数を、図 4.4 の黒の太線で示した計算結果とともに図 4.5 にプロットした。図

4.5 ではダイナミクスの遷移に注目するため、軸スケールを変更している。図 4.5 の粘性領域における時間
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図 4.4 Ec.m./Vbass = (a) 1.01, (b) 1.10 および (c) 1.20における 136Xe+ 136Xe反応の 2次元 Rneck-

時間分布。黒の太い線は等高線の尾根。細い線は揺らぎのないネック半径の計算結果。20000回の計算の
各時間ステップのネック半径を蓄積して等高線図を作成した。

に対する線形依存性のデータから、粘性係数を抽出することができる。ネック半径の時間に対する線形依存
性は、η の最適値を用いて緑の実線で描かれている。図 4.5(a)-(c) から抽出した粘性係数の値は、それぞれ
0.0092 TP、0.0090 TP、0.0086 TPであった。これらの値は GDRの実験データから抽出された粘性係数の
値 0.025 TP と比べて、かなり小さな値である。この原因は、現在の計算条件によって解析した反応過程と
GDRの実験データの見ている反応過程が異なるためである。この結果を踏まえて、粘性係数の推定を新たに
行った結果は 4.3.3項に示すことにする。
超重核生成するような衝突では、クーロン障壁を乗り越えても内部障壁が存在する。図 4.5(b)や (c)のよ
うな高入射エネルギー反応の場合、核物質は非圧縮性であるため、内部障壁との相互作用によって生じると
考えられる圧縮領域は回避される。その代わりに、ネック領域の幅（横の長さ）を変えずにネック半径（縦
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図 4.5 Ec.m./Vbass = (a) 1.01, (b) 1.10, (c) 1.20 の 136Xe+ 136Xe 反応における、最初につながった
ネックからの経過時間 tの関数とした合体時のネック半径 Rneck。黒の実線は図 4.4と同じ。緑色の実線と
破線は、それぞれ粘性-毛細管スケーリング（Rneck ∝ t）と慣性-毛細管スケーリング（Rneck ∝ t1/2）によ
るものである。点線は原子核-原子核衝突における相互作用領域の流動ダイナミクスを考慮した Rneck の関
数です。補正係数 ∆r と係数 C0 と D0 については本文で説明する。矢印はクロスオーバー点 Rc を示す。

の長さ）が拡大すると考えられる。この効果は追加パラメータ ∆r によって考慮される。液滴の合体実験
[71, 72, 73, 86, 87, 89, 90] では、液滴間の相対速度はゼロと考えられている。対照的に、我々の反応系では
合体におけるクーロン障壁を克服するために、必然的に衝突する原子核の相対速度が必要となる。この点で、
今回のケースではネック領域における支配的な運動が、粘性領域における巨視的な物質の場合 [92] とは異な
る。以上が、高入射エネルギー反応でのネック半径の成長を理解するために ∆r というパラメータを導入しな
ければならなかった理由である。
粘性領域と慣性領域がクロスオーバーする点 Rc にはエネルギー依存性があり、図 4.5(a)-4.5(c)ではそれぞ
れ 0.6 fm、1.6 fm、1.87 fmである。図 4.5(b)と図 4.5(c)の場合の慣性領域での Rneck(t)の対応するシフト
は、∆rの値は 0.54 fmと 0.74 fmであった。これらの値は、Rc までに系が経験するネック半径の平均から決
定された。

59



4.3.3 巨視的な液滴のアナロジーから推定される原子核の粘性係数
ネック形成から核粘性係数を推定する新しい方法を実施した。GDRにおける実験データからの粘性係数と
比較するために、高い軌道角運動量 (L = 210h̄)に対して計算を行った。図 4.6は Ec.m./Vbass = 1.20におけ
る 136Xe + 136Xe反応における L = 210h̄の 2次元 Rneck-tの関係を計算した結果である。図 4.4(c)の結果と
比較すると、角運動量の増加による DIC成分の増加によりネックが急激に消失するため、分布は下側に大き
く広がっている。細い黒線は L = 0h̄で計算した図 4.4(c)の黒線と同じである。高い軌道角運動量を反応に持
ち込む場合では、粘性領域で現れるネックの急激な成長は抑制される。これは正面衝突の場合二核が重なり合
う領域は多い一方で、高い軌道角運動量を持つ反応では原子核の表面間をこするような反応（かすめ衝突）が
起こるため、幾何学的な理解から衝突後の圧縮されるネック領域が減るためである。ゆえにネック半径の傾き
はなだらかになる。ネック半径の変化は Rneck(t) ≈ C0σt/η を使って緑の線で表される。太い黒線で示した 0

zsから 0.04 zsまでの勾配に緑線をフィットさせると、原子核の粘性係数 η は 0.02 ± 0.01 TPと推定される。
考えられる誤差 0.01 TPは分布の広がりを考慮している。
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図 4.6 Ec.m./Vbass = 1.20での 136Xe+ 136Xe反応における L = 210h̄での 2次元 Rneck-tの関係。太
い黒線は等高線図の尾根である。900000 試行の計算の各時間ステップでのネック半径を積算して等高線
マップを作成している。細い黒線は図 4.4(c)の結果（L = 0h̄）と同じ。緑線は Rneck(t) ≈ C0σt/η を用
いた粘性-毛細管 (Rneck ∝ t)スケーリングを示す。

次に、本モデルで扱った摩擦テンソル γαα と慣性テンソル mαα を用いて推定した粘性係数の値を評価す
る。動粘性係数 ν は reduced friction coefficient βαα(q)用いて以下のように示される [84, 93, 94]：

βαα (q) =
γαα
mαα

, (4.14)

ν =
βαα (q)R2

neck

6
, (4.15)

原子核物理で二体粘性係数として扱われる η は、動粘性係数を用いて η = ρν として求められる。粘性毛管
力が支配的となる 0 zs から 0.04 zs の間を平均すると、本ケースでは η ≈ 0.021 となる。reduced friction

60



coefficient から得られる粘性係数は、ランジュバン計算のネック形成の傾きから得られる粘性係数の誤差範囲
に留まり、ほぼ一致している。したがって、本研究で用いた原子核の粘性係数の新しい推定法が妥当であるこ
とを暗に意味している。

4.4 結言
巨視的質量パラメータを採用したランジュバン方程式を用いて、原子核-原子核衝突におけるネック半径成
長のダイナミクスを調べた。この研究では、136Xe + 136Xe系を例にとり、原子核の粘性を明らかにするため、
ネック形成を支配する衝突の初期段階に焦点を当てた。この研究で推定した原子核の粘性係数は 0.02 ± 0.01

[TP]であり、GDRの実験データから抽出される粘性と同等であることがわかった。衝突初期では粘性毛管力
（Rneck ∝ t）が働き、衝突後期では慣性毛管力（Rneck ∝ t1/2）が支配的になる。原子核のようなミクロな液
滴においても、ネックパラメータεの時間依存関数形とは無関係に粘性-慣性クロスオーバー現象が見られる
ことは注目に値する。ミクロな原子核の合体で起こる合体初期から後期へのダイナミクスの変化が、マクロな
水滴の場合と類似している結果から、原子核を水滴と見立てる理解の妥当性、つまり本研究で扱う液滴模型の
妥当性を示唆している。
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第 5章

重イオン融合反応における融合阻害の動力
学的なメカニズム

5.1 序言
重イオン反応ではいくつかの過程に分類される。第一段階では、主にクーロンポテンシャルによる相互作用
障壁を乗り越えた後、入射核と標的核が互いにくっつく（捕獲過程）。次に、系は複合核（CN）を形成する経
路を進む。この過程が融合過程である。そして、反応イベントの大部分は、ある程度の核子を交換した後の再
分離（準核分裂（QF）過程または深部非弾性衝突（DIC）過程）に発展する。特に、より重い超重核を生成す
るとなるとそれらのイベントが顕著である。
捕獲断面積は QF 断面積、DIC 断面積、CN 断面積の和として定義され、実験によって測定可能な量であ
る。理論的には、衝突パラメータに対応する角運動量因子（2L + 1）を重みとする相互作用障壁の輸送係数の
総和によって、捕獲断面積を定義することができる。重要なことは、QFや DICと競合する融合現象を同定
することである。CN断面積の見積もりは超重元素の合成予測に極めて重要である。なぜなら、超重元素は核
分裂の支配的な過程から生き残った CNの蒸発残留核として同定されるからである。
捕獲断面積を QFと DICから分離し、CN断面積を同定する多くの試みが報告されている。Swiatecki [95]

による初期の巨視的力学モデルでは、二核をつなぐネックの自由度を考慮して CN断面積が見積もられた。ま
た、融合確率はスモルコフスキー拡散モデル [96] によって計算されているだけでなく、多次元ランジュバン方
程式 [97] によって変形空間の CN領域を通過する確率を融合確率とし推定されてもいる。近年、ランジュバ
ン方程式は超重核領域の核融合・核分裂現象の解析に広く用いられている [98, 99, 100, 101, 102, 103]。CN

断面積に対する別のアプローチとしては、dinucleus system model（DNSモデル） [104, 75] があり、彼らは
衝突系のネック挙動の重要性を指摘し、より重い衝突系における核融合確率の理論的過大評価が、ネック自由
度の質量パラメータの適切な扱いによって改善されることを示している。
ゆえに、本研究でも原子核形状の時間発展のダイナミクスを詳細に調べる必要がある。特にネック（原子核
間を接続するくびれ）の時間発展は重要な因子の一つであるが [104, 105, 83]、その詳細については議論され
ていない。従って、ネックパラメータの時間発展、その役割、および融合過程における寄与を解析することが
不可欠である。
本研究では、48Ca+208Pb 系を用いた核融合障害の動力学的メカニズムを、ネックの成長に着目したラン
ジュバン方程式の 3次元変形空間における軌道の解析によって明らかにする。具体的には、衝突する原子核の
接触段階からネックが成長するパターンと接触段階からのネック成長の遅延がある場合を主に比較し、融合に
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向かうダイナミクスにどのような影響を与えるかを明らかにする。
次節で、ランジュバン型アプローチについて簡単に説明する。Ec.m. = 180.0 MeVでの 48Ca + 208Pb系
における融合阻害の動力学的メカニズムを 5.3節で示し、ネック形成の影響と核融合阻害の理由についての詳
細な解析及び議論を行う。最後に結言を述べる。

5.2 モデルの枠組み
5.2.1 ポテンシャルエネルギー
本研究では、多次元ランジュバン方程式に基づく動力学模型を採用しており、これは文献 [45] の統一モデ
ルと類似している。衝突の初期では、核子が移行する段階は二つの部分から構成される。まず、反応の進行が
速すぎて核子が最も低い一粒子準位を占めることができないため、接近段階では系は入射核と標的核の基底状
態でポテンシャルエネルギーが計算される。その後、系は非断熱的なものに変わり、複合系全体の基底状態で
計算されたポテンシャルエネルギーに緩和する。したがって、2つの反応段階の遷移を時間依存の重み付け関
数で以下のように扱う：

V = Vdiab (q) f (t) + Vadiab (q) [1 − f (t)] , (5.1)

f (t) = exp

(
− t

τDA

)
. (5.2)

ここで q は核形状を表す集団座標を表す。tは相互作用時間、tauDA は断熱ポテンシャルエネルギーから非断
熱ポテンシャルエネルギーへの遷移における緩和時間である。文献 [46, 45, 13] で提案されている緩和時間
τDA = 0.1 zsを本研究では用いる。原子核の変形を表現する座標として、二中心媒介変数表示 [50, 51] によっ
て以下の 3つのパラメータを定義する： z0 = |z1| + |z2| (2つのポテンシャルの中心間の距離)、δ(フラグメ
ントの変形)、α(衝突する原子核の質量の非対称性); α = A2−A1

ACN
、ここで A1 と A2 はそれぞれ入射核と標的

核の質量数を表すだけでなく、2つの核分裂片の質量数を表す。ACN は複合核の質量数である。変形度 δ は
δ = 3(a−b)

2a+b と定義され、aと bはそれぞれ z0 と z0 に直交する方向の楕円軸の半分の長さを表す [50]。ここで
は、2つの分裂片は同じ変形をすると仮定する。ここで、RCN は球形の複合核の半径を表し、パラメータ B

は B = 3+δ
3−2δ と定義される。自由度の数は 3つの変形パラメータに制限した理由は、動力学方程式を数値的に

解く際、計算時間が膨大になることを避けるためである。
3つの変形パラメータ以外に原子核の形状を表すパラメータの一つであるネックパラメータ ϵは文献 [58] で
調整されており、本研究では文献 [13, 14] に従い、入口チャネルには ϵ = 1、出口チャネルには ϵ = 0.35を用
いる。ϵにおけるポテンシャルエネルギーの時間依存性は、Finite Range Liquid Drop Model（FRLDM）内
で考慮され、ネックの特性緩和時間 t0 と分散∆ϵ を用いて以下のように表す：

VLDM (q, t) = VLDM (q, ϵ = 1) fϵ (t) + VLDM (q, ϵ = 0.35) [1 − fϵ (t)], (5.3)

VLDM (q, ϵ) = ES (q, ϵ) + EC (q, ϵ) , (5.4)

fϵ =
1

1 + exp
(

t−t0
∆ϵ

) , (5.5)

ここで ES と EC はそれぞれ一般化された表面エネルギーとクーロンエネルギーを表す [52]。t0 の値が 0 sと
すると、接触と同時に ϵ = 1の非断熱ポテンシャルエネルギーは ϵ = 0.35の非断熱ポテンシャルエネルギー
に向かって遷移を始める。ϵ値の緩和における時間依存の重み付け関数は、Langevin型アプローチに基づく
モデルでしばしば採用されている [13, 14, 106, 44, 85, 84].。
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ϵの値と系の温度 T が与えられたときの非断熱ポテンシャルエネルギーは次のように定義される。

Vadiab (q, t, L, T )

= VLDM (q, t) + VSH (q, T ) + Vrot (q, L) , (5.6)

VSH (q, T ) = E0
shell (q) Φ (T ) , (5.7)

E0
shell (q) = ∆Eshell (q) + ∆Epair (q) , (5.8)

Φ (T ) = exp

(
−E∗

Ed

)
. (5.9)

VSH は温度依存性を考慮した殻補正エネルギーである。E0
shell は T = 0での微視的エネルギーを表し、殻補

正エネルギー ∆Eshell と対相関補正エネルギー ∆Epair の和として計算される。T は複合核の内部エネルギー
から計算した複合核の温度である。∆Eshell は、二中心殻模型ポテンシャル [50, 53, 54] の一粒子準位から
Strutinsky法 [11, 55] により、占有状態の一粒子エネルギーの和と平均化された量との差分として計算され
る。∆Epair は BCS近似で評価されている [55, 4]。対相関エネルギーの平均化部分は、単一粒子状態の密度
がペアリングウインドウ上で一定であると仮定して計算される。ペアリング強度定数は同じ近似でギャップ方
程式を解くことにより、平均ギャップパラメータ ∆̃に関連し、偶奇質量差に関する経験的結果 [56] を考慮し、
文献 [4] で提案された ∆̃ = 12/

√
A を採用する。温度依存係数 Φ (T ) = exp

(
−E∗

Ed

)
による影響は文献 [57]

で説明されている。ここで E∗ は複合核の励起エネルギーを示す。E∗ は E∗ = alevT
2 で与えられ、alev は準

位密度パラメータである。殻効果減衰エネルギー Ed は 20MeVとする。この値は Ignatyuk達 [25] によって
与えられている。Vrot は以下に示す全角運動量 Lから発生する遠心力ポテンシャルエネルギー

Vrot (q, L) =
h̄2ℓ (ℓ + 1)

2I (q)
+

h̄2L1(L1 + 1)

2ℑ1(q)
+

h̄2L2(L2 + 1)

2ℑ2(q)
. (5.10)

である。ここで、I (q)と ℓはそれぞれ原子核の形状 q に依存した剛体の慣性モーメント相対角運動量を表す。
重い核分裂片と軽い核分裂片の慣性モーメントと角運動量それぞれは ℑ1,2 と L1,2 で表される。

5.2.2 動力学方程式
軌道計算結果は以下の多次元ランジュバン方程式 [46, 57, 59] を用いて、時間に依存した統一ポテンシャル
エネルギー [46, 45, 57] を解くことで得られる：

dqi
dt

=
(
m−1

)
ij
pj ,

dpi
dt

= −∂V

∂qi
− 1

2

∂

∂qi

(
m−1

)
jk

pjpk − γij
(
m−1

)
jk

pk + gijΓj (t) ,

dϑ

dt
=

ℓ

µRR2
,

dφ1

dt
=

L1

ℑ1
,

dφ2

dt
=

L2

ℑ2
,

dℓ

dt
= −∂V

∂ϑ
− γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
R + R

√
γtanTΓtan (t) ,

dL1

dt
= − ∂V

∂φ1
+ γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a1 − a1

√
γtanTΓtan (t) ,

dL2

dt
= − ∂V

∂φ2
+ γtan

(
ℓ

µRR
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a2 − a2

√
γtanTΓtan (t) . (5.11)

集団座標 qi は z, δ, and α,を表し、pi は qi と共役な運動量を表し、mij と γij はそれぞれ原子核の形状に
依存する慣性質量および摩擦係数である。慣性質量はWerner-Wheeler近似 [33, 34] による流体力学模型か
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ら得られる二体散逸によって計算され、摩擦係数は wall-and-window形式による一体散逸を仮定して得られ
る [62, 35]。ガウス分布に従う正規化されたランダム力 Γi (t)は白色雑音であると仮定し、⟨Γi(t)⟩ = 0 およ
び ⟨Γi(t1)Γj(t2)⟩ = 2δijδ(t1 − t2)の関係を満たす。アインシュタインの関係式に従い、ランダムな力の強さ
gij は γijT =

∑
k gikgjk として与えられる。V は多次元ポテンシャルエネルギーを表す。ϑは原子核の相対

的な向きを表す。φ1 と φ2 は反応面における原子核の回転角度を表し、a1,2 = R
2 ± R1−R2

2 は 2つの原子核そ
れぞれの中心からそれぞれの核表面の中間点までの距離を表し、R1,2 は原子核の半径を表す。Rは 2つの原
子核間の距離である。全角運動量 L = ℓ + L1 + L2 は保存される。µR は換算質量、γtan は衝突する原子核
の接線方向の摩擦力である。ここではすべり摩擦と呼ぶことにする。分離した状態の原子核の現象論的摩擦
力の影響は、すべり摩擦 γtan と半径方向の摩擦 γR が存在する。これらの影響は文献 [46] に記載されている
Woods-Saxon型の半径方向の形成因子を用いて表している。
すべり摩擦と半径方向の摩擦は、それぞれ γtan = γ0

tF (ξ)と γR = γ0
RF (ξ) として記述される。ここで、半

径方向の半径方向の形成因子 F (ξ)は、F (ξ) =

(
1 + exp

ξ−ρF
aF

)−1

と表される。モデルパラメータである γ0
t

と γ0
R はそれぞれ 0.1 × 10−22 MeV s fm−2 と 100 × 10−22 MeV s fm−2 を採用した。ρF ≈ 2 fmと aF ≈

0.6 fm も文献 [11] で決定されたモデルパラメータである。ξ は核表面間の距離、ξ = R − Rcontact、ここで
Rcontact は、Rcontact = R1 + R2[11]として表される。γR は二体反応での表面摩擦モデル [60] に従ったエネ
ルギー散逸を考慮し用いている。半径方向の現象論的摩擦 γR は二つの核が一つの核になった段階で一体摩擦
γzz に切り替わるように以下の形式で表されている;

γzz = γone
zz + Ω (ξ) γR. (5.12)

ここで、γone
zz は wall-and-window 形式による一体散逸模型による一体系での摩擦を表している [36, 61, 62,

63, 64, 65, 66, 67]。また、二体系で働く摩擦を一体系の摩擦に切り替える平滑化関数 Ω (ξ)は

Ω (ξ) =
(

1 + exp− ξ
0.3

)−1

. (5.13)

として表される。
以上が本研究で採用した理論計算の枠組みである。次節では計算結果および議論内容を示す。

5.3 計算結果および議論
5.3.1 ネックの形成による融合阻害
重イオン衝突におけるネックの形成の影響による融合阻害を調べるために、48Ca+208Pb の反応を例にと
り、まずは ϵを異なる値で固定（1.0と 0.65）した場合の一次元融合障壁を図 5.1に示す。ϵ = 1.0の場合、障
壁のトップと接触線は同じ位置にある。つまり、ϵ = 1.0の接近過程ではこの時点でまだ内部障壁は形成され
ていないということである。したがって、2つの原子核が接触した後、融合障壁を乗り越えた反応は比較的容
易に複合核の形成に向かう。一方、2つの核が接触する前にネックブリッジを形成する ϵ = 0.65の場合、接触
線での融合障壁が ϵ = 1.0と比較して下がる。融合障壁の高さが減少することにより融合の促進が期待される
が、系は摩擦力に抗しながら z = 0.6付近に現れる障壁（内部障壁）を乗り越える必要があり、その結果、融
合阻害が生じる。詳細は後述することにする。
ここで、48Ca+208Pbにおいて、ϵを 1.0と 0.65で固定した際の接触前 {z, δ, α}={2.0,0.0,0.63}の原子核
の形状を図 5.2に示した。図 5.2示すように、ϵ = 0.65を用いると接触前にネックブリッジが形成されている
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図 5.1 48Ca+208Pb 反応における正面衝突 (L = 0h̄) の一次元融合障壁。実線は ϵ = 1.0 固定、破線は
ϵ = 0.65固定の場合。接近過程でネックブリッジが形成されない（ϵ = 1.0固定での）融合障壁、接近過程
でネックブリッジがすでに形成される（ϵ = 0.65固定での）融合障壁をそれぞれ実線と破線で表している。
垂直の実線と破線はそれぞれ ϵ = 1.0固定と ϵ = 0.65固定の場合での接触時の z の値である。青い領域は
複合核（Compound Nucelus; CN）領域を示す。

ことが確認できる。
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図 5.2 2つの原子核が接触する前の 48Ca+208Pbの原子核の形状 ({z,δ,α} = {2.0,0.00,0.63})。実線と
破線はそれぞれ ϵ = 1.0と ϵ = 0.65に固定した場合の原子核の形状に対応する。

次に、Ec.m. = 180.0 MeVの 48Ca+208Pb反応におけるネックブリッジ形成の違いによる核分裂片の質量
分布 (Fission Fragment Mass distribution; FFMD)を調べた。ϵ = 1.0と ϵ = 0.65の軌道角運動量の影響を
除いた（L = 0h̄での）FFMDを図 5.3に示す。ϵ = 0.65で固定した FFMDは、ϵ = 1.0の場合の FFMDに
比べて質量対称分裂の成分が減少している。この質量対称分裂の減少は、図 5.1で示した接触後の内部障壁に
よるものである。分布の両側の鋭いピークは衝突系の質量数（48 uと 208 u）でしばしば確認される準弾性散
乱 (Quasi Elastic Collision; QEC)のイベントである。接触前にネックブリッジが形成されると、殻効果によ
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り矢印で示す 180Hg付近に 2つ目のこぶが確認される。これらのこぶは準核分裂 (QuasiFission; QF)イベン
トに対応し、入射チャネルの情報を保持している（系の平衡化が十分に進まぬまま核分裂を起こしている）こ
とを意味している。
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図 5.3 Ec.m. = 180.0 MeVの 48Ca+208Pb反応における正面衝突 (L = 0h̄)での核分裂片の質量分布。
実線は ϵ = 1.0固定、破線は ϵ = 0.65固定の計算結果。

接触前にネックブリッジの形成が現れる場合の FFMD について、平均軌道（揺らぎの影響がない）計算
を用いた動力学的解析の観点から調査した。図 5.4 は Ec.m. = 180.0 MeV における角運動量の影響を除い
た 48Ca+208Pb反応の計算結果である。軌道計算開始地点は {z, δ, α}={2.65,0.0,0.63}である。図 5.4(a)に、
接触前にネックブリッジが形成される場合とされない場合の両方の z の時間発展を示す。実線で示すように、
ネックブリッジが形成されない場合、z の値は基底状態に向かって動き始める。接触前にネックブリッジが形
成された場合、z は破線で示すように核分裂領域に向かう。ϵ = 1.0と ϵ = 0.65の場合の動力学的変化の特徴
的な時間をそれぞれ垂直な実線と破線で示す。それぞれの時間は 6.845×10−21 sと 9.873×10−21 sである。
図 4.4(b)は揺らぎがない時の αの時間変化である。接触前にネックブリッジが形成される場合 (ϵ = 0.65)、
系は十分なネック断面積を得ることができるため、ネックを介した核子の移行によって質量非対称度の緩和は
早い段階から急速に始まる。逆に ϵ = 1.0の場合、太いネックが形成されないため、質量非対称度の緩和が遅
れる。これらの計算では揺らぎは考慮されていないことに注意されたい。図 5.4(b)に、動的変化が起こる特
徴的な位置を★ (α = 0.46)と☆ (α = 0.13)で示す。
α = 0.46 と α = 0.13 の点における z − δ 平面のポテンシャルエネルギー曲面上に描かれた ϵ = 1.0 と

ϵ = 0.65の平均軌道をそれぞれ図 5.4(c)と図 5.4(d)に示す。図 5.4(c)と図 5.4(d)にプロットされた★と☆
は、それぞれ図 5.4(b) の★と☆の位置に対応している。図 5.4(c) の★の後を通過する軌道の振る舞いから、
融合領域に向かって障壁が存在しないため、軌道は基底状態に導かれることが確認できる。一方、図 5.4(d)

の☆の位置で核分裂領域に戻される軌道は、質量非対称度が急激に緩和されたために内部障壁が現れたためで
す。そのため、軌道は CN領域に侵入できず、核分裂方向に進む。内部障壁の形成は初期 (ϵ = 0.65の場合)

に十分に厚いネックが形成され、質量非対称度が急激に緩和されたことによって引き起こされている。このこ
とから、準核分裂はネックの初期ダイナミクスによって制御されているとわかる。
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図 5.4 z (a) と α (b) の異なる ϵ 値に対するゆらぎのない時間発展（平均軌道）。重要な相互作用時間 t

を垂直な実線と破線で示す。ϵ = 1.0と ϵ = 0.65に固定した場合の質量非対称度の重要な値をそれぞれ★
と☆で示す。★ (α = 0.46)と☆ (α = 0.13)に対応する z − δ 平面のポテンシャルエネルギー曲面をそれ
ぞれ (c)と (d)に描き、それらの上に ϵ = 1.0固定と ϵ = 0.65固定での平均軌道を投影した。

5.3.2 ネックの緩和開始に依存した核分裂片の質量分布
核分裂片の質量分布（FFMD）に関連して、ランジュバン計算における ϵのダイナミクスを調べる。式 5.5

において ∆ϵ = 1.0 × 10−22 sを用いて ϵの緩和が進むと仮定する。理論的な報告 [104, 75, 107, 108, 109] に
よると、ϵが緩和を始めると緩和は急速に進行する。緩和の開始時間は t0 によって調整される。ϵの初期ダイ
ナミクスの違いを調べるために、t0 = 0 sと 5.0×10−21 sを用いた。以降、それぞれの緩和モードを “contact

relaxation”と “delayed relaxation”と呼ぶことにする。図 5.5は Ec.m. = 180.0 MeVの 48Ca+208Pb反応
における異なる緩和モードについて計算した FFMDを示している。準弾性散乱が支配的な質量範囲 A < 58,

198 < Aのイベントは解析にノイズが入るために除害した。FFMDを見ると “contact relaxation”では質量
非対称核分裂が、“delayed relaxation” では質量対称核分裂が支配的である。“contact relaxation” の場合、
早期にネックが形成されるため内部障壁が形成されるが、動的揺らぎの効果により内部障壁を乗り越える軌道
が形成されるため、融合核分裂収率はわずかに確保されている。全体に対する融合核分裂の割合は、“contact

relaxation”で 0.57%(黒塗りつぶし部分)、“delayed relaxation”で 14.23%(灰色塗りつぶし部分)である。こ
れらの割合からも “contact relaxation”モードでは CN生成断面積が妨げられていることがわかる。次に支
配的な核分裂モードの違いを揺らぎの影響を考慮したまま動的に解析し、論じていく。
図 5.6に各 αにおける z − δ ポテンシャルエネルギー面（Potential Energy Surface; PES）に、ゆらぎを
伴う “contact relaxation”と “delayed relaxation”のサンプル軌道を投影した。計算は ×からどちらも開始
している。図 5.6(a)を見ると、ϵの緩和が始まる黒四角と青丸まで軌道が続いていることがわかる。“contact

relaxation”と “delayed relaxation”の軌道は、それぞれ×から黒四角および青丸まで ϵを 1.0に保っている。
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図 5.5 Ec.m. = 180.0 MeVにおける 48Ca+208Pb反応の軌道角運動量 L = 0− 100 h̄の範囲で計算し
た核分裂片の質量分布。実線と破線はそれぞれ ϵ の 2 つの緩和モード (接触後期から始まる緩和と接触直
後から始まる緩和)の計算結果を示す。“delayed relaxation”と “contact relaxation”の融合核分裂成分
をそれぞれ灰色と黒で塗りつぶした領域で示す。

“delayed relaxation”の場合、図 5.6(a)の ×から青丸までの軌道を辿り、その際ネックの緩和は行われな
い。青丸は図 5.6(b)にも示されているが、後述する質量非対称度の緩和により PESは大きく変化しているこ
とに注意されたい。軌道は “delayed relaxation”の場合に対応する図 5.1（実線）のような内側（z が小さい
方）の勾配によって複合核領域に向かって移動しやすい。その後、軌道は {z, δ} 付近に現れたポケットにト
ラップされるため、質量非対称度は急速に緩和される。この変形空間に現れるポケットの効果は、すでに文献
[110] で報告されている。そして、軌道は αが十分に緩和され、黒矢印で示すように α = 0付近から抜ける。
図 5.4(c)では、{z, δ}={0.0,0.2}付近に現れたポケットによって軌道がトラップされるが、図 5.6(b)ではポ
ケットにトラップされない。これは、図 5.6(b)では最終的に動的揺らぎの影響により、分裂方向に移動する
ためである。
一方、“contact relaxation”の場合、内部障壁を乗り越える前にネックをを介した質量移行が活発に起こる。
図 5.6(a)から図 5.6(c)は、αの早期緩和により軌道と PESが変化している。図 5.6(c)に見られるように、質
量非対称度が早期に緩和されるため、内部障壁の形成によって軌道が複合核領域に入りにくくなる。図 5.6(c)

と図 5.6(d)にも同じ軌道を投影したが、最終的に融合への道は内部障壁によって閉ざされ、α = 0.2で核分裂
に向かう（図 5.6(d)の黒矢印）。

5.3.3 軌道角運動量による denecking過程の解析
図 5.7 は 48Ca+208Pb 反応における軌道角運動量に依存した一次元融合障壁を示している。接触点での障
壁は式 5.10による遠心力ポテンシャルエネルギーに応じて高くなる。したがって、Lに対応して CNの生成
は抑制されると考えられる。
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図 5.6 Ec.m. = 180.0 MeV における 48Ca+208Pb 反応のポテンシャルエネルギー曲面に描かれたゆら
ぎを持つ軌道。青実線は接触後期からの ϵ緩和を、黒破線は接触直後からの ϵ緩和を示す。×は計算開始
地点。ϵパラメータの緩和開始地点を黒の四角と青丸で示す。緩和開始までの軌道を (a)に、緩和開始後の
軌跡を [(b)-(d)]に示す。黒い矢印は核分裂に向かう軌道の進行方向を示している。

48Ca+208Pb の Ec.m. = 180.0 MeV の反応で角運動量を持ち込む反応の場合、L = 0 h̄ の議論がどのよ
うに変わるかを調べる。z − δ 平面上のいくつかの L の値に対する軌道分布を図 5.8 に示す。上 3 枚の図
5.8(a)-5.8(c)は ϵの “delayed relaxation”の場合、下 3枚の図 5.8(d)-5.8(f)は ϵの “contact relaxation”の
場合である。すべての軌道は ×から始まっている。“delayed relaxation”の場合、L = 0 h̄と L = 30 h̄の実
質的な軌道は複合核領域 {z, δ}={0.0,0.2}まで到達するが、“contact relaxation”の場合、複合核領域に侵入
する軌道は L = 0 h̄に限定される。図 5.6(a)に示すように、αの緩和が急激に起こる {z, δ}={0.0,0.2}のポ
ケットで軌道が多く溜まっているため、質量対称分裂が支配的になる。L = 60 h̄ではどちらの緩和モードで
あっても軌道は遠心力ポテンシャルの増加による障壁を乗り越えられない。
ここで “delayed relaxation” と “contact relaxation” とで軌道の進む向きに着目すると、接触後の軌道の
平均運動方向が明らかに異なる。図 5.8(b)からわかるように、接触後の軌道の進む向きは水平線から約 30度
である。しかし、図 5.8(e)に示すように、“contact relaxation”の場合の軌道の進む向きは水平線から 60度
である。この傾向は他の軌道角運動量でも起こる。この差は、5.3.2節で述べたネックの初期成長による内部
障壁の形成に由来するものであり、融合阻害の主な要因である。
最後に、融合確率（PCN）の推定を試みる。我々のモデルにおける融合確率の定義は文献 [57, 14] に示され
ている。図 5.9は Ec.m. = 180.0 MeVの 48Ca+208Pb反応における ϵの緩和モードの違いによる各軌道角運
動量の PCN を示している。PCN は ϵを 1.0に固定した場合に最も高くなる。これは ϵの緩和による内部障壁
の形成がないためである。“delayed relaxation” の PCN は “contact relaxation” の PCN より 1 桁高く、そ
の差は L = 40 h̄に及ぶ。このことから、ϵの “delayed relaxation”によって融合の促進が期待できることが
わかる。ϵの早期緩和は、内部障壁の形成による融合阻害を起こす。超重核の融合確率を評価するためには、
原子核がくびれない方向への (denecking) 運動、つまり ϵ の緩和がいつ始まるかが重要であるということで
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図 5.8 Ec.m. = 180.0 MeV の 48Ca+208Pb 系の軌道角運動量と緩和モードの違いによる軌道分布。×
は計算開始地点。[(a)-(c)]と [(d)-(f)]はそれぞれ ϵの “delayed relaxation”と “contact relaxation”の
軌道分布を示している。[(a),(d)]、[(b),(e)]、[(c),(f)]はそれぞれ軌道角運動量 0 h̄, 30 h̄, 60 h̄での結果
を示す。白抜きの丸と四角はそれぞれ (b) と (e) における接触点を示す。破線は計算開始地点からの軌道
が進む方向を示す。

ある。
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図 5.9 Ec.m. = 180.0 MeVにおける 48Ca+208Pbの様々な Lの値に対する融合確率 PCN。太い実線は
“delayed relaxation”の場合、破線は “contact relaxation”の場合である。細い線は ϵ = 1.0に固定した
場合の計算である。

5.4 結言
ランジュバン方程式をベースとした動力学模型を用いて、重イオン融合反応によるネック形成による融合阻
害を調べた。入射核と標的核の接近段階でネックブリッジが形成されると、融合障壁は減少する。しかし、接
触前にネックブリッジが形成されると、核分裂片の質量数が ACN/2 ± 20 uの範囲内にカウントされる質量対
称核分裂のイベントが減少する。つまり、核子の移行が抑制されてしまうことを意味している。
融合確率は ϵの緩和開始が遅い場合よりも、早い場合の方が低くなることがわかった。この原因は上述した
ように早期にネック緩和が始まると融合障壁は全体として減少するが、原子核の変形空間上での軌道解析の結
果から、融合障壁の減少と同時に内部障壁が発生し、軌道が融合領域内に入ることを阻害することがわかっ
た。従って、融合阻害は衝突初期の原子核がくびれない（denecking）運動による内部障壁の形成からきてい
ることが明らかとなった。
本研究では接近過程から接触初期まで原子核同士が衝突した時の圧縮領域を考慮した断熱的なポテンシャル
エネルギーを採用しているが、衝突初期においては、系の断熱的状況を考慮した denecking 運動を考慮した
ネックの緩和モードを議論する必要がある。断熱的状況を考慮した denecking 運動を考慮した計算結果と実
験結果との比較は次の研究課題とする。
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第 6章

ネック形成と変形標的核の配向効果の質量
ドリフトへの影響

6.1 序言
現在までに超重元素は Z = 118まで同定されている。次の新元素の合成に成功すれば、周期表の第 8周期
に達する。元素がどこまで存在するかを決定するためには、“安定の島” [111] に到達した原子核を生成するこ
とで原子核の構造を調べる必要がある。しかし、従来の融合反応（熱い核融合反応 [112, 113, 114, 115] や冷
たい核融合反応 [116, 117, 118]）では、合成される原子核は “安定の島”に到達するだけの中性子を持つこと
を制限されている。この問題を克服するために、1970年代から 1980年代にかけて盛んに利用された多核子移
行（MultiNucleon Transfer; MNT）反応が再び注目されている。注目を浴びる中 “安定の島”に到達するた
めに、核図表上の未開拓領域（未確認の中性子過剰な重・超重核）の研究に対してMNT反応の有用性はすで
に議論されてきている [119, 120, 121, 122, 123, 124, 125, 126, 127]。最近では、分裂反応 [128, 129, 130] と
比較して、中性子過剰核 (N = 126)を生成するMNT反応の利点が明らかにされた [1]。

MNT 反応では、異なる励起エネルギーを持つ様々な原子核が広い角度範囲にわたって生成される。目的
の原子核を生成するためのMNT反応における最適な実験条件は数多く研究されている [122, 131, 132, 119,

131, 133, 134, 85, 84]。そのような状況下、MNT 反応で生成される原子核の安定性（分裂障壁）の研究も生
成確率を評価するうえで重要となってくる。MNT反応で生成される原子核の分裂障壁の高さは、核子によっ
て誘起される角運動量と強く関係している。しかし、誘起される角運動量を直接評価することはできない。そ
のため、生成された原子核の角運動量は、他の関連する観測量との相関から決定される [135, 136]。したがっ
て、MNTによって生成される原子核の特性を決定するための信頼性の高い理論的手法が必要となってくる。
一方、重イオン反応の衝突初期段階におけるネックの拡張による融合阻害については、過去の成果 [137]（5

章）で明らかにされたが、重元素や超重元素の融合ダイナミクスをより明らかにするためには、さらなる研究
が必要である。重イオン反応いおける融合過程の反応ダイナミクスを理解するためには、核分裂片の質量と放
出角度の相関も重要になってくる。理由は、重元素や超重元素の融合は反応時間スケールの間に質量の平衡化
を進めることによって達成されるためである。典型的には、融合核分裂 (Fusion-Fission; FF)では 10−20 sか
ら 10−16 s、準核分裂 (QuasiFission; QF) では 10−21 s から 10−20 s、準弾性衝突 (QuasiElastic Collision;

QEC)と深部非弾性衝突 (Deep-Inelastic Collision; DIC)では ≤ 10−21 sをそれぞれ示す。衝突過程の質量
進化とタイムスケールは質量角度分布 (Mass Angle Distribution; MAD) [138, 37, 139, 140, 141, 142, 143]

の解析によって議論されてきた。MADの特徴からは、支配的な反応過程が実験的に理解できる強力なツール

73



となっている [139]。MADの特徴は主に以下の 3種類に区別される： 1つ目は質量対称分裂が支配的かつそ
の成分は FFからきているタイプである。このタイプは質量と角度間に相関関係はない。なぜなら、2つの原
子核がくっついた後、多くの回転をする過程で、入口のチャネルの記憶（核構造の情報）が消えてしまうから
である。2つ目のタイプは、1つ目のタイプに比べて回転しない（数回転に抑えられる）ために質量の変化が
抑制されている QFが優勢なタイプである。タイプ 1との最も明らかな違いは、質量と角度の間に強い相関が
あることである。この相関は QF反応における接触から分裂までの時間（粘着時間）を解析する上で非常に重
要となってくる。QFの粘着時間を明らかにすることは、融合過程のダイナミクスに重要な知見を与えること
につながる。最後に、QECと DICを伴うタイプ 3のMADは、核分裂片の収量が初期（入射核および標的
核）の質量とかすり角度の近くに分布するという特徴を持っている。

1980年代には、様々な標的原子核に対して 238Uビーム入射させる反応において、実験で測定されたMAD

を用いることで粘着時間と移行核子数（質量ドリフト）の相関が系統的に解析された [138, 37]。その結果、粘
着時間と質量ドリフトの相関の普遍性が報告された。最近では、高速準核分裂 (Fast QuasiFission; FQF)の
粘着時間と角運動量との関係が実験的に評価され、中程度の角運動量に対する FQFの質量進化の過程では揺
らぎが強く働くため、質量対称方向への質量進化は標準的な質量ドリフト曲線 [138, 37] よりも遅いと報告さ
れている [142]。また、実験で測定されたMADとシミュレーションによるMADを比較した結果、様々な質
量進化と角度において、標準的な質量ドリフト曲線よりも遅い質量ドリフト曲線の妥当であると示唆されてい
る [140]。
次の節では、変形標的核の衝突方向の向きによる効果を考慮したランジュバン型アプローチについて述べ
る。6.3.1 項では、異なる入口チャネルを選び系統的に解析したネック拡張の開始時間に依存する MAD と
MR の計算結果を議論する。さらに、質量-角度相関におけるネック拡張の重要性を議論し、同時にネック拡
張の開始時間の適切な値を決定する。32S + 232Th反応における変形標的核の衝突方向の向きによる効果につ
いては、6.3.2項でMADと質量ドリフトを中心に詳細に議論し、最終節を結言とする。

6.2 モデルの枠組み
6.2.1 非断熱状態への遷移
本研究では、統一モデル [45] と類似している多次元ランジュバン方程式に基づく動力学模型を用いる。衝
突の初期では、核子が移行する段階は二つの部分から構成される。まず、反応の進行が速すぎて核子が最も低
い一粒子準位を占めることができないため、接近段階では系は入射核と標的核のそれぞれの基底状態でのポテ
ンシャルエネルギーを足し合わせて計算される。その後、系は非断熱的なものに変わり、複合核全体の基底状
態で計算されたポテンシャルエネルギーに緩和する。したがって、2つの反応段階の遷移を時間に依存した重
み付け関数で以下のように扱う：

V = Vdiab (q) f (t) + Vadiab (q) [1 − f (t)] , (6.1)

f (t) = exp

(
− t

τDA

)
. (6.2)

ここで q は原子核の形状を表す集団座標であり、詳しくは後述する。断熱ポテンシャル Vdiab (q)は有効核子-

核子Migdal力 [46, 45, 13, 20] を用いて、二重畳み込み法で計算される。断熱ポテンシャルの特徴としては、
2つの原子核が衝突の際に重なる領域が現れるが、核物質は非圧縮性を表すために、その領域には強いクーロ
ン反発力が効いたような「ポテンシャルの壁」が現れる。系の非断熱ポテンシャル Vadiab (q)は拡張された二

74



中心殻模型 [13] から計算され、詳細は 6.2.3項に記述している。tは相互作用時間、tauDA は断熱ポテンシャ
ルエネルギーから非断熱ポテンシャルエネルギーへの遷移における緩和時間である。この緩和時間は、文献
[47, 144, 49] で提案されている τDA = 0.1 zsを本研究では採用している。
原子核の変形を記述する座標として、二中心媒介変数表示 [50, 51] によって以下の 3つのパラメータを定
義する： z0 = |z1| + |z2| (2つのポテンシャルの中心間の距離)、δ(フラグメントの変形度)、α(衝突する原子
核の質量の非対称度); α = A2−A1

ACN
、ここで A1 と A2 はそれぞれ入射核と標的核の質量数を表すだけでなく、

2つの核分裂片（軽い核と重い核）の質量数を表す。ACN は複合核の質量数である。変形度 δ は δ = 3(a−b)
2a+b

と定義され、aと bはそれぞれ z0 と z0 に直交する方向の楕円軸の半分の長さを表している [50]。本研究にお
いても、2つの分裂片は同じ変形をすると仮定する。ここで、RCN は球形の複合核の半径を表し、パラメータ
B は B = 3+δ

3−2δ と定義される。ここで、原子核の形状を表すパラメータを 3つに制限している理由は、動力
学方程式を数値的に解く際の膨大な計算時間を短縮するためである。

6.2.2 変形核の衝突方向の考慮
変形した原子核を用いた場合の衝突する方向を考慮するために、2 つの原子核に対して軸が対称な軸対
称ポテンシャル V sym

ax と軸非対称な対称ポテンシャル V asym
ax を断熱状態の段階で用いる。2 つの変形原

子核が衝突する場合は、主に 4 つの衝突パターンがある：いわゆる先端-先端 (φ0
1 = φ0

2 = 0)、側面-側面
(φ0

1 = π/2, φ0
2 = π/2)、先端-側面 (φ0

1 = 0, φ0
2 = π/2)、側面-先端 (φ0

1 = π/2, φ0
2 = 0)。φ0

1 と φ0
2 は、図 6.1

に示す φ1と φ2に対応する入射核と標的核の初期の核方位角を示す。本論文では、32S + 232Thの衝突系を調
べる際に、球形の 32S原子核の φ0

1 = 0を固定して、変形した 232Th原子核の様々な φ0
2 を選択する。先端衝

突（φ0
2 = 0）の場合、軸対称状態の断熱ポテンシャル Vdiab = V sym

ax を用いる。一方、側面衝突 (φ0
2 = π/2)や

他の衝突パターン (0 < φ0
2 < π/2)の計算を行う場合は、軸非対称状態のの断熱ポテンシャル Vdiab = V asym

ax

を用いる。ここで、V asym
ax は変形した原子核の衝突時の向きに依存していることに注意されたい。さらに、軸

非対称状態の Vdiab が軸対称状態の Vadiab に遷移する間に、時間依存形式を用いた系の復元により楕円体の変
形が調整され、軸対称性の復元が完了した最終的な楕円体の変形 δfini は

δ̃ = δifres (t) + δfini [1 − fres (t)] , (6.3)

fres (t) = exp

(
− t

τres

)
, (6.4)

δfini = (1 + δi)
[
δi (2 + δi) sin2φ0

i + 1
]− 3

4 − 1. (6.5)

として求められる [85]。fres は、軸非対称系から軸対称系への復元を行う緩和時間 τres を含む重み付け関数で
ある。本研究では文献 [85] でも用いられている τres = 10−21 sを使用する。変形した 232Th原子核を用いた
衝突系では δin = 3β2/(β2 +

√
16π/5)の関係 [14] から δi ∼ 0.18として扱う。ここで、変形原子核 232Thの

四重極変形度 β2 は文献 [145] から 0.207を使った。

6.2.3 非断熱ポテンシャル
3つの変形パラメータ以外に原子核の形状を表すパラメータの一つであるネックパラメータ ϵは文献 [58] で
調整されており、本研究では入口チャネルには ϵ = 1、出口チャネルには ϵ = 0.35を用いる。この処置は、文
献 [13, 14] でも用いられている。ϵにおけるポテンシャルエネルギーの時間依存性は、Finite Range Liquid
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図 6.1 変形した入射核と標的核が異なる初期配向角度 φ1 および φ2 で衝突した場合の幾何学的な図。

Drop Model（FRLDM）内で考慮され、ネックの特性緩和時間 t0 と分散 ∆ϵ を用いて以下のように表す：

VLDM (q, t) = VLDM (q, ϵ = 1) fϵ (t)

+VLDM (q, ϵ = 0.35) [1 − fϵ (t)], (6.6)

VLDM (q, ϵ) = ES (q, ϵ) + EC (q, ϵ) , (6.7)

fϵ =
1

1 + exp
(

t−t0
∆ϵ

) , (6.8)

ここで ES と EC はそれぞれ一般化された表面エネルギーとクーロンエネルギーを表す [52]。ϵの時間依存関
数形は文献 [13, 84, 85, 44] でも一般的に使用されている。我々は ∆ϵ を文献 [137] で使われた 1.0 × 10−22 s

と固定し、系統的な解析により t0 の適切な値を決定させる。t0 の値が 0 sとすると、接触と同時に ϵ = 1の
非断熱ポテンシャルエネルギーは ϵ = 0.35の非断熱ポテンシャルエネルギーに向かって遷移を始める。
ϵの値と原子核の温度 T から非断熱ポテンシャルエネルギー Vadiab は

Vadiab (q, t, Ltot, T ) = VLDM (q, t) + VSH (q, T ) + Vrot (q, Ltot) , (6.9)

と定義される。ここで、VSH は温度依存性を考慮した以下で定義される殻補正エネルギーである。

VSH (q, T ) = E0
shell (q) Φ (T ) , (6.10)

E0
shell (q) = ∆Eshell (q) + ∆Epair (q) , (6.11)

Φ (T ) = exp

(
−E∗

Ed

)
. (6.12)

ここで E0
shell は T = 0 での微視的エネルギーを表し、殻補正エネルギー ∆Eshell と対相関補正エネルギー

∆Epair の和として計算される。T は複合核の内部エネルギーから計算した複合核の温度である。∆Eshell は、
二中心殻模型ポテンシャル [50, 53, 54] の一粒子準位から Strutinsky法 [11, 55] により、占有状態の一粒子
エネルギーの和と平均化された量との差分として計算される。∆Epair は BCS近似で評価されている [55, 4]。
対相関エネルギーの平均化部分は、単一粒子状態の密度がペアリングウインドウ上で一定であると仮定して計
算される。ペアリング強度定数は同じ近似でギャップ方程式を解くことにより、平均ギャップパラメータ ∆̃

に関連し、偶奇質量差に関する経験的結果 [56] を考慮し、文献 [4] で提案された ∆̃ = 12/
√
A を採用する。

76



温度依存係数 Φ (T ) = exp
(
−E∗

Ed

)
は文献 [57] で詳しく説明されている。ここで E∗ は複合核の励起エネル

ギーを示す。E∗ は E∗ = alevT
2 で与えられ、alev は準位密度パラメータである。殻効果減衰エネルギー Ed

は 20MeVとする。この値は Ignatyuk達 [25] によって与えられている。Vrot は以下に示す全角運動量 Ltot

から発生する遠心力ポテンシャルエネルギー

Vrot (q, Ltot) =
h̄2L (L + 1)

2I (q)
+

h̄2L1(L1 + 1)

2ℑ1(q)
+

h̄2L2(L2 + 1)

2ℑ2(q)
. (6.13)

である。ここで、Lと L1,2 はそれぞれ相対角運動量（軌道角運動量）と重い核分裂片と軽い核分裂片の角運
動量である。I と ℑ1,2 は、それぞれ変形を伴う剛体の慣性モーメントに 2倍した値と重い核分裂片と軽い核
分裂片の慣性モーメントを表している。

6.2.4 動力学方程式
軌道計算結果は以下の多次元ランジュバン方程式 [46, 57, 59] を用いて、時間に依存した統一ポテンシャル
エネルギー [46, 45, 57] を解くことで得られる;

dqi
dt

=
(
m−1

)
ij
pj , (6.14)

dpi
dt

= −∂V

∂qi
− 1

2

∂

∂qi

(
m−1

)
jk

pjpk − γij
(
m−1

)
jk

pk + gijΓj (t) , (6.15)

dϑ

dt
=

h̄L

I
, (6.16)

dφ1

dt
=

h̄L1

ℑ1
, (6.17)

dφ2

dt
=

h̄L2

ℑ2
, (6.18)

dL

dt
= − 1

h̄

∂V

∂θ
− γtan

(
L

µRR2
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
R +

R

h̄

√
γtanTΓtan (t) , (6.19)

dL1

dt
= − 1

h̄

∂V

∂φ1
+ γtan

(
L

µRR2
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a1 −

a1
h̄

√
γtanTΓtan (t) , (6.20)

dL2

dt
= − 1

h̄

∂V

∂φ2
+ γtan

(
L

µRR2
− L1

ℑ1
a1 −

L2

ℑ2
a2

)
a2 −

a2
h̄

√
γtanTΓtan (t) . (6.21)

集団座標 qi は z, δ, α,を表し、pi は qi と共役な運動量を表し、V は多次元ポテンシャルエネルギーを表す。
mij と γij はそれぞれ原子核の形状に依存する慣性質量および摩擦係数である (これらを輸送係数と呼ぶ)。慣
性質量の計算にはWerner-Wheeler近似 [33, 34] による流体力学模型から得られる二体散逸、摩擦係数には
wall-and-window形式による一体散逸模型 [62, 35] を採用した。ガウス分布に従う正規化されたランダム力
Γi (t) は白色雑音であると仮定し、⟨Γi(t)⟩ = 0 および ⟨Γi(t1)Γj(t2)⟩ = 2δijδ(t1 − t2) の関係を満たす。ア
インシュタインの関係式に従い、ランダムな力の強さ gij は γijT =

∑
k gikgjk.として与えられる。ϑと µR

は原子核の相対的な向きと換算質量を表す。図 6.1に示すように原子核の中心間 O1O2 の長さを Rとしてい
る。φ1 と φ2 は反応面における原子核の回転角度を表している（図 6.1参照）。a1,2 = R

2 ± R1−R2

2 は 2つの
原子核それぞれの中心からそれぞれの核表面の中間点までの距離を表し、R1,2 は原子核の半径を表す。全角
運動量 Ltot = L + L1 + L2 は保存される。分離した原子核の現象論的核摩擦力（二体の場合に働く核摩擦力）
は、文献 [46] で提案されたWoods-Saxon型の半径方向の形成因子を用いて接線方向摩擦 γtan と半径方向摩
擦 γR の影響を考慮する。 γtan と γR の扱いについては、5.2.2項を参照されたい。
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6.2.5 質量比と散乱角度
MADは、核分裂片の質量比MR と散乱角 θc.m. を用いた質量と角度の行列によって示される。入射核側の
質量比MR は、MR = A1/ACN として決定される。従って、標的核側の質量比はMR = 1−MR で表される。
散乱角 θc.m. については、図 6.2に模式的に示すように以下の式から求められる。

θc.m. = π − θi − θrot − θf , (6.22)

θi と θf は初期の軌跡と最終的な軌跡のクーロン散乱角である。θrot は接触から分裂までに系が回転した角で
あり、式 6.16から得られる。入射核側のクーロン散乱角は、重心系の入射エネルギー Ei と初期相対角運動量

図 6.2 散乱角 θc.m.（重心系）を決定した模式図。クーロン散乱角 θi と θf は、入口と出口チャネルのクー
ロン軌跡によって決まる。θrot は、接触と分裂の間の系の回転角度である。

（軌道角運動量）Li を用いて以下のように求められる;

θi = arctan
(√

ηci

)
, ηci =

2Eih̄
2L2

i

µ0α2
c

, (6.23)

ここで、µ0 は初期の換算質量、αc = ZpZte
2/4πϵ0 である。Zp と Zt は入射核と標的核の電荷である。出

口チャネルのクーロン散乱角 θf は少し複雑となり、以下のように決定される;

θf = arctan
(√

ηcf

)
− arctan

(
κ
√

ηnf

)
, (6.24)

ηcf =
2Ef h̄

2L2
f

µ0α2
c

, ηnf =
2Ef h̄

2L2
f

IR2α2
c

, (6.25)

ここで Ef と Lf は散逸後の最終エネルギーと最終相対角運動量である。κは κ = R
h̄2L2

f/(IR2αc)+R
で与え

られる。角運動量が大きい場合、式 6.24の第 2項はほとんど無視できる。したがって、θf は ηcf の値によっ
て決まる。また、θf は θf ≃ θi で与えられるが、これは角運動量が大きい場合、最終エネルギーと最終相対角

78



運動量が入射エネルギーと初期角運動量からほとんど変化しないためである。その結果、大きな角運動量では
散乱角関数が次のように得られる;

θc.m. = π − (θi + θf ) = π − 2θi

= π − 2arctan

√2Eih̄
2L2

i

µ0α2
c

 . (6.26)

ここで標的核の方の散乱角度は π − θc.m. で決まる。
以上の理論モデルの構成で、計算を実施した。その結果を次節に示す。

6.3 計算結果および議論
6.3.1 denecking運動の開始時間の決定
本節では、複数の入射チャンネルを用いて実験的なMAD分布とMR分布を再現することにより、ネック拡張
の開始時間に関わる式 6.8に含まれる t0 の適切な値を決定させる。まずは初期質量比M0

e = mP /(mP +mT )

またはM0
e = mT /(mP + mT )の異なる反応系を準備する。標的核には 208Pbを、入射核には 30Si, 48Tiお

よび 86Krを選んだ。この解析は過去の研究 [137] （5章）から発展させた研究でもある。
図 5.3は t0 に依存するMADとMR 分布である。左の列の t0 = 0 sでの計算はネック自由度の “contact

relaxation”に対応し、中央と右の列の t0 = 5 s と 10 × 10−21 sの計算は文献 [137] （5章）で説明されてい
る “delayed relaxation”に対応する。

30Si + 208PbのMR 分布は、図 6.3(d)-(f)に示すように、どの t0 の値でも質量対称分裂が支配的である。
中でも、t0 = 10 × 10−21 sを用いた計算結果は、より鋭い質量対称分裂を示し（図 6.3(f)）、実験データと良
い一致を示す。さらに、t0 = 10 × 10−21 を用いた計算結果（図 6.3(c)）では、実験結果 [146] と同様質量と
角度の相関は見られなかった。この反応系では、図 6.4(a)に示すように、1次元の入口チャネル障壁が複合核
形成の位置（z = 0付近）に対して大きなギャップ（約 30 MeV）を持つ。ネック半径の急激な拡大により、
内部障壁は融合を妨げる効果が生じるが [137] 、この系では質量移行が劇的に変化することはない。これは、
上述した大きなギャップが内部障壁の出現を弱め、融合に関係する質量平衡を大きく抑制しないからである。
しかし、内部障壁の効果が弱まったとしても、図 6.3(a)には QFが優勢なときに現れる強い質量-角度相関が
あることに注目されたい。すなわち、この結果から、融合阻害（FFの割合が減り QFが優勢になる現象）が
働いていることが示唆される。
より重い衝突系の 48Ti + 208Pb (図 6.3(g)-(l))では、t0 が大きくなるにつれて支配的な核分裂モードが質
量非対称分裂から質量対称分裂に劇的に変化する。t0 = 10 × 10−21 sでの図 6.3(i)と図 6.3(l)の結果は実験
結果 [139] と良い一致を示す。図 6.3(l)の計算結果は図 6.3(j)の計算結果とは対照的に、質量の平衡化が十分
に進んでいることがわかる。このことは、図 6.3(i) の質量と角度の強い相関からもわかる。実験的には、こ
の質量と角度の強い相関は QFイベントが支配的である証拠として報告されている [139]。図 6.3(j)の質量非
対称分裂を引き起こす理由は、上述したように接触初期段階でのネックの拡張によるものである。図 6.4(b)

に示すように、入口チャネル障壁と系との z = 0付近とのエネルギーギャップは約 20 MeVであり、30Si +
208Pbの場合と比較して、ネック拡張による融合阻害が効果的に働いている。この傾向からネック拡張による
融合阻害は入口チャネル依存性があると考えられる。
さらに重い衝突系の 86Kr + 208Pbでは、ネック半径の有意な拡大運動がいつ始まっても質量非対称核分裂
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図 6.3 さまざまな入口チャネルに対応したネック拡張の開始時間に関わる t0 による質量角度分布 [(a)-

(c), (g)-(i), (m)-(o)] およびMR 分布 [(d)-(f), (j) - (l), (p)-(r)]の依存性。パネル [(a) - (f)] , [(g) - (l)],

[(o) - (r)] は、それぞれ Ec.m./Vbass = 1.05, 1.173 および 1.084 での 30Si, 48Ti および 86Kr と 208Pb

の衝突系の結果である。30Si, 48Ti および 86Kr を使用する場合のバスバリアエネルギー Vbass は、それ
ぞれ 128.54 MeV, 195.18 MeV および 302.63 MeV である [24]。計算 (黒太線) では、左側のパネルで
t0 = 0 s、中央のパネルで 5.0× 10−21 s、右側のパネルで 10× 10−21 sを使用した。計算結果には、MR

分布の右側のスケール係数が乗算されている。 黒い垂直細線は初期質量比M0
R を示している。白抜きの点

は実験データ [146, 139, 147] である。

が支配的である。特に、t0 = 5.0× 10−21 sと t0 = 10× 10−21 sを用いた計算結果はほぼ同じであり、計算さ
れたMR は実験で測定されたMR [147] の特徴を再現した。図 6.3(q)と図 6.3(r)のMR は初期の質量比M0

R

に近い値を示している。これは DICが支配的な反応であることを示唆している。DICが支配的な反応では、
ネック半径の急激な拡大の効果よりも、強いクーロン反発力によるエネルギー減衰モードの効果が大きく働
く。86Kr + 208Pb衝突系では、運動エネルギーが強く減衰するため、入射核側の放出角度は後方散乱を示す
（図 6.3(n)及び図 6.3(o)参照）。図 6.3(m)と図 6.3(p)では、t0 = 5.0および 10 × 10−21sの場合と比較して、
強いクーロン反発力により 2つの原子核が分離する前にネック半径が急速に拡大するため、接触直後にネック
を通して大量の核子移行が起こっている。
実験結果と計算結果の比較から、ネックの “delayed relaxation” [137] が望ましいと推測し、本論文では

t0 = 10 × 10−21 sを適切な値として以降使用する。
図 6.4(a)-(c)では、3種類の反応のMAD とMR 分布をさらに調べるために、各入口チャネルの一次元入
口チャネル障壁の特徴を比較している。入口チャネルの質量非対称度 αe が小さいほど、接触位置は接触障壁
のリッジの内側（z が小さい）から外側（z が大きい）にシフトする。この接触点の単純なシフトは系の融合
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図 6.4 (a) 30Si、(b) 48Ti および (c) 86Kr との 208Pbの衝突システムにおける入口チャネルの質量非対
称度 αe および変形度 δe での一次元障壁。 (a) z = 1.51、(b) z = 1.54、(c) z = 1.57を指す黒い矢印はそ
れぞれの系での接触点を示している。(d) 30Si、(e) 48Ti、および (f) 86Kr と 208Pbの衝突系それぞれに
おける複合核に対応する質量非対称度 α = 0.0での z − δ 平面ポテンシャルエネルギー曲面。 パネル (g)

から (i) は、Ec.m./Vbass = 1.05, Ec.m./Vbass = 1.173および Ec.m./Vbass = 1.084での、30Si、48Ti、
および 86Kr と 208Pbとの衝突システムにおける全軌道分布。 パネル (d)から (i)の直角三角形は、z − δ

平面上の融合領域を示します。 ×は接触点を表す。すべてのパネルは正面衝突 (L = 0 h̄)の場合である。

を妨げる。この融合の妨げは文献 [148, 149] の中ですでに報告されている。図 6.4(d)-(f) は異なる衝突系に
おける複合核の質量数に対応する α = 0.0での z − δ 平面上のポテンシャルエネルギー面を示している。αe

から α = 0.0まで質量の非対称性が緩和される過程で、衝突系の αe が小さくなるにつれて内部障壁が大きく
なっていることが確認できる。
ポテンシャルエネルギー曲面の特徴は軌道の振る舞いと密接に関係している。図 6.4(g)-(i)は、正面衝突の
場合の z − δ 平面上の各軌道が通った跡をプロットしてある。融合イベントは文献 [57, 14] で定義されている
ように、軌道が融合領域 {|α| < 0.3, δ < −0.5z + 0.5)}に侵入するかどうかで判断されている。ここで、融合
領域は各パネルの左端の三角形で示してある。30Si + 208Pbの衝突系では、多くの軌道が融合領域に侵入して
いることがわかる。{z,δ} = {0.0,0.15}（図 6.4(d)参照）付近のポケットに閉じ込められた軌道は揺らぎの影
響により核分裂方向へ最終的に移動する。軌道が融合ボックスに入るか入らないかで FF過程と QF過程を区
別しているゆえに、30Si + 208Pbの衝突系では FFが主な寄与となっていることがわかる。48Ti + 208Pbの
場合、30Si + 208Pbの衝突系に比べて、融合ボックスに侵入する軌道は少なく、逆に、融合領域への侵入を妨
げるかのような接触点から δ の大きい方向への軌道の動き（白矢印）が見られる。86Kr + 208Pbのさらに重
い衝突系では、たとえ接触点が障壁のリッジに対して外側にあったとしても、揺らぎの効果によっていくつか
の軌道は接触時の障壁を乗り越える。しかし、質量非対称度が α = 0.0に向かって緩和されるにつれて、すべ
ての軌道は接触後に発達する内部障壁によって融合領域への侵入を妨げられる。その様子が図 6.4(i)である。
次に、さまざまなチャネルの FF 成分と QF 成分の角度 θc.m. 分布を調べる。 準弾性散乱イベントを除
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いた計算結果を図 6.5 に示します。計算結果は、図 6.3(c)、(i)、(o) それぞれに対応した MR および θc.m.
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図 6.5 標的核として 208Pb を使用して、さまざまな入射核を選択した際の (a) FF 成分と (b) QF 成分
の角度分布。使用されるMR および θc.m. の範囲は、図 6.3(c)(i)(o) の黒い四角形のウインドウに対応し
ている。

範囲 {0.19 ≤ MR ≤ 0.81, 45◦ < θc.m. < 135◦}, {0.29 ≤ MR ≤ 0.71, 45◦ < θc.m. < 135◦} および
{0.34 ≤ MR ≤ 0.66, 45◦ < θc.m. < 135◦} で実施されている。86Kr + 208Pb の衝突系では FF イベントは
見られなかったためデータがない。 他の衝突系のデータを見ると、FF が示す散乱角には異方性がない (図
6.5(a) 参照)。これは、粘着時間が長く (核分裂までに多くの回転を伴い)、その間に入射時の記憶（核構造）
が消失するためである。 FF とは対照的に、QF の散乱角は各入射チャネルによって異なる異方性を持つ (図
6.5(b) を参照)。 30Si + 208Pbの衝突系では QFの散乱角に対する異方性が弱い。この特徴は、QFイベント
に含まれる遅い QF(Slow QuasiFission; SQF)の寄与によるものと考えられる。これは、SQFの場合は入射
核状と標的核状の原子核がくっついたまま数回転する間に、平衡化が進むことで入口の記憶は徐々に忘れら
れていくためである。QF の別の成分としては速い QF (Fast QuasiFission; FQF) が存在している。FQFで
は、入射核状と標的核状の原子核は半回転以内に分裂することがよく起こるとされている。
図 6.5(b)より、48Ti + 208Pbの衝突系では前方散乱が支配的であることがわかる。 これは、半回転あた
りで入射核状と標的核状の原子核が分裂するためである。つまり、FQF イベントが多く寄与している証拠で
ある。86Kr + 208Pb系の QF成分に注目すると、後方散乱が支配的である。これは、MR = 0.5に向かう質
量進化において、Vrot の効果が弱くなる低い角運動量のみが寄与していることを意味している。 低い角運動
量 (小さな衝突係数) での同様の特性は 時間依存 Hartree-Fock (TDHF) モデルの計算でも報告されている

82



[150, 151, 152]。

6.3.2 質量ドリフトと変形核の衝突方向
FF 過程と QF 過程における衝突核間の質量ドリフトは、Shen 達 [37] によって詳細に研究されており、
質量対称方向へのドリフト速度の体系化についても議論されている。ここでは、衝突核の向き（核方位）を
考慮した場合の質量ドリフトへの影響を調査する。 本研究では、上記の体系 [37] からの逸脱を研究し、核
方位を考慮した QF 過程における質量ドリフトモードについて議論する。以下、Ec.m./Vbass = 1.108 での
32S + 232Th の衝突における変形標的核の衝突時の向きを考慮した計算への影響を調べる。ここで、32S +
232Th のバスバリアエネルギー Vbass は 158.55 MeV である [24]。計算は 0.15 < MR < 0.85 の範囲で実行
した (準弾性散乱現象を単純に除去するため)。図 6.6は、変形した 232Th原子核の 7つの配向角度における
Ec.m./Vbass = 1.108での 32S + 232Thの MAD を示している。図 6.6(a)では、質量非対称分裂が支配的で
あり、質量進化はMR = 0.3, 0.7の核分裂片の生成に限定されていることがわかる。質量進化におけるこの制
限は、相互作用エネルギーが障壁を超えて十分に高いため強い殻構造の影響ではなく、狭いネック断面積によ
るものだと考えられる。殻効果は通常、サブバリア（障壁より低い入射エネルギー）反応に対して機能する。
232Thの配向角が大きくなるにつれて入射核と標的核は半回転以上くっつきながら、質量平衡を進める。先端
衝突（0◦）の場合とは対照的に、側面衝突（90◦）の MAD (図 6.6(g)参照) は質量対称分裂によって支配され
ているが、それでも質量と角度の間に有意な相関関係が見られる。この結果は、側面衝突の場合でも QF イベ
ントが支配的であることを意味する。つまり、たとえ質量対称分裂イベントが支配的であっても、その軌道の
多くは融合領域を通過しないことを意味している。
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図 6.6 7つのパネル (a)から (g)は変形した 232Th核の 7つの核方位 (0◦, 15◦, 30◦, 45◦, 60◦, 75◦, 90◦)

について計算されたMAD。計算結果は 32S + 232Thシステム、Ec.m./Ebass = 1.108におけるものであ
る。MAD は、配向角 0◦(先端衝突) に関連付けられた質量非対称分裂から、配向角 90◦(側面衝突) に関連
付けられた質量対称分裂への遷移を示している。

変形した 232Th原子核の核配向すべてを考慮したMADおよびMR 分布を図 6.7に示す。核配向すべてを
考慮した結果、質量と角度間の強い相関関係が図 6.7(a)には見られ、実験の傾向 [139] をよく再現している。
図 6.7(b) は、MR 軸上に投影されたMADであり、実験データ [153] とよく一致していることがわかる。
次に、変形標的核の衝突時の向きによる質量平衡と融合の関係を議論していく。まず、十分な質量平衡は衝
突システムの融合につながると考えられている。そして、TDHFモデルでの計算では、軌道角運動量が回転
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図 6.7 32S + 232Th について Ec.m./Ebass = 1.108 で計算された (a) 質量角分布および (b) MR 分布。
計算データは変形した 232Th原子核の向きが考慮されている。白丸は実験データ [153] である。

角だけでなく質量平衡にも影響を与えることが報告されている [150, 152, 154, 155]。以上を踏まえて、ここ
では、232Th原子核の配向角に依存する融合確率 PCN を推定する。融合確率 PCN を軌道角運動量 Li の関数
として図 6.8に示す。計算は 232Th標的核の 7つの配向角で実行され、衝突時の配向角が大きいほど PCN が
高くなる。PCN は、どの Li の範囲でも側面衝突 (90◦) で最も高くなる。融合イベントが大きな Li に向かっ
て緩やかに減少する原因は、遠心力ポテンシャルエネルギー Vrot の増加によって構成される融合障壁の増加
[137] により、軌道が融合領域に侵入できないためである。これらの傾向から、系の平衡 (融合) の実現は、
MAD における質量と回転角の進化とも相関があることがわかる。しかし、超重核領域では、ACN/2 ± 20 u

の範囲でも融合障害が発生することが理論的・実験的解析から確認されている [57, 14, 41]。 したがって、質
量平衡は必ずしも融合に直接つながるわけではないことに注意されたい。
次に、質量平衡に向かう質量ドリフトの特徴を詳細に見るために、質量進化と粘着時間の相関を調べる。質
量対称への質量移行がどれだけ進むかの指標である質量ドリフト∆A/∆Amax は時間の関数によって、次の式
で与えられる；

∆A

∆Amax
=

At − ⟨A⟩
At −As

. (6.27)

ここで、⟨A⟩は、それぞれの角運動量における標的核状の原子核の平均質量を表します。As は次のように表
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図 6.8 変形した 232Th原子核の 7つの核方位 (0◦, 15◦, 30◦, 45◦, 60◦, 75◦, 90◦)の融合確率 PCN を軌
道角運動量 Li の関数としてプロットした図

される対称な質量数を表す；

As =
1

2
(Ap + At). (6.28)

ここで、Ap と At は入射核と標的核の質量数です。 平均粘着時間 ⟨ts⟩の評価には、接触後にネックが十分に
形成される時間と、切断前のネックの収縮時間を考慮する必要がある [37]。そこで本研究では ⟨ts⟩を次のよう
に推定する。まず、入射核と標的核が接触した後に質量ドリフトが始まる平均ネック半径 ⟨Rn⟩を計算します。
次に、ネック半径が ⟨Rn⟩まで増大した時点で t = 0 sと設定した。最後に、ts は、t = 0 sから、ネック半径
が切断前の ⟨Rn⟩まで再び縮小するまでの時間として定義した。各配向角度に対して最初の質量ドリフトが始
まる平均ネック半径 ⟨Rn⟩を表 6.1に示す。 配向角の増加に伴う ⟨Rn⟩の増加は主に 2つの原子核間の幾何

表 6.1 接触後に最初の質量ドリフトが始まるときの変形した 232Th原子核の配向角と平均ネック半径 ⟨Rn⟩。

Orientation angle (deg) 0 15 30 45 60 75 90

Mean neck radius ⟨Rn⟩ (fm) 2.2 2.4 2.6 2.8 2.9 2.9 3.0

学的接触面積の違いによって引き起こされる。 計算から得られた ⟨A⟩と ⟨ts⟩の両方の情報を表 6.2に示す。
図 6.9は、表 6.2に示す平均角運動量 ⟨L⟩に対応する平均粘着時間の関数として、各配向角での∆A/∆Amax

を示している。 図 6.9に示す点線の曲線は、次の過減衰運動を仮定した質量対称に向かうドリフトモード [37]

を示している；

∆A

∆Amax
= 1 − exp

[
−(t− td)

τ

]
. (6.29)
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表 6.2 32S + 232Th 系の変形した 232Th 原子核の配向角、平均角運動量 ⟨L⟩、標的核状の平均質量数
⟨A⟩、質量ドリフト ∆A/∆Amax、平均付着時間 ⟨ts⟩の情報。

Orientation angle ⟨L⟩
⟨A⟩ ∆A

∆Amax

⟨ts⟩

(deg) (h̄) (zs)

0 2 153 0.79 15.6

15 154 0.78 15.1

44 169 0.63 12.9

77 192 0.40 11.6

96 205 0.27 7.9

102 206 0.26 3.5

15 12 150 0.82 15.0

39 159 0.73 12.7

95 197 0.35 7.9

100 201 0.31 7.5

30 4 145 0.87 16.3

45 158 0.74 12.1

103 185 0.47 4.6

45 7 142 0.90 17.6

50 158 0.74 11.2

96 187 0.45 5.7

60 14 141 0.91 18.8

57 161 0.71 10.4

95 190 0.42 5.0

75 16 140 0.92 19.5

62 165 0.67 9.3

98 216 0.16 2.9

90 5 138 0.94 20.9

11 139 0.93 20.3

36 144 0.88 14.6

49 153 0.79 11.1

73 175 0.57 6.8

100 197 0.35 1.6

ここで、τ は 238Uの誘導反応によって得られた ⟨A⟩と ⟨ts⟩の相関関係に基づいて 5.3 zs (zs = 10−21 s) と
して決定されている [37]。遅延時間 td は、接触後の質量ドリフトを開始する際にネックが十分な成長に達す
る時間と、切断前に質量ドリフトを終了するネックの縮小時間の両方を考慮して 1 zs に決定されている。こ
れらの値は標準値として使用されている [37, 142]。 遅延時間に関しては、TDHF計算では、重大な質量ドリ
フトの前に、N/Z 平衡には 2 zs以下の初期遅延が必要であると報告されている [159]。また、3章の研究 [83]
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図 6.9 平均粘着時間の関数としての、変形した 232Th 原子核の異なる配向核での質量ドリフト
DeltaA/∆Amax。 白抜きのプロット点は、表 6.2 に示されているデータ。色付きのプロット点は文
献 [142, 156, 157, 158] で得られた TDHF計算での結果を載せている。実線と点線の曲線は、それぞれ新
しいシナリオのパラメータ τ = 8.3 zs と標準パラメータ [37] τ = 5.3 zs を使用した式 6.27 で与えられ
る。破線の曲線は、フェルミ型の質量ドリフトを仮定して、式 6.30で与えられる新しい質量ドリフト関数
である。

では、大規模な核子の移動が起こるまでの遅延時間は約 2 zs であり、遅延時間中にネックの断面積が 4 − 6

fm2 まで増加することが確認されている。ただし、文献 [37] に従って、この研究では td = 1 zsを標準値とし
て使用する。
図 6.9からわかるように、計算データと標準質量ドリフト曲線 (点線)の間には偏差が見られる。この傾向
は TDHF法による計算データ [142, 156, 157, 158] でも同様である。これらの偏差は、質量対称への質量進
化が、標準的な準分裂解析 [37] によって推定された質量進化よりも遅いことを意味している。特に中程度の
角運動量 (40 ≤ L ≤ 80) では、計算されたすべての質量ドリフトデータは他の角運動量範囲でのデータと比
較して、標準質量ドリフト曲線からより逸脱する。ここで、実験解析から中間角運動量での質量ドリフトの偏
差は、中程度の角運動量で起こる FQFから高い角運動量で起こる傾向にある DICへの質量進化に大きく寄
与する強い揺らぎの影響によるものであると報告されている [142]。
上述した偏差を考慮し、τ = 8.3 zs を使用した遅い質量ドリフトモードを実線の曲線で示す。計算データ
は、標準的な質量ドリフトモードよりも遅い質量ドリフトモードと一致していることがわかる。ただし、先端
衝突 (0◦)の質量ドリフトは依然として遅い質量ドリフト曲線から大幅に逸脱している。この大きな偏差の原
因については後で説明するとする。文献 [140] では、遅い質量ドリフトを仮定し計算されたMR が実験的な
MR 分布と一致することがすでに報告されている。
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さて、先端衝突の質量ドリフトが式 6.29を使用した処方に従わない理由を議論する前に、ここで先端衝突
に対する新しい質量ドリフト関数を提案する。先端衝突の場合、標準的な準分裂解析 [37] とは対照的に中程
度の Lでの質量進化は著しく遅い。先端衝突におけるこの特徴的な質量の進化を反映した新しい質量ドリフ
ト関数は、図 6.9の破線の曲線で示され、次の式で与えられる。(

∆A

∆Amax

)
tip

= 1 − 1

1 + exp [(t− th)/τs]
. (6.30)

この関数には 2つのパラメータが含まれている。つまり、質量移行が最大値の半分に達するときのパラメータ
th と関数の傾きを表す τs である。th と τs はそれぞれ 11 zs と 4 zs として使用することにする。 2つのパ
ラメータの値は、質量進化と粘着時間との相関関係を考慮して決定した。この関数は、図 6.9に見られるよう
に、質量移行が最大値の半分に達するまでの質量進化の制限を示し、質量移行が最大値の半分に達した後、質
量移行は急速に進行する特徴を持っている。
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図 6.10 平均最大ネック断面積 ⟨σmax⟩ と複合核断面積 σCN の比を平均粘着時間の関数として表した図。
白抜きの四角形と星印は、それぞれ先端衝突の場合 (0◦) と側面衝突の場合 (90◦) の計算データ。水平の
点線と破線は、それぞれ先端衝突と側面衝突の際の最初の質量ドリフトが始まるネック断面積に対応して
いる。

最後に、先端衝突時に特徴的な質量ドリフトモードが現れる理由について議論を行う。先端衝突（0◦）と側
面衝突（90◦）のMR = 0.5へのドリフトモードの違いは、結論接触から分離までの過程における最大ネック
断面積に由来している。図 6.10は、複合核での断面積 σCN = πR2

CN に対する平均最大ネック断面積 ⟨σmax⟩
の比を平均粘着時間の関数として示している。側面衝突の ⟨σmax⟩は、時間の経過とともに直線的に増加する。
一方、側面衝突と比較して、先端衝突の ⟨σmax⟩の増加は中程度の粘着時間（中程度の L相当）まで抑制され
ている。このため、中程度の Lでも核子の移行に十分なネック断面積を確保することができていない。ゆえ
に、先端衝突では質量対称方向への質量進化が制限される特徴的な質量ドリフトモードを示す。
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6.4 結言
揺動散逸定理（ランジュバン方程式）に基づく動力学モデルを用いて、ネック緩和の時間依存関数に含まれ
る denecking運動の開始時間 t0 の依存性を様々な衝突系で解析した。計算で得られた質量角度分布（MAD）
は実験結果と良い一致を示し、実験で報告されているように 3つのタイプに分類されることを本計算モデルで
も確認できた。本研究では核分裂片の質量と散乱角の両方に着目し、実験結果との比較からネックの “delayed

relaxation”が望ましいと推定し、t0 = 10 × 10−21 sを適切な値として決定した。この値が意味することは、
衝突時の 2つの原子核をつなぐネックが接触後すぐに拡大しないことを意味する。特に、質量と角度の強い相
関の起源には、ネックの “delayed relaxation” の役割が非常に重要であることが明らかとなった。“delayed

relaxation”の妥当性を支持する報告としては、水滴合体における接触後一定時間ダンベル型の形状 (ϵ = 1.0)

を維持している図 6.11 [74] のスナップショットがある。原子核は液滴の性質を持ち合わせることから、原子
核衝突でも同様の特徴を示すことが考えられる。また、図 6.11で示した実験的スナップショットは、1フレー
ムあたりの時間が [µs] = [10−6 s]である。原子核衝突の場合では、[10−22 - 10−19 s]のタイムスケールで事
象が起こる。ゆえに、図 6.11で示されているスナップショットは、1フレームあたりの時間をかなり小さくし
て、衝突時の詳細な変化を見ることでより明確に接触後一定時間ダンベル型の形状を維持している様子が確認
できると考えられる。

図 6.11 接触後一定時間ダンベル型の形状 (ϵ = 1.0)を維持している実験的スナップショット [74]。左か
ら衝突速度 2; 2.5; 4.5; 6 [m/s], 衝突係数は 0.95; 0.95; 0.6; 0.9 [µm], 1 フレームあたりの時間は 111;

62.5; 56.2; 58.8 [µs]である。
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この研究では、標的核の向きを考慮したMADと核分裂片の質量比分布（MR）の計算も行った。標的核の
向きを 0◦(先端衝突の場合)から 90◦(側面衝突の場合)まで変化させたときの質量移行と反応時の入射核（ま
たは標的核）の回転角度の変化を明らかにした。標的核の向きすべてのケースを考慮したMADとMR は実
験結果とよく一致した。さらに重要なことは、実験でも見られている強い質量-角度相関も再現されたことで
ある。融合確率の計算に関しては、側面衝突の融合確率はどの軌道角運動量でも最も高いことがわかった。
質量ドリフトに関しては、238Uを入射核とした反応の準核分裂解析 [37] で得られた標準的な質量ドリフト
曲線からは、本計算結果と差があることがわかった。この差は、質量対称に向かう質量進化が標準的な質量ド
リフトモードよりも遅いことを意味している。側面衝突の場合、質量進化と粘着時間の相関は指数型の遅い質
量ドリフト関数に従うが、先端衝突の場合の相関は指数型の遅い質量ドリフト関数に従わない。先端衝突と側
面衝突で質量ドリフトモードが異なる理由は、質量進化の過程（接触から核分裂まで）で現れる最大ネック断
面積の特徴の違いに由来している。先端衝突では、側面衝突とは対照的に、中程度の Lにおいて経験する最
大ネック断面積が不十分であるため、中程度の Lにおける質量進化が制限される。先端衝突の場合では、中
間の Lに対して核子移行が制限される特徴的な質量平衡を反映し、この研究では新しい質量ドリフトモード
としてフェルミ型関数を提案した。本章では、議論するまでには至らなかったが、変形標的核の衝突方向に違
いによる質量角度分布の impact parameter依存性を議論しても興味深いと考える。例えば、先端衝突に比べ
て側面衝突では幾何学的に考えれば impact parameterが大きいところまで寄与すると考えられる。この寄与
により先端衝突から側面衝突に向けて見かけ上の質量進化が進むのか、はたまた衝突方向の違いによる影響が
純粋に大きく寄与しているのかの問いに対して、どの impact parameter範囲で質量-角度相関が決められる
のかを調べて、側面衝突の場合の方が大きい impact parameterで質量-角度相関が決まるようだと、それは後
者の原因だと考えられる。この推察が正しいかを調べることを本章の展望とする。
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第 7章

本論文の総括

7.1 本論文の総括
まずは簡潔に、第 3章から第 6章までの研究をまとめておく。
第 3章では、超重元素合成における準核分裂過程に 2つの核子移行モードが存在することを理論的に明らか
にした。その 2つの核子移行モードは中程度の角運動量領域で確認され、核分裂時の原子核の形状（核分裂片
の質量数や変形度）が異なることがわかった。そして、核分裂時の異なる原子核の形状は、本計算で扱ったラ
ンジュバン方程式に含まれる揺らぎの影響が 2つの核子移行モードのタイムスケールに強く起因し、結果的に
核子の移行を制御するネック（断面積）に違いが生まれることからきていることが明らかとなった。
第 4章では、原子核衝突におけるネックの形成ダイナミクスを重点的に解析した。水滴の合体で確認されて
いる粘性-慣性クロスオーバー現象が原子核のようなミクロな物質の合体でも確認できたことは注目に値する。
さらに、原子核の粘性係数の推定に対して、水滴の合体における粘性領域でのネック形成ダイナミクスのアナ
ロジーを原子核合体（衝突）に適用した。結果、実験データから抽出された原子核の粘性係数と近い値を示し
たことから、これまでになかった新しい粘性係数の推定法が妥当であることが明らかとなった。
第 5章では、ネックの形成による重イオン融合反応での融合阻害を調査した。原子核衝突実験では、ネック
形成による融合ダイナミクスの変化を解析することができないため、本研究で示される計算データは非常に有
益なものとなっている。本理論計算から原子核同士の衝突初期にネックが拡張する場合には、系の融合を妨げ
ることが明らかとなった。この融合阻害の本質的な原因は、衝突早期のネックの拡張により系は核子が十分に
移行できるほどのネック断面積を早期に得ることで、急速に質量非対称度を緩和させるが同時に超重核合成時
によく見られる内部障壁の出現によるものである。この解説を動力学的に説明した結果は世界で初めてであ
り、今後の超重元素合成研究に活かされる成果となった。
第 6章では、第 5章の結果を踏まえて、ネック拡張の開始時間を核分裂片の質量数と放出角度に着目し、理
論計算結果と実験結果の比較をもって決定させた。この決定方法は体系的な解析によるものである。この解析
結果から、重イオン衝突におけるネックの形成は衝突後遅延してから顕著な拡大が起こることを示唆するもの
であった。このダイナミクスは、質量と角度間の相関にとって非常に重要であることも明らかとなった。第 5

章までネック形成に関連したダイナミクスを中心に議論してきたが、第 6章ではさらに変形標的核の衝突方向
の向きを考慮することで質量移行（ドリフト）とタイムスケールの関係に関する新しい核反応ダイナミクスを
明らかにすることとなった。これまでの計算では、変形標的核の衝突方向の向きは考慮されていなかったた
め、本研究では多くの有益な成果が得られた。まず、変形標的核の配向効果を考慮することで、アクチノイド
原子核を用いた実験での質量と角度の強い相関が再現できることが明らかになった。これが意味するのは、ア

91



クチノイド原子核を用いた重イオン衝突反応での質量と角度の強い相関は変形標的核の配向効果に大きく依存
しているということである。さらに、配向効果を考慮した質量ドリフトとその間のタイムスケールの関係を解
析した結果、先端衝突では側面衝突の場合と違って質量ドリフトモードが大きく異なることが明らかとなっ
た。この違いの由来は、第 3章から第 6章を通し議論してきた原子核のネックが関わっていた。先端衝突で
は、反応過程で得ることができる最大ネック断面積が、側面衝突の場合とは対照的に小さいために、核子の移
行がタイムスケールの割に抑制される。ゆえに、先端衝突と側面衝突の質量ドリフトモードが異なると結論付
けた。
本論文では、重核および超重核の生成における融合過程および核子移行過程に焦点を当て新たな核反応ダイ
ナミクスの解明を目指した。入射核が無限遠から標的核に近付く過程から相互作用を起こし、核分裂を終える
までの全融合分裂過程において、これらの全反応を統一的に記述することができる理論模型を用いて、詳細な
解析および結果を論じた。本論文において、実験では直接視認することができない原子核の形状変化にともな
う核反応ダイナミクスを動力学的に明らかにしたことは、非常に有益な成果であると考えられる。第 3章から
第 6章に至る理論計算による成果は、どれも本研究によって世界で初めて明らかにされた内容である。また第
3章から第 6章まですべてネック（原子核のくびれ）に関連した核反応ダイナミクスを議論してきた。以上を
踏まえて、原子核の形状を表すパラメータの一つである ϵパラメータが、重イオン衝突反応において重要であ
ることを明らかにした。
原子核反応に対して原子核の形状の時間変化を詳細に追うことは、新たな核反応ダイナミクスを明らかにす
るうえで、最も妥当なアプローチであることは間違いない。ゆえに、本論文で特に焦点を当てることがなかっ
た原子核の形状を表すパラメータに着目することで、新たな物理現象が発見できると考えられる。また、現理
論模型では、原子核の形状を {z, δ, α, (ϵ)}の 3(+1)つのパラメータで定義し、一般化座標に落とし込んでい
る (ϵは自由度として扱っていない)。ϵを自由度として扱うことはもちろんであるが、左右のフラグメントの
変形度を独立に扱うことも核反応ダイナミクスを解析するうえで非常に重要である。つまり、変形度 δ を δ1

と δ2 に分離し、扱うことである。他にも、核分裂の様子を決定づけるとされている洋ナシ型の変形 [160]、つ
まり八十極変形 (octupole deformation)を本理論模型に導入し、原子核の形状変化を追うことで新たな核反
応ダイナミクスが明らかになることは確実であろう。つまり、様々な原子核の形状を扱うことが可能な動力学
模型 (本理論模型)を構築できれば、世界に先駆けて新たな核反応機構・核反応ダイナミクスを明らかにする
ことができる。したがって、今後の展望としては上記の原子核の変形パラメータを段階的に導入することで、
理論模型の拡張を図ることとする。
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付録 A

慣性モーメントと接線方向の摩擦の質量角
度分布における依存性

本付録では、第 6章で議論される質量角度分布に対して、モデルのテスト計算として取り組んだ初期研究内
容を記すことにする。まずは、本研究の背景に少し触れておく。重元素および超重元素の核分裂反応の質量角
度分布 (Mass angle distribution: MAD)測定は、核分裂および核融合過程のメカニズムを研究するための強
力なツールの 1つであるとされている。準核分裂現象が支配的な場合のMADは、質量と角度の間に強い相関
関係を示すことが実験的に明らかにされている。質量と角度間の強い相関は、MADの具体的な見かけ上では
斜めの相関として現れるが、あるモデルパラメータに着目する前はその斜めの相関が再現できていなかった。
本研究では、モデルに含まれる不定なモデルパラメータを系統的に評価し、実験結果を再現するようなモデ
ルパラメータ値を決定させることで、MADに現れる対角相関を再現することを目的とした。研究手法である
が、本論同様の動力学模型を用いている。そして、接線方向の摩擦の大きさと剛体の慣性モーメントの大きさ
をそれぞれ factor 倍して補正するようなモデルパラメータ fina と γ0

t を導入し、MAD の系統的評価を行っ
た。選択した反応系は準核分裂が支配的な２つの反応系 48Ti+186Wと 34S+232Thであり、それぞれ入射エ
ネルギー Ec.m. = 187.87 MeVと Ec.m. = 168.75 MeVの条件で計算を実施した。ここで、34S+232Thの反
応系は標的核にアクチノイド原子核を使用しているが、衝突方向の考慮は本研究ではされていないことに注意
されたい。
計算結果について、以下に述べていく。図 A.1は、Ec.m. = 187.87 MeVにおける 48Ti+186WのMADの

fina = 1.5 − 5.0、γ0
t = 1.0 − 10の範囲における fina と γ0

t パラメータに対する依存性を示している。
図 A.1(k)では、MADに相関が見られないことから、核分裂片は 360度全方向に放出する傾向にある。こ
れは、系が複合核を形成することで、入射時の情報を消失するため起こる。つまり、融合核分裂が支配的であ
ることがわかる。また、図 A.1(a)は角度と質量に相関があることから、準核分裂過程の状況を再現できてい
ると考えられる。図 A.1(a)と (d)は実験値 [139]の特徴をよく再現している。fina が大きい場合、分布が左
上 (入射核の方)と右下 (標的核の方)に集中している。これは入射核が半回転しか標的核の周りを回転しない
傾向を示している。
次に、γ0

t と fina を変化させた場合の Ec.m. = 168.75 MeVにおける 34S+232ThのMAD計算結果を図 A.2

に示す。図 A.2(j)では、質量と角度の間に相関がないことから融合核分裂が支配的であると考えられる。一
方、図 A.2(l)は質量と角度に相関があることから、準核分裂現象の再現が上手くいっていると考えられる。図
A.2(i)と (l)は実験値 [139]の特徴をよく再現できている。48Ti+186Wの場合と比較すると、剛体の慣性モー
メントと接線方向の摩擦の大きさがそれぞれ大きな値で質量と角度の相関が見られている。
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図 A.1 48Ti+186Wの質量角度分布の計算結果。(a)(d)(g)(j), (b)(e)(h)(k)および (c)(f)(i)(l)はそれぞ
れ fina = 1.5, 3.0, 5.0を用いた場合であり、(a)-(c), (d)-(f)および (j)-(l)はそれぞれ γ0

t = 1.0, 5.0, 10

を用いた場合である。

考察であるが、48Ti+186Wのように入射系の質量非対称度が小さい反応系では、接線方向の摩擦と剛体の
慣性モーメントの値が小さいことにより、実験値と同様の準核分裂に由来する相関を再現できることがわかっ
た。一方、34S+232Thのように入射系の質量非対称度が大きい反応系では、接線方向の摩擦や剛体の慣性モー
メントが大きい場合に準核分裂に由来する見かけ上の特徴を再現できることがわかった。これらの結果から、
実験値を再現するための接線方向の摩擦や剛体の慣性モーメンの値は入射系の質量非対称度に依存すると考え
られる。
以上の結果をまとめると、接線方向の摩擦と剛体の慣性モーメントは、重元素領域の準核分裂に由来する相
関と強く関係していることがわかった。また、これらの物理量のバランスによって、準核分裂反応が支配的か
融合核分裂反応が支配的かの特徴を示すことがわかった。不定なモデルパラメータを変化させることで、準核
分裂が支配的である実験結果の特徴を再現することができたが、不定なモデルパラメータが何に依存している
かをさらに特定し断定するためには、さらなる体系的な計算が必要である。

106



図 A.2 34S+232Thの質量角度分布の計算結果。(a)(d)(g)(j), (b)(e)(h)(k)および (c)(f)(i)(l)はそれぞ
れ fina = 1.5, 3.0, 5.0を用いた場合であり、(a)-(c), (d)-(f)および (j)-(l)はそれぞれ γ0

t = 1.0, 5.0, 10

を用いた場合である。

107



付録 B

融合断面積と核分裂片の全運動エネルギー
に関する研究

本付録では、融合過程における原子核間に働く摩擦に焦点を当て、反応ダイナミクスを研究した結果を述べ
る。重イオン衝突での反応第 1段階では、入射核と標的核が接触し始めると接触面を通じて半径方向と接線方
向の摩擦が生じる。2つの摩擦の役割としては、半径方向の摩擦により系の運動エネルギーが散逸され、接線
方向の摩擦によって軌道角運動量の散逸が引き起こされる [24]。接線方向の摩擦には、滑り摩擦と転がり摩擦
の 2種類が存在する。これらは表面摩擦モデル [161] によって理論的に議論されていますが、摩擦の強さはま
だ決定づけられていない。また、摩擦係数はモデルにおける実験データを説明するパラメータであるが、実験
データとの比較はまだ示されていない [161]。滑り摩擦の影響としては、転がり摩擦よりもはるかに反応過程
に影響を与えることが知られており、転がり摩擦は滑り摩擦よりも反応断面積に与える影響が少ないことが報
告されている [24]。したがって、本付録では滑り摩擦による反応のダイナミクスを調査することにする。以
下、滑り摩擦を接線方向の摩擦と呼ぶことにする。接線方向の摩擦により軌道角運動量の一部が原子核のスピ
ンに変換されることで、結果として遠心力ポテンシャルエネルギーが減少することが知られている。基本的に
軌道角運動量が大きい反応では、系の融合はあまり確認されないが、上述の影響による遠心力ポテンシャルエ
ネルギーの減少が系の融合を誘発させると議論されている [24]。本付録では、さまざまな入射エネルギーで接
線方向の摩擦の影響を調べることにより、接線方向の摩擦の力学的性質を明らかにする。また、重イオン融合
反応で得られた実験値 (完全融合と対称核分裂に関する断面積)を再現するような接線方向の摩擦の大きさを
決定づけることも目的である。これらの成果は融合過程のメカニズムの解明にもつながるため、非常に重要な
研究である。
計算結果および議論について以下に述べる。まずは、核分裂片の質量数と核分裂時の全運動エネルギーに対
して、接線方向の摩擦依存性を調べる。図 B.1は、48Ca+238Uの反応系における異なる接線方向の摩擦での
核分裂片の質量分布および核分裂片の質量に対する平均の全運動エネルギー (average total kinetic energy:

TKE)を示している。接線方向の摩擦が大きい場合を仮定した反応では、質量対称な領域に核分裂片の質量収
率が増加を示す。それに伴い、TKE の値は増加傾向を示す。この理由は、TKEの計算式を見れば明らかで
あるため、後述することにする。図 B.1の左上のパネルで示されている低入射エネルギーでの核分裂片の質量
分布は、接線方向の摩擦の強さがあがるにつれて、質量非対称核分裂の傾向から質量対称核分裂の傾向に劇的
な変化を見せる。一方、高入射エネルギー反応では、支配的な核分裂モードが劇的に変化しないことから、接
線方向の摩擦には相対速度の依存性があると考えられる。Ec.m./Ebass = 0.98での質量分布は γ0

t = 0.1 MeV

s fm−2 を用いる場合に実験値と良い一致を示すが、TKE の計算値は実験値に比べて過小評価している。一
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図 B.1 48Ca+238U の反応系における異なる接線方向の摩擦での核分裂片の質量分布および核分裂片の
質量に対する平均の全運動エネルギー (average total kinetic energy: TKE)。入射エネルギー Ec.m. は
Ebass(Bass barrier)に対して 0.98と 1.08倍を選択している。計算結果は質量数範囲 54 ≤ A ≤ 232に限
定している。核分裂片の質量収率と TKE の実験値 [162] はそれぞれ黒のプロット点で示されている。

方、Ec.m./Ebass = 1.08での質量分布は、γ0
t = 30 MeV s fm−2 で実験の傾向が再現されるが、TKE の計算

値はたとえ強い γ0
t の値を用いたとしても実験値と比べて、過大評価をしている。特にこの傾向は質量対称領

域で顕著である。TKE が γ0
t に大きく影響される理由は、これから示すように核分裂時 (切断時)のクーロン

エネルギーに関係する原子核の変形の違いからきている。
どのような原子核の形状でフラグメントが切断されたかを調べるために、まずは Ec.m./Ebass = 0.98かつ

γ0
t = 0.1 MeV s fm−2 での原子核の中心間距離と変形度 δ の平面に切断時のポイントをプロットしたものと
そのポイントを δ 軸に投影し分布にしたもの (δ 分布)、同じく z 軸に投影し分布にしたもの (中心間距離分布)

を図 B.2(a)-(c)にそれぞれ示している。図 B.2(a)より、切断点は δ ∼ 0.3付近に分布しており、原子核の中
心間距離は約 25 fmで多くが切断されていることがわかる。これらの結果が意味することは、核分裂を起こ
す原子核がかなり引き伸ばされた形で２つのフラグメントに分離することを示している。
次に、強い接線方向の摩擦下での切断点の挙動を調べてみる。図 B.3(a)-(c) は、Ec.m./Ebass = 1.08 かつ

γ0
t = 30 MeV s fm−2 での図 B.2と同様の分布を示している。図 B.3(a)は、図 B.2(a) の場合よりも図の左
下に切断点が集中する傾向にある。図 B.3(b) に示すように、δ 分布のピークは負の領域に位置し、図 B.3(c)

から約 16 fm伸びたところで切断が発生する傾向を示している。以上の核分裂片の切断時の傾向をまとめて
おくと、γ0

t が増加すると、切断時の変形度パラメータ δ は負の領域に向かって移動し、核分裂片の中心間距
離が小さい状態で分離する。これは、コンパクトな原子核形状で核分裂が発生することを意味している。
接線方向の摩擦の強さが、切断時の原子核の形状に大きな影響を与えていることが確認できたところで、図
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図 B.2 Ec.m./Ebass = 0.98かつ γ0
t = 0.1 MeV s fm−2 での原子核の中心間距離と変形度 δ の平面に切

断時のポイントをプロットしたもの (a)とそのポイントを δ 軸に投影した δ 分布 (b)、同じく z 軸に投影
した中心間距離分布 (c)。

図 B.3 図 B.2と同じであるが、Ec.m./Ebass = 1.08かつ γ0
t = 30 MeV s fm−2 の条件である。

B.1で示されている TKE の議論に戻る。まず TKE はフラグメントの切断時の原子核の形状に大きく依存
している。このことは次式で表される TKEの計算式：

TKE = PKE + PCE, (B.1)

PKE =
1

2

(
m−1

)
ij
pipj , (B.2)

PCE = e2
Z1Z2

dsci
, (B.3)

(B.4)
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を参照し、論じる。上式の PKE および PCE の表記はそれぞれ切断前の運動エネルギーと切断前のクーロン
エネルギーを表している。ここで、e2 = 1.44 MeV fmであり、 Z1, Z2 は切断時の軽いフラグメントと重い
フラグメントそれぞれの電荷、dsci は切断時の軽いフラグメントと重いフラグメント間の中心間距離である。
質量対称領域での TKE の値が増加する理由は、軽いフラグメントと重いフラグメントの質量が対称的になる
と、それらの質量比を Z1, Z2 に対応させて求めるため、Z1 と Z2 の積が大きくなり、PCE が大きく増加す
るためである。図 B.2から、γ0

t が小さい場合、伸びた原子核形状で切断されるため、切断距離 dsci は大きな
値を示す。したがって、TKE の計算値は実験値よりも低くなると考えられる。つまり、現実よりも伸びた原
子核形状での切断をシミュレートしてしまっていると考えられる。一方、γ0

t が大きい場合、先ほどとは対照
的に dsci の値は想定よりも小さい傾向にあるため、TKE の計算値は実験値よりも高くなってしまっていると
考えられる。つまり、異なる入射エネルギー領域で TKE の計算値が実験値と良い一致を示さない原因は、切
断点の挙動が接線方向の摩擦の強さに大きく依存するため、TKE を正確に評価できなかったと考えられる。
次に、系の複合核形成の断面積 (融合断面積)の接線方向の摩擦依存性を議論する。その前に、複合核を形
成するためには質量対称に向かう質量移行が行われることが必要である。理由は、基本的に質量移行を通して
系の平衡化 (融合)が進むためである。まずは、接線方向の摩擦と質量対称に向かう質量移行の関係を調べる。
図 B.4は 48Ca +238 U 系の Ec.m./Ebass = 0.954 − 1.114で、核分裂片の質量数が ACN/2 ± 20 uの範囲を満
たす時の反応断面積 σsym を接線方向の摩擦の強さ γ0

t の関数として示している。水平の黒線と灰色線は、そ
れぞれ実験データとそのエラーバーを示している [42]。図 B.4から Ebass 以上の σsym の γ0

t の調整可能な値
を推測することができる。しかし、Ebass 以下では、たとえ γ0

t を調整したとしても、実験値を再現できず過
小評価している。つまり、このエネルギー領域に対しては、現在の計算モデルの適用外であることを意味して
いる。

図 B.4 48Ca+238U系における核分裂片の質量数が ACN/2± 20 uの範囲を満たす時の断面積 σsym の接
線方向の摩擦 γ0

t の依存性。(a), (b), (c), (d) はそれぞれ Ec.m./Ebass = 0.954, 1.000, 1.052, 1.114の
条件である。水平の黒線と灰色線は、それぞれ実験データとそのエラーバーを示している [42]。

質量対称に向かう断面積と接線方向の摩擦の強さとの関係が明らかにできたため、次に系の融合断
面積に対する接線方向の摩擦の強さとの関係を調べていく。融合断面積は、ランジュバン計算におけ
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る軌道が融合領域に入るイベントの総和によって推定される [57]。融合領域の定義は、本計算結果では
{|α| < 0.3, δ < −0.5z + 0.5}と定義している。図 B.5(a)-(c)は異なるエネルギーにおける融合断面積を接線
方向の摩擦の強さ γ0

t の関数として示している。水平の黒線と灰色線はそれぞれ実験データとそのエラーバー
を示す [37]。接線方向の摩擦による散逸により融合障壁が下がり、軌道が核融合ボックスに入ることができる
ため、融合断面積は摩擦の強さに比例して増加している。低入射エネルギーでは、接線方向の摩擦による融合
断面積の変化は高エネルギーよりも大きい。この原因は、接線方向の摩擦が角運動量を散逸させることで、遠

図 B.5 48Ca+238U系における融合断面積 σfus の接線方向の摩擦 γ0
t の依存性。(a), (b), (c)はそれぞれ

Ec.m./Ebass = 0.990, 1.030, 1.114の条件である。水平の黒線と灰色線は、それぞれ実験データとそのエ
ラーバーを示している [37]。

心力ポテンシャルエネルギーによる融合阻害を緩和させるためである。一般的に遠心力ポテンシャルエネル
ギーによる融合阻害は障壁 (Ebass)近傍の入射エネルギーで顕著に作用する。一方、障壁より十分高いエネル
ギーでは摩擦に依存せずに複合核を形成しやすいため、接線方向の摩擦が低エネルギーの反応の時と比べて効
果的に働かないと考えられる。Ec.m./Ebass = 0.990では、図 B.5に示すように γ0

t が 1 MeV s fm−2 程度の
ときに実験値を再現する。一方、入射エネルギーが高くなると、γ0

t の値が 1桁程度高くなると実験値を再現
する。
ここで、図 B.4と図 B.5から決定づけた γ0

t の値を Ec.m./Ebass の関数として、実験データとともに図 B.6

に示す。ピンクの四角、緑の星および青の三角で表されたプロット点はそれぞれ複合核形成の平均断面積、参
考に示した系の捕獲断面積および質量対称核分裂 ACN/2 ± 20 uの断面積を表している。σsym と σfus の計算
結果は、図 B.6に示した各 γ0

t の値で実験値と近い値を示すことがわかった。
2種類の実験データから求めた接線方向の摩擦の強さをまとめ、γ0

t の値を Ec.m./Ebass の関数として図 B.7

にプロットした。黒く塗りつぶした三角形と四角形は、それぞれ ACN/2 ± 20 uの断面積 [42]と融合断面積
[37]との比較から求めた γ0

t の計算値である。γ0
t の値は、Ec.m./Ebass が大きくなるほど大きくなる傾向があ

る。σfus から決定される γ0
t の変動は、Ec.m./Ebass に対して σsym から決定されるものよりも穏やかである。

これは、融合反応が、接触から十分な質量移行を達成するまでの過程での散逸効果と強く関係しているためで
ある。高い入射エネルギーでは、入射核と標的核の相対速度の増加により、接触面の相互作用（接線方向の摩
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擦の増加）が強くなる。接線方向の摩擦が融合の促進に大きく影響することがわかる。

図 B.6 図 B.4 と図 B.5 を用いて、実験値を再現するような γ0
t に対する質量対称核分裂断面積 (黒三

角) と融合断面積 (黒四角) を求めた。実験から得られた複合核を形成する断面積（ピンク四角 [37]）,

ACN/2 ± 20 u(青三角 [42]) がプロットされている。捕獲断面積（緑星 [162]）の実験値も参考に載せて
いる。

図 B.7 図 B.6 の γ0
t の値は、Ec.m./Ebass の関数としてプロットされている。黒塗りの三角形と四角形

は、それぞれ ACN/2± 20 uの断面積 [42]と融合断面積 [37]の実験結果と計算結果を比較して求めた γ0
t

の値を示す。

散逸効果は融合プロセス、特に超重元素合成の反応プロセスにとって非常に繊細である。本研究では、接
線方向の摩擦が融合断面積と核分裂片の TKE にどのような影響を与えるかを示した。γ0

t の適切な値を実験
データとの比較・検討を行うことは誰も着手していなかった問題であった。本研究を通してその値を明らかに
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したことは、世界で初めての成果である。γ0
t の適切な値を、融合断面積 σfus の実験データと質量対称な核分

裂片の断面積 σsym の両方から推定した結果、γ0
t は入射エネルギーが大きくなるにつれて、入射核と標的核と

の相対速度のべき乗に比例して大きくなることがわかった。特に、質量対称核分裂のデータを再現するために
は、系の完全融合 (融合断面積)のデータと比較すると、より大きな接線方向の摩擦が必要であることが明ら
かになった。これらの結果は、複合核の形成過程と (融合)と質量対称核分裂 (準核分裂)を起こす複合系の形
成過程における質量移行が、入口チャネルにおいて誘起される角運動量領域の違いに対応しており、その違い
が接線方向の摩擦にどのように依存するかを示している。本研究で得られた結果は、未知の超重元素の融合断
面積の予測に有用であると考えられる。
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付録 C

ディラックのデルタ関数

ここでは、ディラックのデルタ (δ)関数の性質を証明し、理解を深める。まずは以下に示す誤差関数から証
明を始める。

p(x) =
1√
2πσ

exp

(
− x2

2σ2

)
(C.1)

この関数は平均 0、標準偏差が σ の正規分布を表す確率密度関数である。ここで、 x
σ = uとおくと

p(x) =
1

σ

1√
2π

e
−
(

u2

2

)
(C.2)

となる。ここで、 1√
2π

e
−
(

u2

2

)
は uの関数であることから、ϕ(u) = 1√

2π
e
−
(

u2

2

)
おくと、式 C.2は

p(x) =
1

σ

1√
2π

e
−
(

u2

2

)
=

1

σ
ϕ(u) (C.3)

となる。σ = 1
2 , 1, 2の時の式 C.3の関数は図 C.1のようになる。次に uで表される式 C.3を uの −∞から

図 C.1 標準偏差 σ の値によって変わる正規分布のグラフ [163]。
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uまで積分する形におき、その関数を Φ(u)と定義すると∫ u

−∞

1√
2π

e−
u2

2 du =

∫ u

−∞
ϕ(u)du = Φ(u) (C.4)

となる。ここで、一旦整理すると、もとの誤差関数 p(x)と Φ(u)の間には

p(x) =

∫ x

−∞

1√
2πσ

exp

(
− x2

2σ2

)
dx

=

∫ u

−∞

1√
2π

e
−
(

u2

2

)
du

= Φ (u (= x/σ)) (C.5)

の関係ができる。p(x) = Φ( x
σ ) であるから、横軸を x として、σ = 1

2 , 1, 2 のときの図 C.1 を参照すると、
p(x) = 1であることがわかる。
次にもとの誤差関数について、x ̸= 0で σ を限りなく 0に近づけるとどうなるか確かめてみる。式 C.1に
対して、極限をとると

lim
σ→0

1√
2πσ

exp

(
− x2

2σ2

)
(C.6)

となり、ここで、σ = 1
a とおくと、近づける条件は a → ∞に変わり

lim
σ→∞

(
a√

2πex2a2/2

)
=

1√
2π

lim
σ→∞

( a

ex2a2/2

)
=

1√
2π

lim
σ→∞

(
a
1

ex2a2/2

)
(C.7)

と書き直し、ロピタルの定理から

1√
2π

lim
σ→∞

(
1

x2a
2 e

x2a2

2

)
=

2

x2
√

2π
lim
σ→∞

(
1

ae
x2a2

2

)
= 0 (C.8)

となる。一方、x = 0のときの誤差関数の極限は

lim
σ→0

1√
2πσ

exp

(
− x2

2σ2

)
= lim

σ→0

1√
2πσ

= ∞ (C.9)

と表される。つまり、p(x)は σ → 0のとき x ̸= 0のいたるところで 0、x = 0では +∞となり、ディラック
のデルタ δ(x)関数である。
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付録 D

クーロン散乱角の理論式 (コード内に反映さ
れた式の導出)

式 6.23の形の導出を、以下に示す第 2章で示した式 2.163から行う。

2φ0 = π − 2tan−1 b0
b

(D.1)

ここで、式 2.144から b0 = α
2E , 式 2.138から b = L√

2µE
が得られているため、これらを用いて

2φ0 = π − 2tan−1
α
2E
L√
2µE

(D.2)

= π − 2tan−1

√
µα2

2EL2
(D.3)

= π − 2arctan

√
µα2

2EL2
(D.4)

となる。ここで、右辺第 2項は b = L√
2µE

の関係を用いると、式 2.165と一致することから、

2φ0 = π − θ (D.5)

で表すことも可能である。ここで、この式が意味しているのは、無限遠から標的核に近付く粒子がクーロン力
によってある方向に散乱したときに、散乱角 θが自明であれば、無限遠から標的核に近付く粒子がクーロン力
によってどれだけ曲げられたかがわかる。純粋なクーロン力だけで曲げられる入射粒子は、標的核に最も近付
く距離 (最近接距離)を示すときの角度 φ0 からさらに同じ角度で粒子が標的核から離れるということである。
この概略を図 D.1に示す。さて、ここで整理しておくが、求めたい物理量はクーロン散乱角 φ0 であり、クー
ロンによる粒子の軌道を事前に予測したいため、散乱角 θを用いずに粒子を入射させるときの最初の情報から
求めなければならない。φ0 を求めるために、式 D.3をまずは以下のように式形させていく。

2φ0 = π − 2arctan

√
µα2

2EL2

φ0 =
π

2
− arctan

√
µα2

2EL2

π

2
− φ0 = arctan

√
µα2

2EL2
(D.6)
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図 D.1 粒子のクーロン軌道概要図。

ここで、arctanを tan表記に戻すと

tan
(π

2
− φ0

)
=

√
µα2

2EL2
(D.7)

と表される。次に tanの性質より、tan (π/2 − φ0) = 1/tanϕ0 であるため上記の式は

1

tanφ0
=

√
µα2

2EL2
(D.8)

と表すことができる。そして、式の変形を行うと

tanφ0 =

√
2EL2

µα2
(D.9)

となり、ここで、tanφ0 を逆関数で表すと

φ0 = arctan

√
2EL2

µα2
(D.10)

が得られ、式 6.23と一致する (厳密には角運動量 Lに対して h̄を付ける必要がある)。入口チャネルのクーロ
ン散乱角は式 D.10から求められるが、本研究では、散乱反応以外も扱っているため、純粋なクーロン散乱だ
けを考えれば良いわけではない。核力の範囲内に粒子が侵入すれば、純粋なクーロン力による粒子軌道が少し
変化する。ゆえに、クーロン散乱角 φの中身は以下のようにクーロン力部分から核力部分で構成されるよう
になる。

φ = φc − φn (D.11)

ここで、φc および φn はそれぞれクーロン力によって曲げられる散乱角、核力によって変化する散乱角を表し
ている。ここで、核力は引力であり、クーロン力とは対になる力であるため、角度の変化も対になることから
上式右辺第二項は負の値になっている。では、φc および φn はどのように表されるかであるが、まずクーロン
力によって曲げられる散乱角 φc は式 D.10を用いれば求められる。同様に核力部分 φn でも、式 D.10をその
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まま使用したいところだが、換算質量 µを使っていると粒子が受ける核力による寄与を考慮できない。した
がって、核力によって変化する物理量を用いる必要がある。ここで、換算質量 µは慣性モーメント I と原子
核間の距離 Rを用いると、

µ = IR2 (D.12)

で表すことができる。ここで、I と Rはどれも核力による原子核の形状変化を伴った物理量であるため、こ
の式を式 D.10に代入すれば、核力による散乱角への影響を考慮できる。以上を踏まえて、式 D.11は

φ = φc − φn (D.13)

= arctan

√
2EL2

µα2
− arctan

√
2EL2

IR2α2
(D.14)

と表される。この式の形は第 6章の式 6.24と式 6.25で表される出口チャネルのクーロン散乱角 θf であるこ
とは容易に確かめられるであろう (厳密には角運動量 Lに対して h̄を付ける必要がある)。
純粋なクーロンだけの散乱を考える場合は式 D.5を

θ = π − 2φ0 (D.15)

= π − 2arctan

(√
2EL2

µα2

)
(D.16)

と (途中で式 D.10を用いて)変形すれば、θ は θc.m.、φ0 は θi に対応しているため、第 6章の式 6.26の表現
と一致する。
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付録 E

Bass modelによる Bass barrierの計算

Bass modelによる Bass barrier Vbass については文献 [24]で詳しく説明されている。ここでは、Vbass が
Bass modelにおいてどのように与えられるかを記しておく。Vbass は以下の式で定義される。

Vbass = VC + V bass
N (E.1)

ここで、VC はクーロンポテンシャル、V bass
N は Bass modelによる核力ポテンシャルを表している。VC およ

び V bass
N はそれぞれ

VC =
e2

4πϵ0

Z1Z2

r
≃ 1.44

Z1Z2

r
(E.2)

V bass
N = − R1R2

R1 + R2

[
C1exp

(
s

d1

)
+ C2exp

(
s

d2

)]−1

(E.3)

で表される。ここで、Z1、Z2 はそれぞれ入射核と標的核の電荷であり、r はそれぞれの原子核の中心間を結
ぶ距離である。途中で e2

4πϵ0
= 1.44 (MeV fm−1)の関係を用いている。V bass

N に関しては、sは入射核と標的
核の表面間の距離、C1 = 0.03 MeV−1 fm, d1 = 3.3 fm, C2 = 0.0061 MeV−1 fm, d2 = 0.65 fmはすべて
文献 [24] の中で実験値との比較をもって定められている。また、R1 および R2 は入射核と標的核の半径をそ
れぞれ表すことから

Ri = r0Ai
1/3 i = 1 or 2 (E.4)

で決められる。Ai はそれぞれの原子核の質量数を表している。ここで、r0 は文献 [24] の中で実験値との比較
によって決められた経験的なパラメータであり、

r0 = 1.16 − 1.39(A1 + A2)−1/3 (E.5)

で与えられる。図 E.1に示す幾何学的図を参照すれば、変数のイメージは容易であろう。計算コード内では、
原子核の中心間を結ぶ距離 r に依存して変化する Vbass の値が最大値を取った時に、その値を計算時に使用す
るようにしている。
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図 E.1 2つの球形核の相互作用を想定した幾何学的図 [24]。
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付録 F

原子核の形状コード（conf0）の説明

ここでは、原子核の形状を視覚的に見せるためのコードの説明を行う。初めにこのコードがあるディレクト
リ名は conf0である。そのディレクトリがある場所は amano→conf1に存在する。conf0のディレクトリに入
ると図 F.1のようにファイルが存在している。ここから、原子核の形状を出力する計算を行うために、原子核

図 F.1 ディレクトリ conf0.

がどのような状態にあるかを input データとして読み込ませなければならない。その input ファイルの名前
は、intamanoとして存在している。その inputファイルを開くと、図 F.2のような中身になっている。ある

図 F.2 inputファイル: intamano(1).

時点 (状態)の原子核の形状を計算するためには、その都度変化させなければならない。主要な部分は赤枠で
囲った部分である。左上から順に質量数 A、原子番号 Z、A/2、Z/2、下の行に行き、初期の重心間距離ｚ、
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変形度 δ1、変形度 δ2、原子核のネックを表す ε、初期の重心間距離から重心間距離を増やしていく刻み幅であ
る step数、質量非対称度 α、下の行の赤枠は計算し、TLDE.datに出力する数を表している。計 11個の部分
を変えた後、保存してファイルを閉じる。計算を実行するためのコマンドは ./codeK1min ¡ intamano であ
る。実行結果は図 F.3のように簡易的に大体の形状が画面に出力される。

図 F.3 原子核の簡易的な形状.

今回の inputデータ (図 F.2)では、touching point(接触点)および scission point(ちぎれる点)を調べるた
めの値にすでに設定されている。

・touching point(接触点)および scission point(ちぎれる点)を調べる際の方法

1. input ファイルの情報を入力 (図 F.2)。そこで特に重要な点は、初期の重心間距離 ｚ の値と step 数と
TLDE.datに出力する数の値である。3つの入力値を最初はおおまかに決め入力する。推奨値：重心間
距離ｚ＝ 1.3, step数＝ 0.10, TLDE.datに出力する数＝ 41
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2. 保存したのち./codeK1min ¡ intamanoで計算を実行。
3. TLDE.dat(図 F.4)は上から step数の値で重心間距離ｚが大きくなっており、その重心間距離ｚの時の

情報が同行に出力されている。ちぎれた時の情報が最後の行に出力されており、ちぎれる前の情報が最
後の行の上の行 (図 F.4赤枠)にある。

図 F.4 iutputファイル: TLDE.dat(1)

4. そのちぎれる前の重心間距離ｚを再び inputファイルの初期の重心間距離 zに入力、step数を 0.01に設定
する (図 F.5)。こうすることで、より詳細な接触点、scission点がわかる。

図 F.5 inputファイル: intamano(2).

5. 実行した後の TLDE.datは図 F.6である。最後の行がちぎれた状態の情報なので上の行の赤枠が接触時、
scission時の重心間距離である。

図 F.6 outputファイル: TLDE.dat(2)

6. 先ほどの重心間距離を再び inputファイルに入力、出力する数を１にする (図 F.7参照)。
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図 F.7 inputファイル: intamano(3).

7. 実行後、接触時、scission時の原子核の形状を描画するためのデータが plot1に出力される。

・原子核の形状コード (touching and scission pointを求めるためのアルゴリズム)概要

図 F.8(a)(b)が touching and scission pointの重心間距離を求める肝となる部分である。図 F.8(a)の赤枠
と緑枠が、原子核がちぎれたときに計算を終了する処理である。赤枠は NKTRLが 2の時にする処理で今は
NKTRLが 0なのでここでは関係がない。緑枠が作動している処理で plot1に出力する処理が含まれるサブ
ルーチン TWOCTRにまず移動する。その後、図 F.8(b)の赤枠は plot1に出力していく処理で、もし横軸の
値が絶対値１以下で縦軸が 0.10以下になると LEV＝１とする。これが意味することは、ネックの大きさが
0.20以下になった、つまり、touching and scission point 付近の重心間距離またはちぎれてしまった状態に
なったということである。もし、より細かく調べたいときには IF(YP.LT.0.10) LEV=1 を IF(YP.LT.0.01)

LEV=1 などに変更する方法がある。LEV=1 となると再び図 F.8(a) の緑枠に戻ってきたときに計算が終わ
るようになっている。
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図 F.8 code1Kmin.f
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付録 G

実験系から重心系へ情報を変換するコード

図 G.1に示すのは実験系から重心系へ情報を変換するコード LABtoCM.fである。計算手順は以下の通り
である。

1. ./LABtoCMで実行する。
2. 実験系の情報を inputとして打ち込むようにしているので実験系の情報を入れる。その際の順番は、入射

核の質量数、標的核の質量数、入射散乱核の質量数、標的散乱核の質量数、実験系の入射エネルギー
Elab、実験系の散乱角度 1θlab1、実験系の散乱角度 2θlab2、Q値である。

3. 出力ファイル名は、LABtoCM.datである。LABtoCM.datの中身は図 G.2に示すように左から重心系の
入射エネルギー Ecm, θlab1 に対応する入射核の重心系の散乱角度 θc.m.1, θlab1 に対応する標的核の重
心系の散乱角度 θc.m.2, θlab2 に対応する入射核の重心系の散乱角度 θc.m.3, θlab2 に対応する標的核の重
心系の散乱角度 θc.m.4 を示している。
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図 G.1 LABtoCM.f

図 G.2 LABtoCM.dat
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付録 H

Swiatecki方式による獲断面積および融合断
面積

[D. A. Mayorov, et al. Physical Review C 90, 024602 (2014)] に記載されている Swiatecki 理論による
σfus の求め方を記す。今後、重イオン衝突反応における系の捕獲断面積 σcap や融合確率 PCN , 融合断面積を
軸に研究を進める方に参考になれば幸いである。

σcap = πR2 ν

2Ecm

[
X (1 + erfX) +

1√
π

exp
(
−X2

)]
(H.1)

X =
Ecm −B

ν
, R = 1.16

(
A

1/3
P −A

1/3
T

)
(H.2)

ν = CB

√
W1

2 + W2
2 + W0

2 (H.3)

C = 0.07767
(
fm−1

)
, W0 = 0.41 (fm) (H.4)

W1 =
RP

2βP
2

4π
, RP = 1.14Ap

1/3 (H.5)

W2 =
RT

2βT
2

4π
, RT = 1.14AT

1/3 (H.6)

B = 0.85247Z + 0.001361Z2 − 0.00000223Z3 (H.7)

Z =
ZPZT(

AP
1/3 + AT

1/3
) (H.8)

PCN = ζ
[
10−(Z/a)k

]
, k = 3.0 (H.9)

a = (Ecm −B) + 135 (H.10)

σfus = σcap × PCN (H.11)

ν はGaussianパラメータ、Bは平均相互作用障壁、Z はクーロンパラメータ、βP ,βT はそれぞれ入射核の四重
極変形パラメータ、標的核の四重極変形パラメータ、RP ,RT はそれぞれ入射核の半径、標的核の半径、ζ はス
ケーリングパラメータ、aはエネルギー依存パラメータを示す。以上の理論を図H.1に示す Swiatecki.fにプロ
グラム化した。input ファイルは intSW である。読み込む情報は IPZ,IPA,ITZ,ITA,ECM,BETA1,BETA2

にそれぞれ対応する入射核の陽子数、入射核の質量数、標的核の陽子数、標的核の質量数、入射エネルギー
Ec.m.、入射核の四重極変形パラメータ、標的核の四重極変形パラメータの 7つである。実行すると、AAcross2

には入射エネルギー Ec.m., σcap, PCN , σfus が順に出力されるようになっている。
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図 H.1 Swiatecki.f
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近畿大学大学院
2021年 3月 18日

5. 日本原子力学会フェロー賞
天野翔太
一般社団法人　日本原子力学会
2021年 3月 17日

6. 優秀ポスター賞
準核分裂における質量と角度の相関の起源
天野翔太, 有友嘉浩, 石崎翔馬, 奥林瑞貴, 奥川誠也
日本原子力学会　核データ部会主催　 2020年度 核データ研究会
2020年 11月 26日～27日　 (理化学研究所　和光キャンパス)

7. 優秀ポスター賞
動力学模型による中性子過剰核の核分裂計算：rプロセスシミュレーションに向けて
奥林瑞貴, 有友嘉浩, 田中翔也, 石崎翔馬, 天野翔太, 西村信哉
日本原子力学会　核データ部会主催　 2020年度 核データ研究会
2020年 11月 26日～27日　 (理化学研究所　和光キャンパス)
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